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０．業務実施概要 

０-１ 業務の目的と概要 

大規模災害が発生し、企業活動が滞ると、その影響は各企業のみにとどまらず、その地域の雇用・

経済に打撃を与え、さらには、取引関係を通じて他地域にも影響を与える。令和 6年 1月に発生した能

登半島地震では、インフラ復旧等の遅れに伴い、生活復興はいうまでもなく企業の事業継続にも一定

の影響を与えた。これを受け、本業務は、能登半島地震の被災地域に立地する企業の被災状況や被災

に伴う影響を把握するとともに、国内先進企業の防災や事業継続に係る取組の実態を把握し、防災対

策・事業継続強化を促進するための課題及び重要事項の抽出、方策等の検討を行うことを目的として

実施した。 
 

０-２ 業務実施概要・業務フロー 

本業務は、「（１）能登半島地震被災企業の防災対策・事業継続への取組に関するアンケート調査」

「（２）能登半島地震被災企業の防災対策・事業継続への取組に関するヒアリング調査」「（３）企業・

組織の事業継続におけるサプライチェーン強化や地域連携の好事例に関する調査」「（４）調査結果の取

りまとめと被災企業の課題を踏まえた対策・促進策の提案」「（５）取りまとめ及び報告書の作成」の５

項目別に実施した。 

図表 1 業務実施フロー 

 
  

（１）能登半島地震被災企業の防災対策・事業継続への取組に関する
アンケート調査

①調査対象の抽出
－被災地域の産業構造分析
－サンプリング方針の検討・決定
－発送先リストの作成・管理

（２）能登半島地震被災企業の防災対策・事業継続への取組に関する
ヒアリング調査

（４）調査結果の取りまとめと被災企業の課題を踏まえた対策・促進策の提案

②調査票の作成

③アンケート調査の実施
－調査体制の構築・実施
－アンケート集計・分析

①アンケート調査結果に基づく事例抽出

②ヒアリング調査の実施

（３）企業、組織の事業継続におけるサプライチェーン強化や地域連携の好
事例に関する調査

①既往文献調査

②有識者ヒアリング調査

③ヒアリング対象候補の選定とリスト化

④ヒアリング調査の実施

①事例調査報告書・好事例集の作成 ②防災対策・事業継続の課題と対応・促進策の提案

（５）取りまとめ及び報告書の作成

①報告書の作成 ②業務引継書の作成
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１．能登半島地震被災企業の防災対策・事業継続の取組に関するアンケート調査 

１-１ 実施方法・概要 

（１）調査方法・調査概要 

 アンケート調査方法及び実施概要は以下に示すとおり。なお、調査対象は統計局事業所母集団データ

ベースより抽出した2,488社のうち廃業や重複をのぞく2,484社を対象として実施し、有効回答数は763
社（回収率 30.7％）となった。 
 

図表 2 調査実施概要 

調査実施期間 令和６年７月５日（金）～８月２日（金） 

調査対象 令和６年能登半島地震によって被災した北陸３県（富山県・石川県・福井県）及

び新潟県内に本社を置く事業所 

調査対象数 2,484 社 

配布・回収方法 WEB アンケートによる回答 

有効回答数 763 社 

回収率 30.7% 
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図表 3 アンケート調査項目 
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（２）実施結果概略 

企業概要 

･ 回答企業の約８割を資本金額 1 億円以下の中小企業が占める。 
･ 被災６市町に施設・拠点が所在している企業は 7.5%である。 
･ 主要な産業は「製造業」（31.6%）が最も多く、次いで「建設業」（13.2%）、「卸売業」（8.8%）である。 

 

令和６年能登半島地震による被害 

･ 直接被害を受けたとする事業者は全体の約４割を占め、その主要因となる事象は９割以上が地震被害

による直接被害となっている。いずれの被害も受けていない事業者を除き、何らかの被害・影響を受

けたとする事業者のうち、営業停止した事業者は約１割である。 
･ さらに詳細の被害状況をみると、事務所店舗の被災が約４割、自社工場、資機材・機械・設備等の被

災に加え、従業員の被災がそれぞれ約２割を占める。 
･ また事業を停止した約１割の事業者についても１ヶ月内に約８割が事業を再開している。早期に復旧

できた理由として、「従業員に大きな被害がなく被災前と同じ体制で事業を再開できた」「経営層に大

きな被害がなく情報伝達・指示命令系統等が機能した」の２項目が突出して高い。 
･ 全体の 24.6%（令和６年１～３月期）、20.3％（令和６年４～６月期）で売上が減少した。主な要因と

して、販売先の被災（20.7％）（自社事業・製造不可ではなく、販売不可）、地域全体への風評被害

（13.8％）、事務所・店舗等の被災（12.8％）となっており、災害発生後早期の対策のうちサプライ

チェーン・消費行動に関する復旧支援に関する示唆が指摘された。また、景気・業界不況・物価上昇

など震災以外の要因もその他回答で多くみられる。 
 

事前対策状況 

1) 計画等の策定状況と今後の策定意向 
･ BCP・防災計画等何らかの計画を策定していた団体は全体の約６割（64.7％）を占めるが、いずれも

策定していない団体は依然 46.5％と高い割合。 
･ 策定済の事業者のうち約 7 割が計画に基づき対応できたと評価している。 
 
2) 対策の評価と支援ニーズ 
･ 能登半島地震で何らかの被害が生じた事業者に対し、有効に機能した対策を把握したところ、従業員

の安全確保（67.5％）が突出した。また、今後実施したい対策として、様々な取組が拮抗しているが、

その他ライフライン確保対策（43.6％）が最も多く、本社機能・営業所等の代替施設の確保（38.3％）

が次いで高いなど、個社の取組では及ばない対策についての支援ニーズが垣間見える。 
 

3) 備蓄・保険の状況 
･ 備蓄のうち、従前から取り組んでおり有効であったものとして、水（27.6％）、マスク・手指消毒剤

（22.8％）、食料（18.6％）である。また、実に約 8割が損害保険に加入しているが、被災した事業者

の約 7 割が地震保険を付帯していなかった等の理由で補償対象とならなかったとしている。 
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4) 事前対策の自己評価 
･ すべての事業者に対し事前対策についての自己評価を把握すると約６割が不十分と認識している。 
 

災害リスク及びリスク認識の変化 

･ 能登半島地震を踏まえ想定すべきリスクとして、地震が約９割と圧倒したが、地域特性上、雪害の割

合（74.3％）が多い点も特徴的である。 
･ また、能登半島地震を受けたリスク認識の変化について、約６割が変化があったとしている。 
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１-２ 実施結果詳細 

（１）企業概要 

被災６市町への施設・拠点の所在の有無 

被災６市町に施設・拠点が所在している企業は 7.5%を占めた。 

図表 4 被災６市町への施設・拠点の所在の有無（SA） 

 
 

被災６市町に所在している施設・拠点 

 被災６市町に所在している施設・拠点は「事務所（65.5%）」が最も多く、次いで「店舗（32.8%）」、

「倉庫等（29.3%）」、「工場（22.4%）」である。その他の内容として「中継局」、「営業所」等が指摘さ

れた。 

図表 5 被災６市町に所在している施設・拠点（MA） 

 

  

所在している, 7.5%

所在していない, 
92.5%

(n=770)

65.5%

32.8%

22.4%

29.3%

22.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事務所

店舗

工場

倉庫等

その他

(n=58)
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図表 6 被災６市町に所在している施設・拠点（その他の内容） 

〇施設等（10 件） 
･ 中継局（２件） 
･ 発電施設 
･ 局舎 
･ 農業ハウス 
･ ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ、LP ｶﾞｽ充填所 
･ クラブハウス及び付帯設備、敷地内コース、カート道、駐車場他 
･ 教習コース及び合宿免許宿舎 
･ 寮 
･ 店舗兼倉庫 
〇営業所（２件） 
〇設備等 
･ 屋外設備 

 

主要な業種 

 主要な業種は「製造業（31.6%）」が最も多く、次いで「建設業（13.2%）」、「卸売業（8.8%）」である。

その他の内容として「ゴルフ場運営」、「自動車販売・車両整備業」、「廃棄物処理業等」が指摘された。 
 

図表 7 主要な業種（SA） 

 

図表 8 主要な業種（回答企業数） 

業種 回答企業数 割合 

農業・林業・漁業 7 0.9% 

鉱業、採石業、砂利採取業 4 0.5% 

建設業 102 13.2% 

製造業 243 31.6% 

電気・ガス・熱供給・水道業 19 2.5% 

情報通信業 33 4.3% 

運輸業、郵便業 40 5.2% 

卸売業 68 8.8% 

小売業 31 4.0% 

金融業、保険業 15 1.9% 

不動産業、物品賃貸業 44 5.7% 

学術研究、専門・技術サービス業 9 1.2% 

宿泊業、飲食サービス業 22 2.9% 

0.9% 0.5%

13.2% 31.6%
2.5%

4.3% 5.2% 8.8% 4.0%
1.9%

5.7%
1.2%

2.9%

3.2%
0.8%

2.2%

0.9%
5.8%

4.3%(n=770)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=770)

農業・林業・漁業 鉱業、採石業、砂利採取業 建設業
製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業
運輸業、郵便業 卸売業 小売業
金融業、保険業 不動産業、物品賃貸業 学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業、飲食サービス業 生活関連サービス業、娯楽業 教育、学習支援業
医療、福祉 複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの）
その他
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業種 回答企業数 割合 

生活関連サービス業、娯楽業 25 3.2% 

教育、学習支援業 6 0.8% 

医療、福祉 17 2.2% 

複合サービス事業 7 0.9% 

サービス業（他に分類されないもの） 45 5.8% 

その他 33 4.3% 

合計 770 100 

 

図表 9 主要な業種（その他の内容） 

･ ゴルフ場（３件） 
･ 産業廃棄物処分業（２件） 
･ 自動車販売、車両整備（２件） 
･ スキー場 
･ 運輸業 
･ 船艇の保管等 
･ 高圧ガス製造販売 
･ 石油の保管及び受払 
･ 通信販売及び製造業 
･ 鉄骨製作 
･ コンクリート二次製品製造販売 
･ コンサルティング 
･ 原子力に関する調査・研究 
･ 情報サービス業 
･ 稀な技術の事業化研究を行っている 
･ 葬祭業 
･ 管工事 
･ 市場の管理会社 
･ 人材派遣業 
･ 空港ターミナルビル 
･ 酒類卸売業 
･ 映像制作 
･ 持株会社 
･ 包装・梱包・倉庫 
･ 温泉の分湯販売と源泉の管理 
･ ソフトウェア開発 
･ ショッピングセンター 
･ 不動産管理賃貸業 
･ リース事業 
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令和６年能登半島地震を契機とした廃業状況 

 アンケート調査対象者のうち、令和６年能登半島地震を契機として廃業した企業は、７社（0.9%）に

留まる。 

図表 10 令和６年能登半島地震を契機とした廃業（SA） 

 

事業規模（令和６年６月１日現在の資本金または出資金の額） 

事業規模（令和６年６月１日現在の資本金または出資金の額）は、「5,000 万円超～１億円以下

（70.4%）」が最も多く、次いで「１億円超～３億円以下（10.0%）」、「３億円超～10 億円以下（8.1%）」

である。 
回答企業の約８割を資本金額１億円以下の中小企業が占めた。 
 

図表 11 事業規模（令和６年６月１日現在の資本金または出資金の額）（SA） 

 

廃業した, 0.9%

廃業していない, 
99.1%

(n=770)

5,000万円以

下, 6.3%

5,000万円超～1
億円以下, 70.4%

1億円超～3億円

以下, 10.0%

3億円超～10億円

以下, 8.1%

10億円超, 5.2% (n=763)
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直近決算の年間売上高または事業収入 

直近決算の年間売上高または事業収入は、「10 億円未満（42.7%）」が最も多く、次いで「10 億円以上

～50 億円未満（32.4%）」、「50 億円以上～100 億円未満（12.3%）」である。 
 

図表 12 直近決算の年間売上高または事業収入（SA） 

  
 

令和６年６月１日現在の常用雇用者数 

令和６年６月１日現在の常用雇用者数は、「～50 人（46.4%）」が最も多く、次いで「101 人～300 人

（21.8%）」、「51 人～100 人（18.0%）」である。 
 

図表 13 令和６年６月１日現在の常用雇用者数（SA） 

 
 

10億円未満, 
42.7%

10億円以上～50
億円未満, 32.4%

50億円以上～100
億円未満, 12.3%

100億円以上～

300億円未満, 
8.4%

300億円以上～

500億円未満, 
1.4%

500億円以上, 
2.8% (n=763)

～50人, 46.4%

51人～100人, 
18.0%

101人～300人, 
21.8%

301人～500人, 
7.1%

501人～1,000人, 
4.2%

1,001人～5,000
人, 2.5%

5,000人以上, 
0.1% (n=763)
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株式上場状況（単一回答） 

 上場状況をみると、上場していていない企業が９割以上を占める。 

図表 14 株式上場状況（SA） 

 
 

過去に被害・影響を受けた災害 

 過去に被害・影響を受けた災害は、「令和４年 12 月大雪（16.1%）」が最も多く、次いで「令和３年１

月大雪（15.2%）」、「令和２年 12 月大雪（9.0%）」で、いずれも大雪災害の被災企業が多い。 
その他の内容として「平成 16 年新潟県中越地震」、「平成 16 年新潟・福島豪雨、福井豪雨」、「平成 30

年福井豪雪」等が指摘された。 
 

図表 15 過去に被害・影響を受けた災害（令和６年 1 月発生の能登半島地震は除く）（MA） 

 
  

上場している, 
5.5%

上場していない, 
94.5%

(n=763)

9.0%

15.2%

3.7%

7.6%

16.1%

5.0%

6.8%

6.3%

62.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和２年１２月大雪（関越道車両滞留）

令和３年１月大雪（東海北陸道（富山県）車両滞留）

令和４年能登半島珠洲地震

令和４年８月大雨災害

令和４年１２月大雪（国道８号（柏崎市）車両滞留）

令和５年奥能登地震

令和５年７月豪雨

その他

被害・影響を受けた災害はない

(n=763)
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図表 16 過去に被害・影響を受けた災害（令和６年 1 月発生の能登半島地震は除く）（その他の内容） 

〇平成 16 年新潟県中越地震（１８件） 
〇平成 16 年新潟・福島豪雨、福井豪雨（11 件） 
〇平成 30 年福井豪雪（９件） 
〇東日本大震災（2 件） 
〇その他 

・ 昭和 39 年新潟地震 
・ 平成 7 年 7 月大雨（土砂災害） 
・ 平成 14 年 9 月大雨（鐘釣橋落石による損傷） 
・ 平成 19 年能登半島地震 
・ 平成 20 年 7・28 豪雨 
・ 令和元年台風 21 号 
・ 令和 3 年福井豪雪 
・ 令和 4 年３月風災害 

 

（２）令和６年能登半島地震による被害状況 

令和６年能登半島地震による被害・影響 

1) 令和６年能登半島地震による被害 
 令和６年能登半島地震による被害について、「直接被害を受けた（41.3%）」は約４割、「間接被害・影

響を受けた（19.9%）」、「取引先の被災による間接被害・影響を受けた（18.1%）」はそれぞれ２割弱を

占め、全体の約６割（57.3%）が何らかの被害・影響を受けていることがわかる。 

図表 17 令和６年能登半島地震による被害（MA） 

 

 
  

41.3%

19.9%

18.1%

42.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直接被害を受けた

間接被害・影響を受けた

取引先の被災による間接被害・影響を受けた

いずれの被害も受けていない

(n=763)
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業種別では、宿泊業・飲食サービス業（52.4％）、製造業（50.2％）、小売業（45.2％）、運輸業・郵便

業（45.0％）の順に直接被害を受けたとする事業者の割合が多い傾向である。 

 

図表 18 令和６年能登半島地震による被害（MA）（業種別クロス） 
  

合計 
直接被害を受

けた 

間接被害・影

響を受けた 

取引先の被災

による間接被

害・影響を受

けた 

いずれの被害

も受けていな

い 

Q2 主要な業種 
Total 

763 315 152 138 326 

100.0% 41.3% 19.9% 18.1% 42.7% 

農業・林業・漁業 
7 2 1 1 4 

100.0% 28.6% 14.3% 14.3% 57.1% 

鉱業、採石業、砂利採

取業 

4 0 0 0 4 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

建設業 
102 24 18 11 60 

100.0% 23.5% 17.6% 10.8% 58.8% 

製造業 
241 121 37 51 85 

100.0% 50.2% 15.4% 21.2% 35.3% 

電気・ガス・熱供給・

水道業 

19 7 4 3 10 

100.0% 36.8% 21.1% 15.8% 52.6% 

情報通信業 
33 11 6 5 18 

100.0% 33.3% 18.2% 15.2% 54.5% 

運輸業、郵便業 
40 18 14 9 13 

100.0% 45.0% 35.0% 22.5% 32.5% 

卸売業 
67 30 16 20 20 

100.0% 44.8% 23.9% 29.9% 29.9% 

小売業 
31 14 10 9 7 

100.0% 45.2% 32.3% 29.0% 22.6% 

金融業、保険業 
15 7 3 1 8 

100.0% 46.7% 20.0% 6.7% 53.3% 

不動産業、物品賃貸業 
44 18 6 1 22 

100.0% 40.9% 13.6% 2.3% 50.0% 

学術研究、専門・技術

サービス業 

9 3 4 2 4 

100.0% 33.3% 44.4% 22.2% 44.4% 

宿泊業、飲食サービス

業 

21 11 7 4 7 

100.0% 52.4% 33.3% 19.0% 33.3% 

生活関連サービス業、

娯楽業 

25 9 4 2 12 

100.0% 36.0% 16.0% 8.0% 48.0% 

教育、学習支援業 
6 5 1 2 1 

100.0% 83.3% 16.7% 33.3% 16.7% 

医療、福祉 
16 5 3 1 10 

100.0% 31.3% 18.8% 6.3% 62.5% 

複合サービス事業 
7 3 1 0 4 

100.0% 42.9% 14.3% 0.0% 57.1% 

サービス業（他に分類

されないもの） 

44 15 8 10 24 

100.0% 34.1% 18.2% 22.7% 54.5% 

その他 
32 12 9 6 13 

100.0% 37.5% 28.1% 18.8% 40.6% 
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資本金額別では、１億円超～３億円以下の企業で直接被害の影響が、10 億円超の企業で直接被害、

間接被害ともに影響が生じている割合が比較的高い。 

 

図表 19 令和６年能登半島地震による被害（MA）（資本金別クロス） 

 
 

 合計 直接被害を受けた 
間接被害・影響を

受けた 

取引先の被災によ

る間接被害・影響

を受けた 

いずれの被害も受

けていない 

Total 
763 315 152 138 326 

100.0% 41.3% 19.9% 18.1% 42.7% 

5,000 万円以下 
48 10 6 10 29 

100.0% 20.8% 12.5% 20.8% 60.4% 

5,000 万円超～1

億円以下 

537 209 96 89 241 

100.0% 38.9% 17.9% 16.6% 44.9% 

1 億円超～3 億円

以下 

76 45 18 17 19 

100.0% 59.2% 23.7% 22.4% 25.0% 

3 億円超～10 億

円以下 

62 27 20 11 26 

100.0% 43.5% 32.3% 17.7% 41.9% 

10 億円超 
40 24 12 11 11 

100.0% 60.0% 30.0% 27.5% 27.5% 
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2) 直接被害の要因となった事象 
 直接被害の要因となった事象は、「地震」が 97.1%を占め、他を圧倒して多い。他の事象では、「液状

化（13.7%）」の割合が次いで多い。 
その他の内容として土砂崩れ、地盤沈下等が指摘された。 
 

図表 20 直接被害の要因となった事象（MA） 

 
 

図表 21 直接被害の要因となった事象（その他の内容） 
･ 土砂崩れ 
･ 地盤沈下 
･ 水害 
･ 大雨 
･ 設備損傷 
･ 備品の損傷 
･ 配管の破損、一部建物の破損 
･ 落石により鐘釣橋損傷 

 
業種別では、直接被害を受けた割合の多い業種のうち、小売業で液状化被害の影響が比較的高い。 

図表 22 直接被害の要因となった事象（MA）（業種別クロス）（上：直接被害を受けた割合の多い業種、下：全業

種） 

  合計 地震 液状化 津波 火災 その他 

Q2 主要な業種 
Total 

315 306 43 3 2 8 

100.0% 97.1% 13.7% 1.0% 0.6% 2.5% 

製造業 
121 119 11 0 0 1 

100.0% 98.3% 9.1% 0.0% 0.0% 0.8% 

運輸業、郵便業 
18 18 3 0 0 1 

100.0% 100.0% 16.7% 0.0% 0.0% 5.6% 

小売業 
14 13 4 1 0 1 

100.0% 92.9% 28.6% 7.1% 0.0% 7.1% 

宿泊業、飲食サー

ビス業 

11 10 0 0 0 1 

100.0% 90.9% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 

 

97.1%

13.7%

1.0%

0.6%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地震

液状化

津波

火災

その他

(n=315)
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  合計 地震 液状化 津波 火災 その他 

Q2 主要な業種 
Total 

315 306 43 3 2 8 

100.0% 97.1% 13.7% 1.0% 0.6% 2.5% 

農業・林業・漁業 
2 2 0 0 0 0 

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

建設業 
24 24 2 0 0 0 

100.0% 100.0% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0% 

製造業 
121 119 11 0 0 1 

100.0% 98.3% 9.1% 0.0% 0.0% 0.8% 

電気・ガス・熱供

給・水道業 

7 7 4 1 1 0 

100.0% 100.0% 57.1% 14.3% 14.3% 0.0% 

情報通信業 
11 11 1 1 0 1 

100.0% 100.0% 9.1% 9.1% 0.0% 9.1% 

運輸業、郵便業 
18 18 3 0 0 1 

100.0% 100.0% 16.7% 0.0% 0.0% 5.6% 

卸売業 
30 28 5 0 0 1 

100.0% 93.3% 16.7% 0.0% 0.0% 3.3% 

小売業 
14 13 4 1 0 1 

100.0% 92.9% 28.6% 7.1% 0.0% 7.1% 

金融業、保険業 
7 7 0 0 0 0 

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

不動産業、物品賃

貸業 

18 16 2 0 0 0 

100.0% 88.9% 11.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

学術研究、専門・

技術サービス業 

3 3 0 0 0 0 

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

宿泊業、飲食サー

ビス業 

11 10 0 0 0 1 

100.0% 90.9% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 

生活関連サービス

業、娯楽業 

9 9 4 0 0 1 

100.0% 100.0% 44.4% 0.0% 0.0% 11.1% 

教育、学習支援業 
5 5 1 0 0 0 

100.0% 100.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 
5 5 3 0 0 0 

100.0% 100.0% 60.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

複合サービス事業 
3 2 0 0 0 1 

100.0% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 

サービス業（他に

分類されないも

の） 

15 15 1 0 1 0 

100.0% 100.0% 6.7% 0.0% 6.7% 0.0% 

その他 
12 12 2 0 0 0 

100.0% 100.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 
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資本金額別では、1 億円超～３億円以下の企業で液状化が直接被害の要因となった割合が比較的高い。 
 

図表 23 直接被害の要因となった事象（MA）（資本金別クロス） 

 
 

 合計 地震 液状化 津波 火災 その他 

Q3 令和６年６

月１日現在の資

本金または出資

金の額 

Total 
315 306 43 3 2 8 

100.0% 97.1% 13.7% 1.0% 0.6% 2.5% 

5,000 万円以下 
10 10 3 0 0 0 

100.0% 100.0% 30.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5,000 万円超～1

億円以下 

209 200 23 1 0 7 

100.0% 95.7% 11.0% 0.5% 0.0% 3.3% 

1 億円超～3 億円

以下 

45 45 10 1 0 0 

100.0% 100.0% 22.2% 2.2% 0.0% 0.0% 

3 億円超～10 億

円以下 

27 27 3 0 1 1 

100.0% 100.0% 11.1% 0.0% 3.7% 3.7% 

10 億円超 
24 24 4 1 1 0 

100.0% 100.0% 16.7% 4.2% 4.2% 0.0% 
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直接被害・間接被害の影響の詳細について 

1) 直接被害・間接被害の影響の詳細／特に影響が大きいもの 
 直接被害・間接被害の影響の詳細をみると、「事務所・店舗の被災（52.6%）」が最も多く、次いで

「従業員の被災（38.7%）」、「資機材・機械・設備等の損傷（32.3%）」の順である。 
また、特に影響が大きいものも、全体の傾向とほぼ同様の傾向で、「事務所・店舗の被災（35.0%）」

が最も多く、次いで「資機材・機械・設備等の損傷（19.9%）」、「従業員の被災（19.5%）」、「自社工場

の被災（19.5%）」と続く。 
その他の内容として「関連施設等への影響」、「帰宅困難等社員・顧客・業務への影響」、「商品への影

響」のほか、宿泊業等への影響も指摘された。 
 

図表 24 直接被害、間接被害・影響の詳細・特に影響が大きいもの（３つまで）（MA） 

 
  

52.6%

38.7%

32.3%

28.4%

22.0%

20.6%

20.4%

15.8%

11.2%

9.8%

8.2%

7.8%

4.8%

5.0%

35.0%

19.5%

19.9%

19.5%

13.7%

9.4%

10.8%

6.4%

4.8%

4.8%

4.8%

4.1%

2.3%

4.6%

0% 20% 40% 60%

事務所・店舗等の被災

従業員等の被災

資機材・機械・設備等の損傷

自社工場の被災

販売先の被災

自社倉庫等の被災

仕入先の被災

主要幹線道路等アクセス道路の途絶

物流網・流通網の途絶

長期間（１ヶ月以上）にわたるライフライン

（電気・ガス・水道・通信網）の途絶

地域全体への風評被害

サプライチェーン構成企業の被災

物流委託先の被災

その他

(n=437)

直接被害、間接被害・影響の詳細 特に影響が大きいもの
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図表 25 直接被害、間接被害・影響の詳細・特に影響が大きいもの（その他の内容） 
〇関連施設等への影響 
･ 駐車場アスファルト地割れ 
･ 中継局の被災、庭園の倒木・灯籠の倒壊など 
･ 敷地内法面の液状化、崖崩れ 
･ 従業員寄宿舎浄化槽設備被災 
･ 所有物件の被災 
･ 賃貸物件において被害が発生 
〇帰宅困難等社員・顧客・業務への影響 
･ 社員出張に影響あり 
･ お客さま、社員の帰宅困難 
･ 従業員を帰宅させたため業務停止 
･ 二社購買による売上減少 
〇商品への影響 
･ 在庫製品の被災 
･ 酒類商品の落下による損壊 
〇交通・港湾施設等への影響 
･ 港湾施設（岸壁）の破損及び隣接野積場の沈下・空洞化 
･ 一部区間運転休止 
〇顧客への影響 
･ 顧客の住宅被災に対する対応 
〇その他の間接被害 
･ 被災地を目的とした観光バスのキャンセル 
･ 宿泊キャンセル 
･ 温泉が真っ黒になった 
･ 取材先の被災により、仕事がなくなる 
･ 施工開始日の遅延 

 

直接被害を受けた割合の多い４業種別にみると、製造業は自社工場の被災、運輸業・郵便業では主要

幹線道路等アクセス道路の途絶、小売業及び宿泊業・飲食サービス業では事務所・店舗等の被災の割合

がそれぞれ突出して高く、業種別にみた場合の事業継続環境に最も大きく影響する要因が顕著に表れる

結果となった。 
 

図表 26 直接被害、間接被害・影響の詳細・特に影響が大きいもの（MA）（業種別クロス）（上：直接被害を受け

た割合の多い業種、下：全業種） 
  合計 事務

所・店

舗等の

被災 

自社工

場の被

災 

自社倉

庫等の

被災 

資機

材・機

械・設

備等の

損傷 

仕入先

の被災 

販売先

の被災 

物流委

託先の

被災 

サプラ

イチェ

ーン構

成企業

の被災 

従業員

等の被

災 

長期間

にわた

るライ

フライ

ンの途

絶 

物流

網・流

通網の

途絶 

主要幹

線道路

等アク

セス道

路の途

絶 

地域全

体への

風評被

害 

その他 

Total 
437 153 85 41 87 47 60 10 18 85 21 21 28 21 20 

100.0% 35.0% 19.5% 9.4% 19.9% 10.8% 13.7% 2.3% 4.1% 19.5% 4.8% 4.8% 6.4% 4.8% 4.6% 

製造業 
156 31 71 18 41 22 20 3 8 18 5 6 1 2 3 

100.0% 19.9% 45.5% 11.5% 26.3% 14.1% 12.8% 1.9% 5.1% 11.5% 3.2% 3.8% 0.6% 1.3% 1.9% 

運輸業、

郵便業 

27 7 0 6 3 1 0 1 0 5 0 5 9 4 3 

100.0% 25.9% 0.0% 22.2% 11.1% 3.7% 0.0% 3.7% 0.0% 18.5% 0.0% 18.5% 33.3% 14.8% 11.1% 

小売業 
24 13 2 2 2 3 5 1 1 10 2 0 0 1 0 

100.0% 54.2% 8.3% 8.3% 8.3% 12.5% 20.8% 4.2% 4.2% 41.7% 8.3% 0.0% 0.0% 4.2% 0.0% 

宿泊業、

飲食サー

ビス業 

14 5 0 0 5 1 1 0 0 2 0 0 1 4 1 

100.0% 35.7% 0.0% 0.0% 35.7% 7.1% 7.1% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 7.1% 28.6% 7.1% 
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  合計 
事務所・店舗

等の被災 
自社工場の被

災 
自社倉庫等の

被災 

資機材・機

械・設備等の
損傷 

仕入先の被災 販売先の被災 
物流委託先の

被災 

Total 
437 153 85 41 87 47 60 10 

100.0% 35.0% 19.5% 9.4% 19.9% 10.8% 13.7% 2.3% 

農業・林業・漁

業 

3 0 0 1 0 0 1 0 

100.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 

建設業 
42 16 2 3 4 3 6 0 

100.0% 38.1% 4.8% 7.1% 9.5% 7.1% 14.3% 0.0% 

製造業 
156 31 71 18 41 22 20 3 

100.0% 19.9% 45.5% 11.5% 26.3% 14.1% 12.8% 1.9% 

電気・ガス・熱

供給・水道業 

9 1 0 0 5 2 4 2 

100.0% 11.1% 0.0% 0.0% 55.6% 22.2% 44.4% 22.2% 

情報通信業 
15 7 0 0 4 1 5 0 

100.0% 46.7% 0.0% 0.0% 26.7% 6.7% 33.3% 0.0% 

運輸業、郵便業 
27 7 0 6 3 1 0 1 

100.0% 25.9% 0.0% 22.2% 11.1% 3.7% 0.0% 3.7% 

卸売業 
47 17 5 8 4 6 11 2 

100.0% 36.2% 10.6% 17.0% 8.5% 12.8% 23.4% 4.3% 

小売業 
24 13 2 2 2 3 5 1 

100.0% 54.2% 8.3% 8.3% 8.3% 12.5% 20.8% 4.2% 

金融業、保険業 
7 6 0 0 2 0 0 0 

100.0% 85.7% 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0% 

不動産業、物品

賃貸業 

22 15 1 0 4 1 1 0 

100.0% 68.2% 4.5% 0.0% 18.2% 4.5% 4.5% 0.0% 

学術研究、専
門・技術サービ

ス業 

5 1 0 0 1 0 0 0 

100.0% 20.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

宿泊業、飲食サ
ービス業 

14 5 0 0 5 1 1 0 

100.0% 35.7% 0.0% 0.0% 35.7% 7.1% 7.1% 0.0% 

生活関連サービ
ス業、娯楽業 

13 5 1 1 3 3 0 0 

100.0% 38.5% 7.7% 7.7% 23.1% 23.1% 0.0% 0.0% 

教育、学習支援

業 

5 5 0 0 0 0 0 0 

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 
6 5 0 0 1 0 1 0 

100.0% 83.3% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 16.7% 0.0% 

複合サービス事
業 

3 1 0 0 2 0 1 0 

100.0% 33.3% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 33.3% 0.0% 

サービス業（他

に分類されない
もの） 

20 10 3 1 3 3 3 1 

100.0% 50.0% 15.0% 5.0% 15.0% 15.0% 15.0% 5.0% 

その他 
19 8 0 1 3 1 1 0 

100.0% 42.1% 0.0% 5.3% 15.8% 5.3% 5.3% 0.0% 

  合計 
サプライチェ
ーン構成企業

の被災 

従業員等の被

災 

長期間にわた
るライフライ

ンの途絶 

物流網・流通

網の途絶 

主要幹線道路
等アクセス道

路の途絶 

地域全体への

風評被害 
その他  

Total 
437 18 85 21 21 28 21 20 

100.0% 4.1% 19.5% 4.8% 4.8% 6.4% 4.8% 4.6% 

農業・林業・漁
業 

3 0 1 0 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

建設業 
42 3 11 1 2 3 1 2 

100.0% 7.1% 26.2% 2.4% 4.8% 7.1% 2.4% 4.8% 

製造業 
156 8 18 5 6 1 2 3 

100.0% 5.1% 11.5% 3.2% 3.8% 0.6% 1.3% 1.9% 

電気・ガス・熱
供給・水道業 

9 1 1 1 0 1 0 0 

100.0% 11.1% 11.1% 11.1% 0.0% 11.1% 0.0% 0.0% 
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情報通信業 
15 0 2 1 0 1 0 2 

100.0% 0.0% 13.3% 6.7% 0.0% 6.7% 0.0% 13.3% 

運輸業、郵便業 
27 0 5 0 5 9 4 3 

100.0% 0.0% 18.5% 0.0% 18.5% 33.3% 14.8% 11.1% 

卸売業 
47 3 14 5 6 6 0 1 

100.0% 6.4% 29.8% 10.6% 12.8% 12.8% 0.0% 2.1% 

小売業 
24 1 10 2 0 0 1 0 

100.0% 4.2% 41.7% 8.3% 0.0% 0.0% 4.2% 0.0% 

金融業、保険業 
7 0 2 0 0 2 0 0 

100.0% 0.0% 28.6% 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 0.0% 

不動産業、物品
賃貸業 

22 0 2 0 0 1 2 2 

100.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 4.5% 9.1% 9.1% 

学術研究、専

門・技術サービ
ス業 

5 0 3 0 1 1 0 0 

100.0% 0.0% 60.0% 0.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 

宿泊業、飲食サ

ービス業 

14 0 2 0 0 1 4 1 

100.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 7.1% 28.6% 7.1% 

生活関連サービ
ス業、娯楽業 

13 0 2 2 0 0 3 0 

100.0% 0.0% 15.4% 15.4% 0.0% 0.0% 23.1% 0.0% 

教育、学習支援
業 

5 0 1 0 0 0 0 1 

100.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 

医療、福祉 
6 0 2 1 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 33.3% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

複合サービス事
業 

3 0 1 0 0 0 1 1 

100.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 

サービス業（他
に分類されない

もの） 

20 2 5 1 0 0 2 1 

100.0% 10.0% 25.0% 5.0% 0.0% 0.0% 10.0% 5.0% 

その他 
19 0 3 2 1 2 1 3 

100.0% 0.0% 15.8% 10.5% 5.3% 10.5% 5.3% 15.8% 
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資本金額別では、自社工場の被災による影響が３億円超の比較的規模の大きな企業で、資機材・機

械・設備等の損傷による影響も 10 億円超の企業で比較的割合が高い。仕入先の被災による影響は、

5,000 万円以下の比較的小規模な事業者と３億円超～10 億円以下の比較的大規模な事業者で多い傾向が

みられ、多層的に影響が及んでいることがわかる。さらに従業員の被災は、5,000 万円以下の小規模事

業者と 1 億円超～3 億円以下の事業者と中小規模の事業者への影響が大きくなるなど、資本規模別の違

いが顕著となっている。 

 

図表 27 直接被害、間接被害・影響の詳細・特に影響が大きいもの（MA）（資本金別クロス） 

  合計 
事務所・店舗

等の被災 

自社工場の被

災 

自社倉庫等の

被災 

資機材・機
械・設備等の

損傷 
仕入先の被災 販売先の被災 

物流委託先の

被災 

Total 
437 153 85 41 87 47 60 10 

100.0% 35.0% 19.5% 9.4% 19.9% 10.8% 13.7% 2.3% 

5,000 万円以下 
19 6 4 0 3 3 3 0 

100.0% 31.6% 21.1% 0.0% 15.8% 15.8% 15.8% 0.0% 

5,000 万円超～
1 億円以下 

296 108 50 32 57 32 39 6 

100.0% 36.5% 16.9% 10.8% 19.3% 10.8% 13.2% 2.0% 

1 億円超～3 億円

以下 

57 17 12 5 12 3 9 2 

100.0% 29.8% 21.1% 8.8% 21.1% 5.3% 15.8% 3.5% 

3 億円超～10 億
円以下 

36 13 9 3 4 6 5 1 

100.0% 36.1% 25.0% 8.3% 11.1% 16.7% 13.9% 2.8% 

10 億円超 
29 9 10 1 11 3 4 1 

100.0% 31.0% 34.5% 3.4% 37.9% 10.3% 13.8% 3.4% 

  合計 
サプライチェ
ーン構成企業

の被災 

従業員等の被
災 

長期間にわた
るライフライ

ンの途絶 

物流網・流通
網の途絶 

主要幹線道路
等アクセス道

路の途絶 

地域全体への
風評被害 

その他 

Total 
437 18 85 21 21 28 21 20 

100.0% 4.1% 19.5% 4.8% 4.8% 6.4% 4.8% 4.6% 

5,000 万円以下 
19 0 5 1 1 1 3 2 

100.0% 0.0% 26.3% 5.3% 5.3% 5.3% 15.8% 10.5% 

5,000 万円超～
1 億円以下 

296 12 52 12 15 18 17 11 

100.0% 4.1% 17.6% 4.1% 5.1% 6.1% 5.7% 3.7% 

1 億円超～3 億円
以下 

57 2 16 4 1 4 1 5 

100.0% 3.5% 28.1% 7.0% 1.8% 7.0% 1.8% 8.8% 

3 億円超～10 億

円以下 

36 2 8 2 2 1 0 2 

100.0% 5.6% 22.2% 5.6% 5.6% 2.8% 0.0% 5.6% 

10 億円超 
29 2 4 2 2 4 0 0 

100.0% 6.9% 13.8% 6.9% 6.9% 13.8% 0.0% 0.0%  
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（３）令和６年能登半島地震後の営業・売上高の増減状況について 

地震発生後の営業開始状況 

 地震発生後、「営業停止をした（11.7%）」とする事業者は１割に留まる。 

図表 28 令和６年能登半島地震発生後の営業開始状況（SA） 

 
  

営業を停止してい

ない, 88.3%

営業を

停止し

た, 
11.7%

(n=437)
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業種別では、情報通信業で「年末年始休暇明けから営業を開始できた」とする割合が他業種と比較し

て高い。他方、不動産業、物品賃貸業で「年末年始休暇明けに営業を始められなかった」とする割合が

他業種と比較して高い。 

図表 29 令和６年能登半島地震発生後の営業開始状況（SA）（業種別クロス） 

  

合計 

年末年始休暇明け

（仕事始め）に営

業を開始できた

（営業を停止して

いない） 

年末年始休暇明け

（仕事始め）に営

業を始められなか

った（営業を停止

した） 

Q2 主要な業種 
Total 

437 386 51 

100.0% 88.3% 11.7% 

農業・林業・漁業 
3 3 0 

100.0% 100.0% 0.0% 

建設業 
42 38 4 

100.0% 90.5% 9.5% 

製造業 
156 141 15 

100.0% 90.4% 9.6% 

電気・ガス・熱供給・水

道業 

9 9 0 

100.0% 100.0% 0.0% 

情報通信業 
15 14 1 

100.0% 93.3% 6.7% 

運輸業、郵便業 
27 24 3 

100.0% 88.9% 11.1% 

卸売業 
47 41 6 

100.0% 87.2% 12.8% 

小売業 
24 20 4 

100.0% 83.3% 16.7% 

金融業、保険業 
7 7 0 

100.0% 100.0% 0.0% 

不動産業、物品賃貸業 
22 17 5 

100.0% 77.3% 22.7% 

学術研究、専門・技術サ

ービス業 

5 5 0 

100.0% 100.0% 0.0% 

宿泊業、飲食サービス業 
14 11 3 

100.0% 78.6% 21.4% 

生活関連サービス業、娯

楽業 

13 10 3 

100.0% 76.9% 23.1% 

教育、学習支援業 
5 4 1 

100.0% 80.0% 20.0% 

医療、福祉 
6 5 1 

100.0% 83.3% 16.7% 

複合サービス事業 
3 3 0 

100.0% 100.0% 0.0% 

サービス業（他に分類さ

れないもの） 

20 18 2 

100.0% 90.0% 10.0% 

その他 
19 16 3 

100.0% 84.2% 15.8% 
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資本金額別では、概ね資本金額の大きさに比例して営業停止率は低下する傾向にあるが、5,000 万円

超～1 億円以下の企業では営業停止率が低い。 
 

図表 30 令和６年能登半島地震発生後の営業開始状況（SA）（資本金別クロス） 

 
 

  

合計 

年末年始休暇明け（仕事始

め）に営業を開始できた

（営業を停止していない） 

年末年始休暇明け（仕事始

め）に営業を始められなか

った（営業を停止した） 

Q3 令和

６年６月

１日現在

の資本金

または出

資金の額 

Total 
437 386 51 

100.0% 88.3% 11.7% 

5,000 万円以下 
19 15 4 

100.0% 78.9% 21.1% 

5,000 万円超～ 

1 億円以下 

296 265 31 

100.0% 89.5% 10.5% 

1 億円超～ 

3 億円以下 

57 48 9 

100.0% 84.2% 15.8% 

3 億円超～ 

10 億円以下 

36 31 5 

100.0% 86.1% 13.9% 

10 億円超 
29 27 2 

100.0% 93.1% 6.9% 
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営業再開時期 

 営業を停止した事業者が営業を再開した時期についてみると、「仕事始めから１週間以内（31.4%）」

が最も多いが、「仕事始めから１週間超～２週間以内（23.5%）」も拮抗しており、過半の事業者が２週

間以内に、さらに約７割が１ヶ月以内に営業を再開している。 
他方、調査実施時点でも再開できていないとする事業者も 3.9％と割合は少ないものの存在している。 
 

図表 31 地震発生後、営業を再開した時期（SA） 

 
  

仕事始めから１週

間以内, 31.4%

仕事始めから１週

間超～２週間以

内, 23.5%

仕事始めから２週

間超～１ヶ月程度, 
19.6%

仕事始めから

１ヶ月超～３ヶ

月以内, 17.6%

仕事始めから３ヶ

月超～５ヶ月以内, 
3.9%

現在も再開できて

いない, 3.9%
(n=51)
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事業の回復時期（被災前の水準） 

 営業を停止した事業者の事業が被災前の水準まで回復した時期についてみると、「現在も被災前の水

準まで回復していない（28.6%）」が約３割と最も多く、営業停止の影響が一定程度継続していることが

わかる。 
被災前の水準に回復した事業者の回復時期は、「仕事始めから２週間超～１ヶ月程度（18.4%）」、「仕

事始めから１ヶ月超～３ヶ月以内（16.3%）」が拮抗しており、全体で４割弱の事業者が２週間超～３ヶ

月程度で回復している。 

図表 32 事業が被災前の水準まで回復した時期（SA） 

 
 

  

仕事始め

から１週間

以内, 
12.2%

仕事始めから１週

間超～２週間以

内, 6.1%

仕事始め

から２週間

超～１ヶ月

程度, 
18.4%

仕事始め

から１ヶ月

超～３ヶ月

以内, 
16.3%

仕事始めから３ヶ

月超～５ヶ月以内, 
12.2%

仕事始めから５ヶ

月超～６ヶ月以内, 
6.1%

現在も被災前の水

準まで回復してい

ない, 28.6%

(n=49)
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資本金額別では、ｎ値が少なく参考情報であるものの、資本金額規模に反比例して被災前の水準まで

事業が回復していないとする企業の割合が多い傾向である。 

図表 33 事業が被災前の水準まで回復した時期（SA）（資本金別クロス） 

 
  

合計 

年末年始休
暇明け（仕

事始め）か
ら１週間以

内 

年末年始休

暇明け（仕
事始め）か
ら１週間超

～２週間以
内 

年末年始休
暇明け（仕

事始め）か
ら２週間超
～１ヶ月程

度（令和６
年１月末

頃） 

年末年始休
暇明け（仕

事始め）か
ら１ヶ月超
～３ヶ月以

内（令和６
年２～３月

頃） 

年末年始休
暇明け（仕

事始め）か
ら３ヶ月超
～５ヶ月以

内（令和６
年４～５月

頃） 

年末年始休
暇明け（仕

事始め）か
ら５ヶ月超
～６ヶ月以

内（令和６
年５～６月

頃） 

現在も被災
前の水準ま
で回復して

いない 

Q3 令和

６年６月

１日現在

の資本金

または出

資金の額 

Total 
49 6 3 9 8 6 3 14 

100.0% 12.2% 6.1% 18.4% 16.3% 12.2% 6.1% 28.6% 

5,000 万円以下 
4 1 0 0 0 1 0 2 

100.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 50.0% 

5,000 万円超～

1 億円以下 

29 4 1 3 5 4 1 11 

100.0% 13.8% 3.4% 10.3% 17.2% 13.8% 3.4% 37.9% 

1 億円超～3 億

円以下 

9 0 0 4 3 1 0 1 

100.0% 0.0% 0.0% 44.4% 33.3% 11.1% 0.0% 11.1% 

3 億円超～10 億

円以下 

5 0 2 1 0 0 2 0 

100.0% 0.0% 40.0% 20.0% 0.0% 0.0% 40.0% 0.0% 

10 億円超 
2 1 0 1 0 0 0 0 

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
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１ヶ月以内に被災前の水準まで回復できた理由／特にあてはまるもの 

１ヶ月以内に被災前の水準まで回復できた理由として、「従業員に大きな被害がなく被災前と同じ体

制で事業を再開できた（100.0%）」を全員が選択した。次いで「経営層に大きな被害がなく情報伝達・

指示命令系統等が機能した（83.3%）」と２項目が突出して多い。 
また、理由のうち特にあてはまるものについてみると、全体の傾向と同様に「従業員に大きな被害が

なく被災前と同じ体制で事業を再開できた（83.3%）」、「経営層に大きな被害がなく情報伝達・指示命令

系統等が機能した（61.1%）」の２項目が多いが、次いで「事務所・店舗・工場・倉庫等の耐震化・新耐

震基準への対応を実施していた（22.2%）」の割合が比較的高く、自施設の耐震化が一定の早期復旧につ

ながっていることがわかる。 
 

図表 34 １ヶ月以内に被災前の水準まで回復できた理由／理由のうち特にあてはまるもの（５つまで）（MA） 

 

100.0%

83.3%

44.4%

33.3%

33.3%

33.3%

33.3%

16.7%

16.7%

16.7%

11.1%

11.1%

5.6%

5.6%

5.6%

5.6%

0.0%

0.0%

5.6%

83.3%

61.1%

16.7%

22.2%

16.7%

11.1%

11.1%

5.6%

5.6%

5.6%

0.0%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員に大きな被害がなく被災前と同じ体制で事業を再開できた

経営層に大きな被害がなく情報伝達・指示命令系統等が機能した

事務所・店舗・工場・倉庫内の設備等について転倒防止対策を行っていた

事務所・店舗・工場・倉庫等の耐震化・新耐震基準への対応を実施していた

本社・グループ企業からの支援があった

安否確認や相互連絡のための災害時アプリ、ＳＮＳ等を導入していた

事業に係る重要な情報（電子・紙）やシステムにバックアップを取っていた

施設・設備維持のための燃料や非常用発電機の購入等の対策を行っていた

従業員のための水・食料・災害用品等の備蓄品を充分に確保していた

事務所・店舗・工場・倉庫等の分散化を図っていた

加入している業界団体等からの支援があった

損害保険・共済等によって速やかに施設・設備等の

調達・購入ができた

防災用無線や災害時有線電話等、複数の通信手段を導入していた

自社製品の代替輸送手段を確保していた

事務所・店舗・工場・倉庫等の代替拠点を設定していた

代替販売先の開拓・情報収集をしていた

地域のステークホルダー（自治体、商工会等）からの支援があった

取引先企業からの支援があった

他社の施設・設備を利用できた

代替仕入先を確保していた

金融機関からの支援があった

サプライチェーンを構成する企業からの支援があった

災害時協定を締結している企業（取引先、同業他社等）からの支援があった

災害時協定を締結していない企業（取引先、同業他社等）からの支援があった

その他

(n=18)

早期回復できた理由 特にあてはまるもの
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復旧費用の総額 

 復旧費用の総額についてみると、「100万円～500万円未満（23.5%）」が最も多いが、他項目もそれぞ

れ一定の割合があり、500 万円以上～５億円未満の幅でばらつきがみられる。 
 

図表 35 事業の復旧費用の総額（SA） 

 
 

 

前年同期と比較した売上高の状況 

令和６年１～３月期、４～６月期ともに、「ほぼ変化していない」が最も多いが、全体の24.6%（令和

６年１～３月期）、20.3％（令和６年４～６月期）で売上が減少したとしている。 
 

図表 36 令和６年１～３月期・４～６月期と前年同期を比較した売上高の状況（SA） 

 

 

100万円未満, 
7.8%

100万円～500万
円未満, 23.5%

500万円～

1,000万円未

満, 11.8%
1,000万円

～5,000万
円未満, 
13.7%

5,000万円～1億
円未満, 7.8%

1億円～5億円未

満, 11.8%

5億円～10億円未

満, 2.0%

10億円以上, 2.0%

秘匿事項のため回

答を控えたい, 
9.8%

わから

ない, 
9.8%

(n=51)

2.5%

1.4%

2.1%

1.0%

7.7%

6.8%

12.3%

11.1%

62.4%

63.8%

8.7%

10.0%

3.0%

3.8%

0.7%

1.4%

0.7%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年１～３月と

前年同期比較

令和６年４～６月と

前年同期比較

50％超の減少 30％超の減少 10％超～30％の減少 1％超～10％の減少 ほぼ変化していない

1％超～10％の増加 10％超～30％の増加 30％超の増加 50％超の増加
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図表 37 令和６年１～３月期と前年同期を比較した売上高の状況（SA）（業種別クロス） 

  

合計 
50％超

の減少 

30％超

の減少 

10％超

～30％

の減少 

1％超～

10％の

減少 

ほぼ変化

していな

い 

1％超～

10％の

増加 

10％超

～30％

の増加 

30％超

の増加 

50％超

の増加 

Q2 主要な

業種 
Total 

763 19 16 59 94 476 66 23 5 5 

100.0% 2.5% 2.1% 7.7% 12.3% 62.4% 8.7% 3.0% 0.7% 0.7% 

農業・林

業・漁業 

7 1 0 0 0 6 0 0 0 0 

100.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 85.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

鉱業、採石

業、砂利採

取業 

4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

建設業 
102 1 1 6 5 78 7 2 1 1 

100.0% 1.0% 1.0% 5.9% 4.9% 76.5% 6.9% 2.0% 1.0% 1.0% 

製造業 
241 6 7 19 25 152 20 8 1 3 

100.0% 2.5% 2.9% 7.9% 10.4% 63.1% 8.3% 3.3% 0.4% 1.2% 

電気・ガ

ス・熱供

給・水道業 

19 0 0 3 1 13 2 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 15.8% 5.3% 68.4% 10.5% 0.0% 0.0% 0.0% 

情報通信業 
33 1 1 1 1 21 6 2 0 0 

100.0% 3.0% 3.0% 3.0% 3.0% 63.6% 18.2% 6.1% 0.0% 0.0% 

運輸業、郵

便業 

40 1 0 3 11 19 5 1 0 0 

100.0% 2.5% 0.0% 7.5% 27.5% 47.5% 12.5% 2.5% 0.0% 0.0% 

卸売業 
67 1 1 7 18 30 8 1 1 0 

100.0% 1.5% 1.5% 10.4% 26.9% 44.8% 11.9% 1.5% 1.5% 0.0% 

小売業 
31 2 1 4 4 14 3 3 0 0 

100.0% 6.5% 3.2% 12.9% 12.9% 45.2% 9.7% 9.7% 0.0% 0.0% 

金融業、保

険業 

15 0 0 0 1 12 0 0 1 1 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.7% 80.0% 0.0% 0.0% 6.7% 6.7% 

不動産業、

物品賃貸業 

44 0 1 1 5 34 2 1 0 0 

100.0% 0.0% 2.3% 2.3% 11.4% 77.3% 4.5% 2.3% 0.0% 0.0% 

学術研究、

専門・技術

サービス業 

9 0 0 0 0 5 3 0 1 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 55.6% 33.3% 0.0% 11.1% 0.0% 

宿泊業、飲

食サービス

業 

21 1 0 4 6 4 4 2 0 0 

100.0% 4.8% 0.0% 19.0% 28.6% 19.0% 19.0% 9.5% 0.0% 0.0% 

生活関連サ

ービス業、

娯楽業 

25 2 1 5 3 12 2 0 0 0 

100.0% 8.0% 4.0% 20.0% 12.0% 48.0% 8.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

教育、学習

支援業 

6 0 1 0 1 4 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 16.7% 0.0% 16.7% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 
16 0 0 1 1 13 0 1 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 6.3% 6.3% 81.3% 0.0% 6.3% 0.0% 0.0% 

複合サービ

ス事業 

7 0 1 1 2 3 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 14.3% 14.3% 28.6% 42.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

サービス業

（他に分類

されないも

の） 

44 2 1 1 6 30 2 2 0 0 

100.0% 4.5% 2.3% 2.3% 13.6% 68.2% 4.5% 4.5% 0.0% 0.0% 

その他 
32 1 0 3 4 22 2 0 0 0 

100.0% 3.1% 0.0% 9.4% 12.5% 68.8% 6.3% 0.0% 0.0% 0.0% 
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図表 38 令和６年４～６月期と前年同期を比較した売上高の状況（SA）（業種別クロス） 

 

合計 
50％超

の減少 

30％超

の減少 

10％超

～30％

の減少 

1％超～

10％の

減少 

ほぼ変化

していな

い 

1％超～

10％の

増加 

10％超

～30％

の増加 

30％超

の増加 

50％超

の増加 

Total 
763 11 8 52 85 487 76 29 11 4 

100.0% 1.4% 1.0% 6.8% 11.1% 63.8% 10.0% 3.8% 1.4% 0.5% 

農業・林業・漁業 
7 0 1 0 1 5 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 14.3% 0.0% 14.3% 71.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

鉱業、採石業、砂

利採取業 

4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

建設業 
102 1 2 3 6 79 7 2 1 1 

100.0% 1.0% 2.0% 2.9% 5.9% 77.5% 6.9% 2.0% 1.0% 1.0% 

製造業 
241 5 0 22 22 155 24 7 3 3 

100.0% 2.1% 0.0% 9.1% 9.1% 64.3% 10.0% 2.9% 1.2% 1.2% 

電気・ガス・熱供

給・水道業 

19 0 0 2 1 12 4 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 10.5% 5.3% 63.2% 21.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

情報通信業 
33 0 0 3 4 21 2 2 1 0 

100.0% 0.0% 0.0% 9.1% 12.1% 63.6% 6.1% 6.1% 3.0% 0.0% 

運輸業、郵便業 
40 0 1 1 7 21 8 2 0 0 

100.0% 0.0% 2.5% 2.5% 17.5% 52.5% 20.0% 5.0% 0.0% 0.0% 

卸売業 
67 1 0 7 16 35 5 2 1 0 

100.0% 1.5% 0.0% 10.4% 23.9% 52.2% 7.5% 3.0% 1.5% 0.0% 

小売業 
31 1 1 3 5 15 3 2 1 0 

100.0% 3.2% 3.2% 9.7% 16.1% 48.4% 9.7% 6.5% 3.2% 0.0% 

金融業、保険業 
15 0 0 1 1 11 0 1 1 0 

100.0% 0.0% 0.0% 6.7% 6.7% 73.3% 0.0% 6.7% 6.7% 0.0% 

不動産業、物品賃

貸業 

44 0 0 1 4 35 2 1 1 0 

100.0% 0.0% 0.0% 2.3% 9.1% 79.5% 4.5% 2.3% 2.3% 0.0% 

学術研究、専門・

技術サービス業 

9 0 0 0 0 6 2 1 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 22.2% 11.1% 0.0% 0.0% 

宿泊業、飲食サー

ビス業 

21 0 0 2 4 9 2 3 1 0 

100.0% 0.0% 0.0% 9.5% 19.0% 42.9% 9.5% 14.3% 4.8% 0.0% 

生活関連サービス

業、娯楽業 

25 2 1 3 3 10 4 2 0 0 

100.0% 8.0% 4.0% 12.0% 12.0% 40.0% 16.0% 8.0% 0.0% 0.0% 

教育、学習支援業 
6 0 0 0 2 3 0 0 1 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 50.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 

医療、福祉 
16 0 0 0 1 12 2 1 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.3% 75.0% 12.5% 6.3% 0.0% 0.0% 

複合サービス事業 
7 0 0 2 0 3 2 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 42.9% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0% 

サービス業（他に

分類されないも

の） 

44 1 1 1 4 29 6 2 0 0 

100.0% 2.3% 2.3% 2.3% 9.1% 65.9% 13.6% 4.5% 0.0% 0.0% 

その他 
32 0 1 1 4 22 3 1 0 0 

100.0% 0.0% 3.1% 3.1% 12.5% 68.8% 9.4% 3.1% 0.0% 0.0% 
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売上高減少要因 

令和６年１～３月期、４～６月期のいずれの期においても、「販売先の被災」が最も多く、製造でき

ないではなく販売できなかったとする割合が最も多い。次いで、「地域全体への風評被害」、「事務所・

店舗等の被災」の順であり、災害発生後に早期に対策が必要な事項について、示唆のある結果となった。 
また、４～６月期においては「販売先の被災」の割合が突出して高く、販売先の被災による影響が長

期化したことによる影響が一定程度みてとれる。また、特にあてはまる要因についても同様の傾向であ

るが、４～６月期では、「わからない」とする割合が多い。 
 さらに、その他の内容として、取引先の被災に関係するもの、自社関連施設の被災によるもの、イン

フラの被災によるもの等が指摘された。 

図表 39 令和６年１～３月期・４～６月期の売上高減少要因比較（MA） 

 
  

25.5%

18.6%

18.1%

16.0%

15.4%

14.9%

12.8%

11.7%

8.0%
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5.3%

5.9%

4.3%

19.1%

21.3%

23.7%

12.2%

11.5%

10.3%

9.6%

9.0%

5.8%

5.1%

4.5%

3.8%

1.9%

1.9%

1.9%

21.2%

34.0%

0% 10% 20% 30% 40%

販売先の被災

地域全体への風評被害

事務所・店舗等の被災

従業員等の被災

資機材・機械・設備等の損傷

主要幹線道路等アクセス道路の途絶

仕入先の被災

長期間（１ヶ月以上）にわたるライフライン

（電気・ガス・水道・通信網）の途絶

物流網・流通網の途絶

自社工場の被災

サプライチェーン構成企業の被災

自社倉庫等の被災

物流委託先の被災

その他

わからない

１～３月期（n=188） ４～６月期（n=156）
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図表 40 令和６年１～３月期・４～６月期の売上高減少要因のうち特にあてはまるものの比較（３つまで）

（MA） 

  
 
図表 41 令和６年１～３月期の売上高減少要因／特にあてはまるもの（３つまで）（その他の内容） 

〇取引先の被災 
･ 貨物納品先の被災 
･ ２社購買の要因が指摘されたと思う 
〇自社関連施設の被災 
･ 敷地内法面の液状化 
･ 設備トラブル 
〇インフラの被災 
･ 港湾施設の破損により在来船舶の荷役作業が出来ないため 
〇その他の要因 
･ 顧客の自粛傾向 
･ 初売りの機会喪失 
･ 地震に対する心配 
･ 外出出控え 
･ 公共事業の減少 
･ 半導体関連の受注が減った 
･ 市場の需要減・景気低迷（他 4 件） 
･ 投資意欲の減退 
･ 販売先の不景気 
･ 発注量の減少 
･ イベントの中止 
･ お墓は後回し・お墓の修理や建立をせずに墓じまいの傾向がみられる 

20.7%

13.8%

12.8%

9.0%

9.6%

8.5%

6.9%

6.4%

4.3%

4.3%

3.2%
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2.7%

18.6%
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1.9%
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1.9%
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1.9%
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1.3%

20.5%
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0% 20% 40%

販売先の被災

地域全体への風評被害

事務所・店舗等の被災

資機材・機械・設備等の損傷

主要幹線道路等アクセス道路の途絶

仕入先の被災

自社工場の被災

従業員等の被災

長期間（１ヶ月以上）にわたるライフライン

（電気・ガス・水道・通信網）の途絶

サプライチェーン構成企業の被災

自社倉庫等の被災

物流網・流通網の途絶

物流委託先の被災

その他

わからない

１～３月期（n=188） ４～６月期（n=156）
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･ 高速バス・貸切バスの利用減 
･ 工事の出件時期の違い 
（令和 6 年能登半島地震とは直接関係が無いと想定されるもの） 
〇気象状況 
･ 気象状況 
･ 小雪に伴う出向不足 
･ 気温の上昇 
〇その他 
･ 季節商品対応の為 

 
図表 42 令和６年４～６月期の売上高減少要因・特にあてはまるもの（３つまで）（その他の内容） 

〇取引先の被災 
･ 貨物納品先の被災 
･ 受講企業等の被災 
･ ２社購買の要因が指摘されたと思う 
〇自社関連施設の被災 
･ 敷地内法面の液状化 
･ 設備トラブル 
〇インフラの被災 
･ 港湾施設の破損により在来船舶の荷役作業が出来ないため 
･ 設備損傷による途中駅折り返し 
〇職員の被災 
･ 被災に伴う人的不足により受発注の停滞 
〇その他の要因 
･ 顧客の自粛傾向 
･ 初売りの機会喪失 
･ 地震に対する心配 
･ 外出出控え 
･ 公共事業の減少 
･ 市場の需要減・景気低迷（他 4 件） 
･ 半導体関連の受注が減った（他 1 件） 
･ 投資意欲の減退 
･ 販売先の不景気 
･ 発注量の減少 
･ イベントの中止 
･ お墓は後回し・お墓の修理や建立をせずに墓じまいの傾向がみられる 
･ 高速バス・貸切バスの利用減 
･ 工事の出件時期の違い 
（令和 6 年能登半島地震とは直接関係が無いと想定されるもの） 
〇気象状況 
･ 気象状況 
･ 小雪に伴う出向不足 
･ 気温の上昇 
〇その他 
･ 季節商品対応の為 
･ コロナ、半導体不足、EV 化 
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売上高増加要因 

いずれの期においても「地震の影響によらない業績向上」が約７割と突出して高い。 
 

図表 43 令和６年１～３月・４～６月期の売上高増加要因（MA） 

 
 

図表 44 令和６年１～３月期の売上高増加要因（その他の内容） 

〇地震の影響に関連する内容 
･ 道路環境の変化 
〇その他の要因 
･ 暖冬小雪 
･ 新型コロナの制限解除 
･ 北陸新幹線開業特需 
･ インバウンド 
･ 資材価格高騰 
･ 地震の影響ではなく相場環境 
･ 自社の営業努力 
･ 業績回復 
･ 株式市場活況のため 
･ 販売価格の改定 

 
図表 45 令和６年４～６月期の売上高増加要因（その他の内容） 

〇地震の影響に関連する内容 
･ 道路環境の変化 
〇その他の要因 
･ 2024 年問題にかかわる値上げ 
･ 週末の好天 
･ 工事の出件時期の違い 
･ 新型コロナの制限解除（他 1 件） 
･ 従業員の増加 
･ 資材価格高騰 
･ 自社の営業努力 
･ 業績回復 
･ 取引先との関係性強化による合宿免許の増加 
･ 株式市場活況のため 
･ 販売価格の改定 
･ キャッシュレス取引の普及 
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5.1%

11.1%

4.0%

65.8%

21.7%

4.2%

12.5%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地震の影響によらない業績向上

地震の復旧・復興特需による業績向上

競合他社の被災による売上増（代替生産等）

その他

わからない

１～３月期（n=99） ４～６月期（n=120）
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（４）ＢＣＰ・防災計画策定状況とその効果 

BCP・防災計画等の策定状況 

1) BCP・防災計画等の策定状況 
BCP・防災計画等いずれかの計画を策定していた事業者は全体の約６割（64.7％）を占め、経年の統

計調査データを上回る結果となった。ただし、いずれも策定していない団体は依然 46.5％と高い割合を

占める。 

図表 46 BCP・防災計画等の策定状況（MA） 

 
 

業種別では、小売業、宿泊業で防災計画の策定率が比較的高いが、リスク管理や防災対策が徹底され

ている電気・ガス・熱供給・水道業や情報通信業、医療、福祉等の業種では、BCP、防災計画ともに策

定割合が高い傾向である。なお、金融業、保険業は BCP の策定率が高い。 
他方、BCP・防災計画いずれも策定していない割合が高い業種として、生活関連サービス業・娯楽業、

不動産業・物品賃貸業に次いで宿泊業・飲食サービス業の順である。 
 

図表 47 BCP・防災計画等の策定状況（MA）（業種別クロス） 
  

合計 
BCP を策定し

ていた 

防災計画等を策

定していた 

いずれも策定し

ていなかった 

Q2 主要な業種 
Total 

763 237 256 355 

100.0% 31.1% 33.6% 46.5% 

農業・林業・漁業 
7 0 1 6 

100.0% 0.0% 14.3% 85.7% 

鉱業、採石業、砂利採

取業 

4 0 1 3 

100.0% 0.0% 25.0% 75.0% 

建設業 
102 34 24 51 

100.0% 33.3% 23.5% 50.0% 

製造業 
241 85 97 93 

100.0% 35.3% 40.2% 38.6% 

電気・ガス・熱供給・

水道業 

19 10 12 3 

100.0% 52.6% 63.2% 15.8% 

情報通信業 
33 15 18 7 

100.0% 45.5% 54.5% 21.2% 

運輸業、郵便業 
40 14 11 19 

100.0% 35.0% 27.5% 47.5% 

卸売業 
67 18 17 38 

100.0% 26.9% 25.4% 56.7% 

小売業 
31 6 13 13 

100.0% 19.4% 41.9% 41.9% 

金融業、保険業 15 11 5 3 

31.1%

33.6%

46.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BCPを策定していた

防災計画等を策定していた

いずれも策定していなかった

(n=763)
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合計 

BCP を策定し

ていた 

防災計画等を策

定していた 

いずれも策定し

ていなかった 

100.0% 73.3% 33.3% 20.0% 

不動産業、物品賃貸業 
44 4 6 35 

100.0% 9.1% 13.6% 79.5% 

学術研究、専門・技術

サービス業 

9 4 0 5 

100.0% 44.4% 0.0% 55.6% 

宿泊業、飲食サービス

業 

21 3 9 11 

100.0% 14.3% 42.9% 52.4% 

生活関連サービス業、

娯楽業 

25 0 2 23 

100.0% 0.0% 8.0% 92.0% 

教育、学習支援業 
6 0 3 3 

100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 

医療、福祉 
16 10 10 1 

100.0% 62.5% 62.5% 6.3% 

複合サービス事業 
7 2 3 3 

100.0% 28.6% 42.9% 42.9% 

サービス業（他に分類

されないもの） 

44 16 12 20 

100.0% 36.4% 27.3% 45.5% 

その他 
32 5 12 18 

100.0% 15.6% 37.5% 56.3% 

 

資本金額別では、１億円超の企業でBCPの策定率が規模に比例して高い傾向である。他方、１億円以

下の企業では BCP・防災計画ともに策定していなかったとする割合が規模に反比例して高い傾向である。 

図表 48 BCP・防災計画等の策定状況（MA）（資本金別クロス） 
  

合計 
BCP を策定して

いた 

防災計画等を策定

していた 

いずれも策定して

いなかった 

Q3 令和６年６

月１日現在の資

本金または出資

金の額 

Total 
763 237 256 355 

100.0% 31.1% 33.6% 46.5% 

5,000 万円以下 
48 10 15 29 

100.0% 20.8% 31.3% 60.4% 

5,000 万円超～1

億円以下 

537 135 160 291 

100.0% 25.1% 29.8% 54.2% 

1 億円超～3 億円

以下 

76 33 28 22 

100.0% 43.4% 36.8% 28.9% 

3 億円超～10 億

円以下 

62 34 32 8 

100.0% 54.8% 51.6% 12.9% 

10 億円超 
40 25 21 5 

100.0% 62.5% 52.5% 12.5% 

 
  



39 

事前対策の自己評価別では、自己評価が高い（事前の備えはできていたとする）企業ほど、BCP、防

災計画等の策定率が高く、相関関係があることがわかる。 
 

図表 49 BCP・防災計画等の策定状況（MA）（Q22 防災対策・事業継続のための事前の備えに関する自己評価

別クロス） 

 
 
災害等リスク想定状況別では、リスクを想定しており、かつ定期的に見直しているとする企業ほど、

BCP、防災計画等の策定率が高く、相関関係があることがわかる。 
 

図表 50 BCP・防災計画等の策定状況（MA）（Q23 リスク想定状況別クロス） 

 

 
  

31.1%

33.6%

46.5%

61.2%

51.4%

11.9%

13.8%

23.3%

66.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

BCPを策定していた

防災計画等を策定していた

いずれも策定していなかった

(n=763) Total (n=278) 事前の備えはできていた
(n=485) 事前の備えはできていなかった

31.1%

33.6%

46.5%

61.8%

50.5%

10.8%

25.6%

35.2%

48.1%

5.1%

7.1%

89.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

BCPを策定していた

防災計画等を策定していた

いずれも策定していなかった

(n=763) Total
(n=204) 想定しており、リスクについて定期的に見直している
(n=403) 想定しているが、リスクについて定期的な見直しはしていない
(n=156) リスクについて想定したことはない
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2) BCP・防災計画等の今後の策定意向 
ほぼ過半を占める未策定事業者のうち、具体のスケジュールを持って今後計画策定を予定している事

業者は 4.0％に留まるが、スケジュールは決定していないが策定意向を有する事業者は 53.5％である。

他方、依然策定意向なしとする事業者も４割存在している。 
その他の内容として、親会社主導による取組が予定されているとの回答がみられた。 

図表 51 BCP・防災計画等の今後の策定意向（SA） 

 

図表 52 BCP・防災計画等の今後の策定意向（その他の内容） 
〇親会社主導による取組（4 件） 
･ 親会社のＢＣＰに沿って対応していく 
･ 親会社主導で BCP 策定予定 
･ 親会社に準ずる・親会社の計画に沿う（２件） 
〇自企業の取組（２件） 
･ 防災計画を策定着手 
･ 危機管理初動対応マニュアルを策定 
〇その他（３件） 
･ 策定に向けて検討中（２件） 
･ どのような計画を立てればよいかわからない点が多い 

 
  

BCPを策定予定

（具体のスケ

ジュールも決定

済）, 2.3%

BCPの策定意向がある（具

体のスケジュールは未定）, 
9.0%

防災計画等を策定予

定（具体のスケジュー

ルも決定済）, 1.7%

防災計画等の策定意向が

ある（具体のスケジュール

は未定）, 14.9%BCP・防災計画等

の策定意向がある

（計画の種類・スケ

ジュールは未定）, 
29.6%

その他, 2.5%

策定の意向はな

い, 40.0%

(n=355)
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業種別では、建設業、運輸業、郵便業、卸売業で BCP・防災計画等いずれかもしくは双方の策定意向

があるが具体の計画種別・スケジュールは未定であるとの割合が比較的高い。他方、生活関連サービス

業、娯楽業、サービス業では策定の以降はないとする企業の割合が比較的高い。 

図表 53 BCP・防災計画等の今後の策定意向（SA）（業種別クロス） 
 

合計 

BCP を策
定予定（具
体のスケジ
ュールも決
定済み） 

BCP の策
定意向があ
る（具体の
スケジュー
ルは未決

定） 

防災計画等
を策定予定
（具体のス
ケジュール
も決定済

み） 

防災計画等
の策定意向
がある（具
体のスケジ
ュールは未

決定） 

BCP・防災
計画等の策
定意向があ
る（計画の
種類・スケ
ジュールは
未決定） 

その他 
策定の意向

はない 

Total 
355 8 32 6 53 105 9 142 

100.0% 2.3% 9.0% 1.7% 14.9% 29.6% 2.5% 40.0% 

農業・林業・漁業 
6 0 0 0 0 3 0 3 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 

鉱業、採石業、砂利

採取業 

3 0 0 0 0 0 0 3 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

建設業 
51 0 4 3 6 19 0 19 

100.0% 0.0% 7.8% 5.9% 11.8% 37.3% 0.0% 37.3% 

製造業 
93 3 11 1 13 31 1 33 

100.0% 3.2% 11.8% 1.1% 14.0% 33.3% 1.1% 35.5% 

電気・ガス・熱供

給・水道業 

3 0 0 0 1 1 0 1 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 

情報通信業 
7 0 2 0 3 2 0 0 

100.0% 0.0% 28.6% 0.0% 42.9% 28.6% 0.0% 0.0% 

運輸業、郵便業 
19 0 3 0 5 8 0 3 

100.0% 0.0% 15.8% 0.0% 26.3% 42.1% 0.0% 15.8% 

卸売業 
38 2 0 0 7 12 0 17 

100.0% 5.3% 0.0% 0.0% 18.4% 31.6% 0.0% 44.7% 

小売業 
13 1 2 0 2 1 2 5 

100.0% 7.7% 15.4% 0.0% 15.4% 7.7% 15.4% 38.5% 

金融業、保険業 
3 0 1 0 0 2 0 0 

100.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 

不動産業、物品賃貸

業 

35 0 1 1 4 5 1 23 

100.0% 0.0% 2.9% 2.9% 11.4% 14.3% 2.9% 65.7% 

学術研究、専門・技

術サービス業 

5 0 0 0 0 3 0 2 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 60.0% 0.0% 40.0% 

宿泊業、飲食サービ

ス業 

11 0 0 0 2 4 0 5 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 36.4% 0.0% 45.5% 

生活関連サービス

業、娯楽業 

23 0 1 0 2 6 1 13 

100.0% 0.0% 4.3% 0.0% 8.7% 26.1% 4.3% 56.5% 

教育、学習支援業 
3 0 0 0 0 3 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 
1 1 0 0 0 0 0 0 

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

複合サービス事業 
3 0 0 1 1 0 0 1 

100.0% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 33.3% 

サービス業（他に分

類されないもの） 

20 1 4 0 1 2 2 10 

100.0% 5.0% 20.0% 0.0% 5.0% 10.0% 10.0% 50.0% 

その他 
18 0 3 0 6 3 2 4 

100.0% 0.0% 16.7% 0.0% 33.3% 16.7% 11.1% 22.2% 

 

  



42 

資本金額別では、規模に比例して何らかの計画策定意向がある・予定がある企業の割合が増加する傾

向である。 

図表 54 BCP・防災計画等の今後の策定意向（SA）（資本金別クロス） 

 
  

合計 

BCP を策
定予定

（具体の
スケジュ
ールも決
定済み） 

BCP の策
定意向が
ある（具
体のスケ
ジュール
は未決
定） 

防災計画
等を策定
予定（具
体のスケ
ジュール
も決定済

み） 

防災計画
等の策定
意向があ
る（具体
のスケジ
ュールは
未決定） 

BCP・防
災計画等
の策定意
向がある
（計画の
種類・ス
ケジュー
ルは未決

定） 

その他 
策定の意
向はない 

Q3 令和６年

６月１日現在

の資本金また

は出資金の額 

Total 
355 8 32 6 53 105 9 142 

100.0% 2.3% 9.0% 1.7% 14.9% 29.6% 2.5% 40.0% 

5,000 万円以

下 

29 0 2 1 5 6 1 14 

100.0% 0.0% 6.9% 3.4% 17.2% 20.7% 3.4% 48.3% 

5,000 万円超

～1 億円以下 

291 7 27 5 43 83 7 119 

100.0% 2.4% 9.3% 1.7% 14.8% 28.5% 2.4% 40.9% 

1 億円超～3

億円以下 

22 0 1 0 4 11 0 6 

100.0% 0.0% 4.5% 0.0% 18.2% 50.0% 0.0% 27.3% 

3 億円超～10

億円以下 

8 0 1 0 1 4 0 2 

100.0% 0.0% 12.5% 0.0% 12.5% 50.0% 0.0% 25.0% 

10 億円超 
5 1 1 0 0 1 1 1 

100.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 20.0% 20.0% 20.0% 
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3) BCP・防災計画等の策定のハードルとなる事項 
未策定事業者の計画策定のハードルについてみると、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」が約

６割を占め最も多く、次いで「策定する人材の確保が難しい（42.0％）」と２項目が突出して多く、策

定費用は３位に位置している。 
その他の内容として、策定時間の不足やそもそも策定意向がないこと等が指摘された。 
 

図表 55 BCP・防災計画等の策定のハードルとなる事項（３つまで）（MA） 

 

 

図表 56 BCP・防災計画等の策定のハードルとなる事項（３つまで）（その他の内容） 
〇策定時間の不足（２件） 
･ 時間がない 
･ 多忙 
〇策定意向がない（３件） 
･ 大災害は予測不能 
･ 今年度で事業廃止の予定 
〇その他 
･ 現場事務所を拠点とした場合について検討中 
･ まだ事業を行っておらず事業化研究の途中にあるので売り上げは基本的にない。 

 
  

63.1%

42.0%

24.8%

17.5%

13.8%

6.5%

3.9%

2.0%

23.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定に必要なスキルやノウハウがない

策定する人材の確保が難しい

策定に係る費用が確保できない

策定に際し適切な相談先・関係者がわからない

策定に対する経営者や現場の意識が低い

仕入先・販売先との調整が難しい

国、地方自治体、業界団体のガイドライン等が自組織に即し

ていない

その他

特にない

(n=355)
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業種別では、製造業で策定スキル・ノウハウの欠如（73.1％）、策定費用（31.2％）がハードルとする

割合が比較的高い。他方、運輸業・郵便業では、策定スキル・ノウハウの欠如に加え、策定に係る相談

先が不明であること（26.3％）や策定に向けた経営者や現場の意識が低い（21.1％）ことなどが比較的

高い割合である。また、生活関連サービス業・娯楽業では策定費用（39.1％）、策定人材の確保（47.8％）

などが指摘されるなど、業種別に特徴がみられた。 
 

図表 57 BCP・防災計画等の策定のハードルとなる事項（３つまで）（MA）（業種別クロス） 

  合計 

策定に必
要なスキ
ルやノウ
ハウがな

い 

策定に係
る費用が
確保でき

ない 

策定する
人材の確
保が難し

い 

国、地方
自治体、
業界団体
のガイド
ライン等
が自組織
に即して
いない 

策定に際
し適切な
相談先・
関係者が
わからな

い 

策定に対
する経営
者や現場
の意識が

低い 

仕入先・
販売先と
の調整が
難しい 

その他 特にない 

Total 
355 224 88 149 14 62 49 23 7 82 

100.0% 63.1% 24.8% 42.0% 3.9% 17.5% 13.8% 6.5% 2.0% 23.1% 
農業・林業・

漁業 
6 4 2 2 0 1 1 1 0 2 

100.0% 66.7% 33.3% 33.3% 0.0% 16.7% 16.7% 16.7% 0.0% 33.3% 
鉱業、採石業、

砂利採取業 

3 1 0 1 0 0 0 0 0 1 
100.0% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 

建設業 
51 30 7 22 1 9 6 2 1 13 

100.0% 58.8% 13.7% 43.1% 2.0% 17.6% 11.8% 3.9% 2.0% 25.5% 

製造業 
93 68 29 42 5 16 13 9 2 12 

100.0% 73.1% 31.2% 45.2% 5.4% 17.2% 14.0% 9.7% 2.2% 12.9% 
電気・ガス・熱

供給・水道業 

3 2 0 1 1 0 0 0 0 1 
100.0% 66.7% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 

情報通信業 
7 7 2 3 0 3 1 0 0 0 

100.0% 100.0% 28.6% 42.9% 0.0% 42.9% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 
運輸業、郵便

業 
19 19 4 15 2 5 4 1 0 0 

100.0% 100.0% 21.1% 78.9% 10.5% 26.3% 21.1% 5.3% 0.0% 0.0% 

卸売業 
38 24 10 16 1 3 7 3 0 9 

100.0% 63.2% 26.3% 42.1% 2.6% 7.9% 18.4% 7.9% 0.0% 23.7% 

小売業 
13 6 1 4 1 3 3 1 0 4 

100.0% 46.2% 7.7% 30.8% 7.7% 23.1% 23.1% 7.7% 0.0% 30.8% 
金融業、保険

業 
3 3 1 1 0 2 0 0 0 0 

100.0% 100.0% 33.3% 33.3% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
不動産業、物

品賃貸業 
35 14 5 11 0 7 5 2 0 14 

100.0% 40.0% 14.3% 31.4% 0.0% 20.0% 14.3% 5.7% 0.0% 40.0% 
学術研究、専

門・技術サービ
ス業 

5 1 1 1 0 0 0 0 1 3 
100.0% 20.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 60.0% 

宿泊業、飲食
サービス業 

11 7 5 5 0 1 0 0 1 3 
100.0% 63.6% 45.5% 45.5% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 9.1% 27.3% 

生活関連サービ

ス業、娯楽業 

23 11 9 11 2 5 4 0 0 5 
100.0% 47.8% 39.1% 47.8% 8.7% 21.7% 17.4% 0.0% 0.0% 21.7% 

教育、学習支
援業 

3 2 2 0 0 2 0 0 0 1 
100.0% 66.7% 66.7% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 

医療、福祉 
1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
複合サービス

事業 
3 3 1 1 0 0 0 0 0 0 

100.0% 100.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
サービス業
（他に分類され

ないもの） 

20 10 5 6 0 2 1 1 1 9 
100.0% 50.0% 25.0% 30.0% 0.0% 10.0% 5.0% 5.0% 5.0% 45.0% 

その他 
18 11 4 7 1 3 3 3 1 5 

100.0% 61.1% 22.2% 38.9% 5.6% 16.7% 16.7% 16.7% 5.6% 27.8% 

 
  



45 

資本金額別では、１億円超～３億円以下の企業で、策定人材の確保、仕入先・販売先との調整の難し

さがハードルとして指摘される割合が高い結果となった。 
 

図表 58 BCP・防災計画等の策定のハードルとなる事項（３つまで）（MA）（資本金別クロス） 

 合計 

策定に必要
なスキルや
ノウハウが

ない 

策定に係る
費用が確保
できない 

策定する人
材の確保が

難しい 

国、地方自
治体、業界
団体のガイ
ドライン等
が自組織に
即していな

い 

策定に際し
適切な相談
先・関係者
がわからな

い 

策定に対す
る経営者や
現場の意識

が低い 

仕入先・販
売先との調
整が難しい 

その他 特にない 

Total 
355 224 88 149 14 62 49 23 7 82 

100.0% 63.1% 24.8% 42.0% 3.9% 17.5% 13.8% 6.5% 2.0% 23.1% 

5,000 万円以

下 

29 16 7 7 0 2 3 3 2 10 

100.0% 55.2% 24.1% 24.1% 0.0% 6.9% 10.3% 10.3% 6.9% 34.5% 

5,000 万円超

～1 億円以下 

291 186 74 125 11 52 43 16 5 65 

100.0% 63.9% 25.4% 43.0% 3.8% 17.9% 14.8% 5.5% 1.7% 22.3% 

1 億円超～3 億

円以下 

22 11 4 11 1 4 1 4 0 5 

100.0% 50.0% 18.2% 50.0% 4.5% 18.2% 4.5% 18.2% 0.0% 22.7% 

3 億円超～10

億円以下 

8 7 3 4 1 3 2 0 0 1 

100.0% 87.5% 37.5% 50.0% 12.5% 37.5% 25.0% 0.0% 0.0% 12.5% 

10 億円超 
5 4 0 2 1 1 0 0 0 1 

100.0% 80.0% 0.0% 40.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 

 

地震発生時対応状況 

1) 策定済の BCP・防災計画等での対応状況 
策定済の事業者のうち、既存の BCP・防災計画で地震に対応できたとする事業者は、「ある程度対応

できた（59.0％）」「十分対応できた（13.2％）」の合計で７割強である。 
 

図表 59 地震発生後、策定済の BCP・防災計画等での対応状況（SA） 

 
 

  

十分対応で

きた, 
13.2%

ある程度対応でき

た, 59.0%

あまり対応できな

かった, 20.8%

全く対応できな

かった, 1.4%
判断できない, 

5.7% (n=212)
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資本金額別では、概ね資本金額規模に応じて「対応できた」とする割合が増加する傾向であるが、１

億円超～３億円以下、10 億円超の企業で「対応できなかった」とする割合が比較的高い結果となった。 
 

図表 60 地震発生後、策定済の BCP・防災計画等での対応状況（SA）（資本金別クロス） 

 
 

  

合計 
十分対応

できた 

ある程度

対応でき

た 

あまり対

応できな

かった 

全く対応

できなか

った 

判断でき

ない 

Q3 令和６年

６月１日現在

の資本金また

は出資金の額 

Total 
212 28 125 44 3 12 

100.0% 13.2% 59.0% 20.8% 1.4% 5.7% 

5,000 万円以

下 

7 1 2 4 0 0 

100.0% 14.3% 28.6% 57.1% 0.0% 0.0% 

5,000 万円超

～1 億円以下 

119 13 74 24 1 7 

100.0% 10.9% 62.2% 20.2% 0.8% 5.9% 

1 億円超～3 億

円以下 

37 7 19 8 1 2 

100.0% 18.9% 51.4% 21.6% 2.7% 5.4% 

3 億円超～10

億円以下 

25 2 18 4 0 1 

100.0% 8.0% 72.0% 16.0% 0.0% 4.0% 

10 億円超 
24 5 12 4 1 2 

100.0% 20.8% 50.0% 16.7% 4.2% 8.3% 
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2) 策定済の BCP・防災計画等で対応できなかった理由 
既存の BCP・防災計画等で対応できなかった理由についてみると、「BCP・防災計画等の内容が従業

員に周知されていなかった（61.7%）」、「BCP・防災計画等の内容が不十分だった（55.3%）」、「BCP・
防災計画等の実行に関する訓練・研修が不十分だった（53.2%）」の順に３項目に集中した。 

図表 61 策定済の BCP・防災計画等で対応できなかった理由（３つまで）（MA） 

 

図表 62 策定済の BCP・防災計画等で対応できなかった理由（３つまで）（その他の内容） 
･ 休日を想定していなかった 

 

  

61.7%

55.3%

53.2%

25.5%

17.0%

2.1%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BCP・防災計画等の内容が従業員に周知されていなかった

BCP・防災計画等の内容が不十分だった

BCP・防災計画等の実行に関する訓練・研修が不十分だった

BCP・防災計画等における想定を上回る被害を受けた

BCP・防災計画等で想定したリスクと異なる事象による被害

を受けた

その他

わからない

(n=47)
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資本金額別では、5,000 万円超～1 億円以下の企業で、BCP・防災計画等の内容の不十分さ、計画内

容が従業員に周知されていなかったことなどが比較的高い割合を占めた。 

図表 63 策定済の BCP・防災計画等で対応できなかった理由（３つまで）（MA）（資本金別クロス） 
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合計 

BCP・防災

計画等の内
容が不十分

だった 

BCP・防災
計画等の内

容が従業員
に周知され
ていなかっ

た 

BCP・防災
計画等の実

行に関する
訓練・研修
が不十分だ

った 

BCP・防災

計画等で想
定したリス
クと異なる

事象による
被害を受け

た 

BCP・防災
計画等にお
ける想定を

上回る被害
を受けた 

その他 わからない 

Q3 令和６

年６月１日

現在の資本

金または出

資金の額 

Total 
47 26 29 25 8 12 1 1 

100.0% 55.3% 61.7% 53.2% 17.0% 25.5% 2.1% 2.1% 

5,000 万円以下 
4 1 3 2 1 2 0 0 

100.0% 25.0% 75.0% 50.0% 25.0% 50.0% 0.0% 0.0% 

5,000 万円超～

1 億円以下 

25 17 18 13 2 3 1 1 

100.0% 68.0% 72.0% 52.0% 8.0% 12.0% 4.0% 4.0% 

1 億円超～3 億

円以下 

9 4 6 5 2 4 0 0 

100.0% 44.4% 66.7% 55.6% 22.2% 44.4% 0.0% 0.0% 

3 億円超～10 億

円以下 

4 2 0 1 2 2 0 0 

100.0% 50.0% 0.0% 25.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 

10 億円超 
5 2 2 4 1 1 0 0 

100.0% 40.0% 40.0% 80.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 

 
3) BCP・防災計画等に基づく対応が困難な状況での対応方法 

既存の BCP・防災計画等で対応できなかった際の対応方法として、「目の前に生じた課題から随時対

応した」（74.5%）が突出した。 
 

図表 64 BCP・防災計画等に基づく対応が困難な状況での対応方法（MA） 

 
 

図表 65 BCP・防災計画等に基づく対応が困難な中での対応（その他の内容） 

･ 経営者を中心とした即決即断 

 
  

74.5%

40.4%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

目の前に生じた課題から随時対応した

現状に即した対応方針を改めて定め、優先度を設けて対応し

た

その他

(n=47)
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4) 地震発生後に支援等を受けた機関・団体等 
 支援等を受けていない事業者が約８割であるが、支援を受けている事業者の支援先をみると、「本

社・グループ企業（9.5%）」が最も多く、次いで「自治体（7.4%）」、「取引先企業（6.3%）」の順である。 
通常営業が困難であった企業にフォーカスしてみると、「本社・グループ企業（39.2％）」が最も多い

傾向に変化はないものの、「取引先企業（29.4％）」、「自治体（25.5％）」「業界団体（21.6％）」の順とな

っている。 
 また、その他の内容として県による「なりわい再建支援補助金」等の補助金支援等のほか、具体の支

援団体については「NPO など災害支援組織及びその中間支援組織」による支援との意見もみられた。 

 

図表 66 地震発生後に支援等を受けた機関・団体等（MA） 

 

  

9.5%

7.4%

6.3%

5.3%

3.0%

2.2%

1.2%

0.8%

1.2%

76.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本社・グループ企業

自治体

取引先企業等

業界団体

金融機関

地域の経済団体（商工会、商工会議所等）

サプライチェーンを構成する企業等

災害時協定を締結している企業

その他

支援等は受けていない

(n=760)
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図表 67 地震発生後に支援等を受けた機関・団体等（営業停止状況クロス） 

 

図表 68 地震発生後に支援等を受けた機関・団体等（その他の内容） 
〇補助金、助成金等（5 件） 
･ 現在なりわい再建支援補助金申請中 
･ なりわい再建補助金 
･ 県へ補助金申請中 
･ 雇用調整助成金 
〇その他（4 件） 
･ 設備導入会社 
･ 北陸応援割 
･ NPO など災害支援組織及びその中間支援組織 
･ 管理・運営業務受託会社 
･ お客様からの募金 

 
  

9.5%

6.3%

7.4%

5.3%

2.2%

3.0%

1.2%

0.8%

1.2%

76.7%

12.5%

7.8%

9.4%

5.5%

1.3%

3.1%

1.0%

1.0%

2.1%

69.2%

39.2%

29.4%

25.5%

21.6%

17.6%

13.7%

9.8%

2.0%

2.0%

21.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

本社・グループ企業

取引先企業等

自治体

業界団体

地域の経済団体（商工会、商工会議所等）

金融機関

サプライチェーンを構成する企業等

災害時協定を締結している企業

その他

支援等は受けていない

(n=760) Total
(n=383) 年末年始休暇明け（仕事始め）に営業を開始できた（営業を停止していない）
(n=51) 年末年始休暇明け（仕事始め）に営業を始められなかった（営業を停止した）
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業種別では、電気・ガス・熱供給・水道業のライフライン企業では業界団体による支援が、卸売業、

小売業では取引先企業による支援の割合がそれぞれ比較的高いなど、業種別の特徴が表れる結果となっ

ている。また、宿泊業、飲食サービス業では自治体のほか、商工会等による支援の割合が高く、自治体

による支援については生活関連サービス業、娯楽業でも比較的高い。 

図表 69 地震発生後に支援等を受けた機関・団体等（MA）（業種別クロス） 
 

合計 
本社・
グルー
プ企業 

業界団
体 自治体 

地域の
経済団
体（商
工会、
商工会
議所
等） 

金融機
関 

取引先
企業等 

サプラ
イチェ
ーンを
構成す
る企業

等 

災害時
協定を
締結し
ている
企業 

その他 
支援等は
受けてい

ない 

Total 
760 72 40 56 17 23 48 9 6 9 583 

100.0% 9.5% 5.3% 7.4% 2.2% 3.0% 6.3% 1.2% 0.8% 1.2% 76.7% 

農業・林業・漁業 
7 0 1 0 0 0 0 0 0 0 6 

100.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 85.7% 

鉱業、採石業、砂

利採取業 

4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

建設業 
100 6 7 4 2 3 3 0 2 0 84 

100.0% 6.0% 7.0% 4.0% 2.0% 3.0% 3.0% 0.0% 2.0% 0.0% 84.0% 

製造業 
241 22 5 20 4 5 17 5 0 2 186 

100.0% 9.1% 2.1% 8.3% 1.7% 2.1% 7.1% 2.1% 0.0% 0.8% 77.2% 

電気・ガス・熱供

給・水道業 

19 2 3 1 0 0 2 0 1 0 15 

100.0% 10.5% 15.8% 5.3% 0.0% 0.0% 10.5% 0.0% 5.3% 0.0% 78.9% 

情報通信業 
33 2 3 1 1 0 2 1 1 1 26 

100.0% 6.1% 9.1% 3.0% 3.0% 0.0% 6.1% 3.0% 3.0% 3.0% 78.8% 

運輸業、郵便業 
40 5 2 1 2 2 3 0 0 0 31 

100.0% 12.5% 5.0% 2.5% 5.0% 5.0% 7.5% 0.0% 0.0% 0.0% 77.5% 

卸売業 
67 6 2 5 2 2 10 0 0 2 47 

100.0% 9.0% 3.0% 7.5% 3.0% 3.0% 14.9% 0.0% 0.0% 3.0% 70.1% 

小売業 
31 7 3 2 2 3 4 2 0 0 20 

100.0% 22.6% 9.7% 6.5% 6.5% 9.7% 12.9% 6.5% 0.0% 0.0% 64.5% 

金融業、保険業 
15 1 2 0 0 1 1 0 1 0 11 

100.0% 6.7% 13.3% 0.0% 0.0% 6.7% 6.7% 0.0% 6.7% 0.0% 73.3% 

不動産業、物品賃

貸業 

44 2 1 3 0 3 0 0 0 1 36 

100.0% 4.5% 2.3% 6.8% 0.0% 6.8% 0.0% 0.0% 0.0% 2.3% 81.8% 

学術研究、専門・

技術サービス業 

9 0 1 1 0 0 0 0 0 0 8 

100.0% 0.0% 11.1% 11.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 88.9% 

宿泊業、飲食サー

ビス業 

21 2 2 5 2 0 2 0 0 2 13 

100.0% 9.5% 9.5% 23.8% 9.5% 0.0% 9.5% 0.0% 0.0% 9.5% 61.9% 

生活関連サービス

業、娯楽業 

25 3 1 5 1 0 2 0 0 0 17 

100.0% 12.0% 4.0% 20.0% 4.0% 0.0% 8.0% 0.0% 0.0% 0.0% 68.0% 

教育、学習支援業 
6 0 1 1 1 1 0 0 0 1 5 

100.0% 0.0% 16.7% 16.7% 16.7% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 83.3% 

医療、福祉 
16 3 1 2 0 0 1 1 1 0 12 

100.0% 18.8% 6.3% 12.5% 0.0% 0.0% 6.3% 6.3% 6.3% 0.0% 75.0% 

複合サービス事業 
7 1 2 0 0 0 0 0 0 0 5 

100.0% 14.3% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 71.4% 

サービス業（他に

分類されないも

の） 

43 7 2 4 0 2 1 0 0 0 30 

100.0% 16.3% 4.7% 9.3% 0.0% 4.7% 2.3% 0.0% 0.0% 0.0% 69.8% 

その他 
32 3 1 1 0 1 0 0 0 0 27 

100.0% 9.4% 3.1% 3.1% 0.0% 3.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 84.4% 
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図表 70 地震発生後に支援等を受けた機関・団体等（MA）（資本金別クロス） 

 合計 
本社・グ
ループ企

業 
業界団体 自治体 

地域の経
済団体
（商工

会、商工
会議所
等） 

金融機関 取引先企
業等 

サプライ
チェーン
を構成す
る企業等 

災害時協
定を締結
している

企業 

その他 
支援等は
受けてい

ない 

Total 
760 72 40 56 17 23 48 9 6 9 583 

100.0% 9.5% 5.3% 7.4% 2.2% 3.0% 6.3% 1.2% 0.8% 1.2% 76.7% 

5,000 万円以

下 

48 4 0 6 1 0 3 1 1 0 38 

100.0% 8.3% 0.0% 12.5% 2.1% 0.0% 6.3% 2.1% 2.1% 0.0% 79.2% 

5,000 万円超

～1 億円以下 

535 37 22 36 13 20 30 2 1 7 425 

100.0% 6.9% 4.1% 6.7% 2.4% 3.7% 5.6% 0.4% 0.2% 1.3% 79.4% 

1 億円超～3 億

円以下 

76 17 10 8 2 1 6 2 2 0 44 

100.0% 22.4% 13.2% 10.5% 2.6% 1.3% 7.9% 2.6% 2.6% 0.0% 57.9% 

3 億円超～10

億円以下 

62 7 5 3 1 1 3 3 0 1 50 

100.0% 11.3% 8.1% 4.8% 1.6% 1.6% 4.8% 4.8% 0.0% 1.6% 80.6% 

10 億円超 
39 7 3 3 0 1 6 1 2 1 26 

100.0% 17.9% 7.7% 7.7% 0.0% 2.6% 15.4% 2.6% 5.1% 2.6% 66.7% 

 

BCP 等の項目 

1) BCP 等で定めていた項目・対応できた項目・特に有効に機能した項目 
 BCP 等で定めていた項目についてみると、「従業員（及びその家族）の安全確保（96.2%）」、「災害対

策本部の設置と情報収集（83.5%）」が突出して高い。６割以上の項目をみると「意思決定者の参集

（70.8％）」、「意思決定者による指揮命令系統の確保（68.9％）」、「備蓄品（水・食料・災害用品等）の

確保と活用（63.7％）」となっている。 
また、災害対応時にうまく実施できたBCP等の項目についてみると、定めていた項目の順位とほぼ同

様である。 
さらに、特に有効に機能した BCP 等の項目についても同様に、「従業員（及びその家族）の安全確保

（67.5%）」、「災害対策本部の設置と情報収集（42.5%）」の２項目が突出した。 
BCP 等で定めていた項目のその他の内容として、「生産現場の復旧手順」、「事前対策」、「修繕の確認」

が指摘された。 
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図表 71 BCP 等で定めていた項目・対応できた BCP 等の項目・特に有効に機能した BCP 等の項目（３

つまで）（MA） 

 
 

図表 72 BCP 等で定めていた項目・対応できた BCP 等の項目・特に有効に機能した BCP 等の項目（３

つまで）（その他の内容） 
〇BCP 等で定めていた項目 
･ 生産現場の復旧手順 
･ 事前対策 
･ 修繕の確認 
〇対応できた BCP 等の項目 
･ 事前対策 
〇特に有効に機能した BCP 等の項目 
･ 事前対策 
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従業員（及びその家族）の安全確保

災害対策本部の設置と情報収集

意思決定者の参集

意思決定者による指揮命令系統の確保

備蓄品（水・食料・災害用品等）の確保と活用

企業・組織の中枢機能の維持・確保

優先順位毎の重要業務の実施・継続

重要データの保全・情報システムの維持

仕入先・販売先等、関係者との連絡手段の確保

予備燃料や非常用電源の確保・活用

二次災害防止対策

目標復旧時間の設定・実行

サプライチェーンの維持・確保

資金調達・確保

その他

上記いずれにもあてはまらない

(n=212)

BCP等で定めていた項目 対応できたBCP等の項目 特に有効に機能したBCP等の項目（３つまで）
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BCP 等で定めていた項目を資本金額別にみると、従業員の安全確保は資本金額規模に関わらず定めら

れているが、その他の項目は概ね資本金額規模に比例して定められる割合が高くなる傾向であり、資本

金額 1 億円を基準点として、1 億円以下と 1 億円超企業とで差が顕著となっている。 
具体の項目別では、備蓄品の確保と活用、予備燃料や非常用電源の確保・活用等、コストが生じる項

目でその差が顕著となっている。 
さらに、３億円超～10 億円以下の企業での取組割合が高いものの、規模の大小に関わらず設定されて

いない項目として、「仕入先・販売先等、関係者との連絡手段の確保」「サプライチェーンの維持・確保」

「重要データの保全・情報システムの維持」等が挙げられ、規模の大小を問わず BCP・防災計画内で位

置づけることを推進する必要がある。 
 

図表 73 BCP 等で定めていた項目（MA）（資本金別クロス） 

 合計 

従業員（及
びその家

族）の安全
確保 

災害対策本
部の設置と
情報収集 

備蓄品
（水・食

料・災害用
品等）の確
保と活用 

予備燃料や
非常用電源
の確保・活

用 

優先順位毎
の重要業務
の実施・継

続 

目標復旧時
間の設定・

実行 

企業・組織
の中枢機能
の維持・確

保 

意思決定者
の参集 

Total 
212 204 177 135 92 116 77 122 150 

100.0% 96.2% 83.5% 63.7% 43.4% 54.7% 36.3% 57.5% 70.8% 

5,000 万円以下 
7 7 7 5 4 2 1 2 5 

100.0% 100.0% 100.0% 71.4% 57.1% 28.6% 14.3% 28.6% 71.4% 

5,000 万円超～
1 億円以下 

119 114 94 65 42 61 43 63 74 

100.0% 95.8% 79.0% 54.6% 35.3% 51.3% 36.1% 52.9% 62.2% 

1 億円超～3 億
円以下 

37 36 30 28 20 20 12 27 30 

100.0% 97.3% 81.1% 75.7% 54.1% 54.1% 32.4% 73.0% 81.1% 

3 億円超～10 億
円以下 

25 24 24 20 13 19 12 15 21 

100.0% 96.0% 96.0% 80.0% 52.0% 76.0% 48.0% 60.0% 84.0% 

10 億円超 
24 23 22 17 13 14 9 15 20 

100.0% 95.8% 91.7% 70.8% 54.2% 58.3% 37.5% 62.5% 83.3% 

 合計 

意思決定者
による指揮
命令系統の

確保 

仕入先・販
売先等、関
係者との連
絡手段の確

保 

サプライチ
ェーンの維
持・確保 

二次災害防
止対策 

重要データ
の保全・情
報システム

の維持 

資金調達・
確保 その他 

上記いずれ
にもあては
まらない 

Total 
212 146 97 71 79 109 44 6 0 

100.0% 68.9% 45.8% 33.5% 37.3% 51.4% 20.8% 2.8% 0.0% 

5,000 万円以下 
7 4 2 0 0 1 1 0 0 

100.0% 57.1% 28.6% 0.0% 0.0% 14.3% 14.3% 0.0% 0.0% 

5,000 万円超～
1 億円以下 

119 74 54 39 40 59 25 4 0 

100.0% 62.2% 45.4% 32.8% 33.6% 49.6% 21.0% 3.4% 0.0% 

1 億円超～3 億
円以下 

37 28 15 10 11 19 8 0 0 

100.0% 75.7% 40.5% 27.0% 29.7% 51.4% 21.6% 0.0% 0.0% 

3 億円超～10 億
円以下 

25 23 15 14 15 18 6 1 0 

100.0% 92.0% 60.0% 56.0% 60.0% 72.0% 24.0% 4.0% 0.0% 

10 億円超 
24 17 11 8 13 12 4 1 0 

100.0% 70.8% 45.8% 33.3% 54.2% 50.0% 16.7% 4.2% 0.0%  
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対応できた項目を資本金額別にみると、定めていた項目と同様、資本金額１億円を基準点として１億

円超企業では対応できているが、１億円以下企業では対応できていない項目が多岐にわたる傾向となっ

ている。なかでも、全般として取り組み割合が少ないが、大企業では取組が進んでいる「目標復旧時間

の設定・実行」「仕入先・販売先等、関係者との連絡手段の確保」「サプライチェーンの維持・確保」

「二次災害防止対策」「重要データの保全・情報システムの維持」について、すべての企業が取り組め

る環境を構築することが求められる。 
 

図表 74 対応できた BCP 等の項目（MA）（資本金別クロス） 

  合計  

従業員（及
びその家

族）の安全
確保 

災害対策本
部の設置と
情報収集 

備蓄品
（水・食

料・災害用
品等）の確
保と活用 

予備燃料や
非常用電源
の確保・活

用 

優先順位毎
の重要業務
の実施・継

続 

目標復旧時
間の設定・

実行 

企業・組織
の中枢機能
の維持・確

保 

意思決定者
の参集 

Total 
212 181 142 93 57 92 41 93 119 

100.0% 85.4% 67.0% 43.9% 26.9% 43.4% 19.3% 43.9% 56.1% 

5,000 万円以下 
7 6 6 3 4 1 1 2 3 

100.0% 85.7% 85.7% 42.9% 57.1% 14.3% 14.3% 28.6% 42.9% 

5,000 万円超～
1 億円以下 

119 98 72 43 23 47 19 45 60 

100.0% 82.4% 60.5% 36.1% 19.3% 39.5% 16.0% 37.8% 50.4% 

1 億円超～3 億
円以下 

37 33 23 20 14 16 7 20 23 

100.0% 89.2% 62.2% 54.1% 37.8% 43.2% 18.9% 54.1% 62.2% 

3 億円超～10 億
円以下 

25 23 22 14 10 15 6 12 17 

100.0% 92.0% 88.0% 56.0% 40.0% 60.0% 24.0% 48.0% 68.0% 

10 億円超 
24 21 19 13 6 13 8 14 16 

100.0% 87.5% 79.2% 54.2% 25.0% 54.2% 33.3% 58.3% 66.7% 

  合計  

意思決定者
による指揮
命令系統の

確保 

仕入先・販
売先等、関
係者との連
絡手段の確

保 

サプライチ
ェーンの維
持・確保 

二次災害防
止対策 

重要データ
の保全・情
報システム

の維持 

資金調達・
確保 その他 

上記いずれ
にもあては
まらない 

Total 
212 126 69 48 61 77 28 3 8 

100.0% 59.4% 32.5% 22.6% 28.8% 36.3% 13.2% 1.4% 3.8% 

5,000 万円以下 
7 2 1 0 0 1 1 0 0 

100.0% 28.6% 14.3% 0.0% 0.0% 14.3% 14.3% 0.0% 0.0% 

5,000 万円超～
1 億円以下 

119 65 38 26 29 40 14 2 6 

100.0% 54.6% 31.9% 21.8% 24.4% 33.6% 11.8% 1.7% 5.0% 

1 億円超～3 億
円以下 

37 22 10 6 9 14 5 0 2 

100.0% 59.5% 27.0% 16.2% 24.3% 37.8% 13.5% 0.0% 5.4% 

3 億円超～10 億
円以下 

25 21 12 10 10 12 5 1 0 

100.0% 84.0% 48.0% 40.0% 40.0% 48.0% 20.0% 4.0% 0.0% 

10 億円超 
24 16 8 6 13 10 3 0 0 

100.0% 66.7% 33.3% 25.0% 54.2% 41.7% 12.5% 0.0% 0.0%  

 
  



57 

特に有効に機能した項目を資本金額別にみると、３億円超の企業で比較的割合の高い「災害対策本部

の設置と情報収集」は１億円以下企業では有効に機能したとする割合が低い。 
 

図表 75 特に有効に機能した BCP 等の項目（３つまで）（MA）（資本金別クロス） 

 合計 

従業員（及
びその家

族）の安全
確保 

災害対策本
部の設置と
情報収集 

備蓄品
（水・食

料・災害用
品等）の確
保と活用 

予備燃料や
非常用電源
の確保・活

用 

優先順位毎
の重要業務
の実施・継

続 

目標復旧時
間の設定・

実行 

企業・組織
の中枢機能
の維持・確

保 

意思決定者
の参集 

Total 
212 143 90 36 9 25 10 28 46 

100.0% 67.5% 42.5% 17.0% 4.2% 11.8% 4.7% 13.2% 21.7% 

5,000 万円以下 
7 6 2 1 0 1 1 0 2 

100.0% 85.7% 28.6% 14.3% 0.0% 14.3% 14.3% 0.0% 28.6% 

5,000 万円超～
1 億円以下 

119 80 41 17 4 12 6 16 24 

100.0% 67.2% 34.5% 14.3% 3.4% 10.1% 5.0% 13.4% 20.2% 

1 億円超～3 億
円以下 

37 25 16 10 3 5 1 7 9 

100.0% 67.6% 43.2% 27.0% 8.1% 13.5% 2.7% 18.9% 24.3% 

3 億円超～10 億
円以下 

25 19 16 3 1 3 1 2 6 

100.0% 76.0% 64.0% 12.0% 4.0% 12.0% 4.0% 8.0% 24.0% 

10 億円超 
24 13 15 5 1 4 1 3 5 

100.0% 54.2% 62.5% 20.8% 4.2% 16.7% 4.2% 12.5% 20.8% 

 合計 

意思決定者
による指揮
命令系統の

確保 

仕入先・販
売先等、関
係者との連
絡手段の確

保 

サプライチ
ェーンの維
持・確保 

二次災害防
止対策 

重要データ
の保全・情
報システム

の維持 

資金調達・
確保 その他 

上記いずれ
にもあては
まらない 

Total 
212 46 12 4 6 12 2 1 14 

100.0% 21.7% 5.7% 1.9% 2.8% 5.7% 0.9% 0.5% 6.6% 

5,000 万円以下 
7 1 0 0 0 0 0 0 0 

100.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

5,000 万円超～
1 億円以下 

119 26 9 2 5 7 1 1 10 

100.0% 21.8% 7.6% 1.7% 4.2% 5.9% 0.8% 0.8% 8.4% 

1 億円超～3 億
円以下 

37 9 2 1 0 3 1 0 2 

100.0% 24.3% 5.4% 2.7% 0.0% 8.1% 2.7% 0.0% 5.4% 

3 億円超～10 億
円以下 

25 7 0 0 0 1 0 0 1 

100.0% 28.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0% 0.0% 4.0% 

10 億円超 
24 3 1 1 1 1 0 0 1 

100.0% 12.5% 4.2% 4.2% 4.2% 4.2% 0.0% 0.0% 4.2%  
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2) 対応できなかった BCP 等の項目・特に課題と考えられるもの 
対応できなかったBCP等の項目についてみると、いずれも割合は少ないものの「災害対策本部の設置

と情報収集（9.9%）」、「備蓄品（水・食料・災害用品等）の確保と活用（9.9%）」、「意思決定者の参集

（9.0%）」、「目標復旧時間の設定・実行（9.0%）」等が挙げられた。 
また、特に課題と考えられるものとして、対応できなかった項目と合致して、「災害対策本部の設置

と情報収集（8.0%）」、「備蓄品（水・食料・災害用品等）の確保と活用（8.0%）」等となっている。 
このほか、特に対応できなかった項目・特に課題とされるその他の内容として「生産現場の復旧手順」

が挙げられた。 

図表 76 対応できなかった BCP 等の項目・特に課題と考えられるもの（３つまで）（MA） 

 

図表 77 対応できなかった BCP 等の項目・特に課題と考えられるもの（３つまで）（その他の内容） 
〇対応できなかった BCP 等の項目 
･ 資金調達 
･ 生産現場の復旧手順 
･ 修繕の確認 
〇特に課題と考えられるもの 
･ 生産現場の復旧手順 
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災害対策本部の設置と情報収集

備蓄品（水・食料・災害用品等）の確保と

活用

意思決定者の参集

目標復旧時間の設定・実行

予備燃料や非常用電源の確保・活用

重要データの保全・情報システムの維持

従業員（及びその家族）の安全確保

仕入先・販売先等、関係者との連絡手段

の確保

企業・組織の中枢機能の維持・確保

二次災害防止対策

意思決定者による指揮命令系統の確保

サプライチェーンの維持・確保

優先順位毎の重要業務の実施・継続

資金調達・確保

その他

上記いずれにもあてはまらない

(n=212)

対応できなかったBCP等の項目 特に課題と考えられるBCP等の項目（３つまで）
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策定済の BCP・防災計画等の更新・改定予定 

1) 策定済の BCP・防災計画等の更新・改定予定 
 BCP・防災計画等を策定している事業者のうち、策定済の BCP・防災計画等の更新・改定予定につい

てみると、「更新・改定する予定はない（40.2%）」が最も多い。何らかの更新・改訂予定がある事業者

については「BCP を更新・改定予定（29.4%）」、「既存の防災計画等を更新・改定予定（21.0%）」の順

に多い。 
 

図表 78 策定済の BCP・防災計画等の更新・改定予定（SA） 

 
 

図表 79 策定済の BCP・防災計画等の更新・改定予定（その他の内容） 

〇BCP を更新・改定済（３件） 
〇既存の計画に追加した対策を検討（２件） 
･ 既存防災計画に加え BCP 策定予定 
･ 新たな対策を追加 
〇備蓄品に係る計画（２件） 
･ 備蓄品の確保 
･ 防災備蓄品の改善 
〇BCP 以外のあり方の検討 
･ BCP ではない形でのレジリエンスな計画設定が出来ないか検討中 
〇その他（４件） 
･ 検討中（２件） 
･ 防災計画改定検討中 
･ 毎年更新を行っている 

 
  

BCPを更新・改定

予定, 29.4%

既存の防災計画

等をBCPに変更予

定, 6.4%
既存の防災計画

等を更新・改定予

定, 21.0%

更新・改定する予

定はない, 40.2%

その他, 3.0% (n=405)
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業種別では、既に一定の取組・対策が進んでいるライフライン企業、運輸業・郵便業では更新・改定

する予定はないとする割合が比較的高い。また、卸売業ではBCPを更新・改定を予定している割合が高

い。 

図表 80 策定済の BCP・防災計画等の更新・改定予定（SA）（業種別クロス） 

  

合計 
BCP を更

新・改定予定 

既存の防災計

画等を BCP

に変更予定 

既存の防災計

画等を更新・

改定予定 

更新・改定す

る予定はない 
その他 

Q2 主要な業種 
Total 

405 119 26 85 163 12 

100.0% 29.4% 6.4% 21.0% 40.2% 3.0% 

農業・林業・漁業 
1 0 0 0 1 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

鉱業、採石業、砂利

採取業 

1 0 0 0 1 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

建設業 
49 16 2 8 22 1 

100.0% 32.7% 4.1% 16.3% 44.9% 2.0% 

製造業 
148 50 12 35 49 2 

100.0% 33.8% 8.1% 23.6% 33.1% 1.4% 

電気・ガス・熱供

給・水道業 

16 2 0 4 8 2 

100.0% 12.5% 0.0% 25.0% 50.0% 12.5% 

情報通信業 
26 6 2 6 10 2 

100.0% 23.1% 7.7% 23.1% 38.5% 7.7% 

運輸業、郵便業 
21 4 1 5 10 1 

100.0% 19.0% 4.8% 23.8% 47.6% 4.8% 

卸売業 
29 12 2 4 9 2 

100.0% 41.4% 6.9% 13.8% 31.0% 6.9% 

小売業 
18 4 0 6 8 0 

100.0% 22.2% 0.0% 33.3% 44.4% 0.0% 

金融業、保険業 
12 5 0 2 5 0 

100.0% 41.7% 0.0% 16.7% 41.7% 0.0% 

不動産業、物品賃貸

業 

9 0 0 3 6 0 

100.0% 0.0% 0.0% 33.3% 66.7% 0.0% 

学術研究、専門・技

術サービス業 

4 3 0 0 1 0 

100.0% 75.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 

宿泊業、飲食サービ

ス業 

10 2 1 5 2 0 

100.0% 20.0% 10.0% 50.0% 20.0% 0.0% 

生活関連サービス

業、娯楽業 

2 0 0 0 2 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

教育、学習支援業 
3 0 0 0 2 1 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 33.3% 

医療、福祉 
15 5 3 1 6 0 

100.0% 33.3% 20.0% 6.7% 40.0% 0.0% 

複合サービス事業 
4 0 1 1 2 0 

100.0% 0.0% 25.0% 25.0% 50.0% 0.0% 

サービス業（他に分

類されないもの） 

23 7 2 2 12 0 

100.0% 30.4% 8.7% 8.7% 52.2% 0.0% 

その他 
14 3 0 3 7 1 

100.0% 21.4% 0.0% 21.4% 50.0% 7.1% 
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資本金額別では、概ね資本金額の規模に反比例して更新・改定する予定がないとする割合が高い傾向

である。 
 

図表 81 策定済の BCP・防災計画等の更新・改定予定（SA）（資本金別クロス） 

 
 

 合計 
BCP を更新・

改定予定 

既存の防災計画

等を BCP に変

更予定 

既存の防災計画

等を更新・改定

予定 

更新・改定する

予定はない 
その他 

Total 
405 119 26 85 163 12 

100.0% 29.4% 6.4% 21.0% 40.2% 3.0% 

5,000 万円以下 
19 5 1 2 11 0 

100.0% 26.3% 5.3% 10.5% 57.9% 0.0% 

5,000 万円超～1

億円以下 

244 62 21 47 106 8 

100.0% 25.4% 8.6% 19.3% 43.4% 3.3% 

1 億円超～3 億円

以下 

54 21 1 14 17 1 

100.0% 38.9% 1.9% 25.9% 31.5% 1.9% 

3 億円超～10 億

円以下 

54 16 2 14 19 3 

100.0% 29.6% 3.7% 25.9% 35.2% 5.6% 

10 億円超 
34 15 1 8 10 0 

100.0% 44.1% 2.9% 23.5% 29.4% 0.0% 

 
  



62 

2) BCP・防災計画等の更新・改定予定時期 
BCP・防災計画等の更新・改定予定時期は、令和６年度中（59.6%）が６割弱と最も多い。 

 

図表 82 BCP・防災計画等の更新・改定予定時期（SA） 

 
 

図表 83 BCP・防災計画等の更新・改定予定時期（その他の内容） 
･ 対応済み 
･ 事業継続力強化計画 2024.7 認定 
･ 令和 6 年 8 月まで 

 

令和６年度中, 
59.6%

令和７年度以降, 
10.0%

時期は未定, 
29.1%

その他, 1.3% (n=230)
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資本金額別では、概ね資本金額規模に比例して早期に更新・改定するとする割合が高い傾向である。 

図表 84 BCP・防災計画等の更新・改定予定時期（SA）（資本金別クロス） 

 
 

  合計 令和６年度中 令和７年度以降 時期は未定 その他 

Q3 令和６年

６月１日現在

の資本金また

は出資金の額 

Total 
230 137 23 67 3 

100.0% 59.6% 10.0% 29.1% 1.3% 

5,000 万円以下 
8 5 0 2 1 

100.0% 62.5% 0.0% 25.0% 12.5% 

5,000 万円超～1

億円以下 

130 72 17 40 1 

100.0% 55.4% 13.1% 30.8% 0.8% 

1 億円超～3 億円

以下 

36 23 3 10 0 

100.0% 63.9% 8.3% 27.8% 0.0% 

3 億円超～10 億

円以下 

32 18 3 11 0 

100.0% 56.3% 9.4% 34.4% 0.0% 

10 億円超 
24 19 0 4 1 

100.0% 79.2% 0.0% 16.7% 4.2% 

 

（５）事前対策・評価 

事前対策と対策の評価 

1) 地震前から実施していた事前対策・地震対応の際に有効であった事前対策 
 地震前から実施していた事前対策として、「従業員（及びその家族）の安全確保（60.1％）」、「事業に

係る重要な情報（電子・紙）や社内システムのバックアップ（57.1%）」、「緊急時の避難に係る安全確保

の手順、避難方法、避難経路の明確化（51.9%）」の順となっている。 
また、このうち地震対応の際に有効であった事前対策として、「従業員（及びその家族）の安全確保

（51.6％）」の割合が突出している。次いで、「安否確認や相互連絡のための電子システム（災害時のア

プリ、ＳＮＳ等を含む）の導入（30.7%）」、「設備・資機材等の固定・転倒防止対策（29.9%）」である。  
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図表 85 地震前から実施していた事前対策・地震対応の際に有効であった事前対策（MA） 

  

  

60.1%

57.1%

51.9%

47.7%

42.2%

41.5%

39.9%

37.8%

33.0%

32.7%

32.7%

30.6%

30.3%

29.4%

24.5%

23.2%

23.2%

23.1%

21.5%

21.4%

21.3%

21.0%

18.6%

17.3%

16.1%

15.5%

15.4%

15.4%

13.8%

13.1%

11.0%

8.8%

8.5%

12.2%

0.8%

51.6%

22.4%

20.0%

14.6%

18.5%

17.0%

29.9%

30.7%

15.2%

18.5%

15.8%

11.0%

8.7%

20.0%

9.0%

7.5%

8.7%

8.1%

9.0%

6.6%

9.9%

6.3%

5.4%

8.7%

6.9%

5.1%

5.4%

4.2%

5.4%

6.0%

3.6%

4.2%

2.4%

21.8%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員（及びその家族）の安全確保

事業に係る重要な情報（電子・紙）や社内システムの

バックアップ

緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難

経路の明確化

損害保険・共済等への加入

防災対策に関する研修・災害対応訓練の実施

災害対応担当責任者の決定・周知

設備・資機材等の固定・転倒防止対策

安否確認や相互連絡のための災害アプリ、ＳＮＳ等の

導入

本社・グループ会社との応援・受援に関わる協議

重要設備の防災・減災対策

備蓄品（水・食料・災害用品等）の購入・買増し

非常用発電機の確保

金融機関との関係強化

所有資産の耐震化（新耐震基準への対応）・免震工事

の実施

取引先企業との関係強化

業界団体との関係強化

自治体との連携

リスクに対する基本的な対応方針の策定

災害時を想定した代替連絡手段等の確保

会社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析

燃料の備蓄

BCPの定期的な見直し

地域の経済団体（商工会、商工会議所等）との関係強

化

拠点の分散化

本社機能・営業所等の代替施設の確保

代替仕入先の確保

サプライチェーン全体での関係強化

災害時協定の締結促進

防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士

等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設

その他ライフライン（電気・ガス・水道・通信網）の確保

対策

代替製造・生産先の確保

自社製品の代替輸送手段確保

代替販売先の開拓・情報収集等

特になし

その他

地震前から実施していた事前対策（n=715） 地震対応の際に有効であった事前対策(n=335)
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図表 86 地震前から実施していた事前対策・地震対応の際に有効であった事前対策（その他の内容） 

〇地震前から実施していた事前対策 
･ BCP の体制づくり 
･ BCP 対策を連携事業継続力強化計画を申請時に作成した 
･ サプライチェーンの確立 
･ 備品の確保 
･ 基本的に無人で、温泉抽出用のコンプレッサーが稼働している状況 
･ セコム安否確認システムの導入 
〇地震対応の際に有効であった事前対策 
･ 客先対応次第 

 
資本金額別では、概ね資本金額の規模に比例して事前対策項目が網羅される傾向にあるが、規模の大

小によらず取組が進んでいないものとして、「代替仕入先の確保」「代替製造・生産先の確保」「代替販

売先の開拓・情報収集等」「自社製品の代替輸送手段確保」といった既存ルート以外の代替性の確保に

係る取組と「防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得の推奨又は社員への補助制

度の創設」等、社員の自主的な防災力向上に係る支援の取組が挙げられる。 

図表 87 地震前から実施していた事前対策（MA）（資本金別クロス） 

  合計 

従業員（及
びその家

族）の安全
確保 

本社機能・
営業所等の
代替施設の

確保 

所有資産の
耐震化（新
耐震基準

（１９８１
年に改正さ
れた建築基
準法の耐震
基準）への
対応）・免
震工事の実

施 

設備・資機
材等の固

定・転倒防
止対策 

重要設備の
防災・減災

対策 

拠点の分散
化 

燃料の備蓄 非常用発電
機の確保 

その他ライ
フライン

（電気・ガ
ス・水道・
通信網）の
確保対策 

Total 
715 430 115 210 285 234 124 152 219 94 

100.0% 60.1% 16.1% 29.4% 39.9% 32.7% 17.3% 21.3% 30.6% 13.1% 

5,000 万円以
下 

42 20 6 13 14 14 7 7 11 4 

100.0% 47.6% 14.3% 31.0% 33.3% 33.3% 16.7% 16.7% 26.2% 9.5% 

5,000 万円超
～1 億円以下 

497 276 63 125 175 138 74 85 125 47 

100.0% 55.5% 12.7% 25.2% 35.2% 27.8% 14.9% 17.1% 25.2% 9.5% 

1 億円超～3 億
円以下 

74 55 14 24 33 23 12 19 27 13 

100.0% 74.3% 18.9% 32.4% 44.6% 31.1% 16.2% 25.7% 36.5% 17.6% 

3 億円超～10
億円以下 

62 49 19 24 36 33 16 23 30 16 

100.0% 79.0% 30.6% 38.7% 58.1% 53.2% 25.8% 37.1% 48.4% 25.8% 

10 億円超 
40 30 13 24 27 26 15 18 26 14 

100.0% 75.0% 32.5% 60.0% 67.5% 65.0% 37.5% 45.0% 65.0% 35.0% 

  合計 

備蓄品
（水・食

料・災害用
品等）の購
入・買増し 

災害時を想
定した代替
連絡手段等

の確保 
（無線機や
災害時優先
電話（衛星
電話）等） 

安否確認や
相互連絡の
ための電子
システム

（災害時の
アプリ、Ｓ
ＮＳ等を含
む）の導入 

事業に係る
重要な情報
（電子・

紙）や社内
システムの
バックアッ

プ 

代替仕入先
の確保 

代替製造・
生産先の確

保 

代替販売先
の開拓・情
報収集等 

自社製品の
代替輸送手

段確保 

緊急時の避
難に係る安
全確保の手
順、避難方
法、避難経
路の明確化 

Total 
715 234 154 270 408 111 79 61 63 371 

100.0% 32.7% 21.5% 37.8% 57.1% 15.5% 11.0% 8.5% 8.8% 51.9% 

5,000 万円以
下 

42 4 4 12 19 4 3 2 2 18 

100.0% 9.5% 9.5% 28.6% 45.2% 9.5% 7.1% 4.8% 4.8% 42.9% 

5,000 万円超
～1 億円以下 

497 132 86 164 280 76 50 42 43 229 

100.0% 26.6% 17.3% 33.0% 56.3% 15.3% 10.1% 8.5% 8.7% 46.1% 

1 億円超～3 億
円以下 

74 33 26 31 41 11 8 5 6 47 

100.0% 44.6% 35.1% 41.9% 55.4% 14.9% 10.8% 6.8% 8.1% 63.5% 

3 億円超～10
億円以下 

62 40 20 37 39 10 10 6 7 48 

100.0% 64.5% 32.3% 59.7% 62.9% 16.1% 16.1% 9.7% 11.3% 77.4% 

10 億円超 
40 25 18 26 29 10 8 6 5 29 

100.0% 62.5% 45.0% 65.0% 72.5% 25.0% 20.0% 15.0% 12.5% 72.5% 
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  合計 

防災対策に
関する研

修・災害対
応訓練（安
否確認、帰
宅、参集

等）の実施 

防災関連セ
ミナーの定
期受講、防
災関連資格
（防災士

等）取得の
推奨又は社
員への補助
制度の創設 

災害対応担
当責任者の
決定・周知 

金融機関と
の関係強化 

損害保険・
共済等への

加入 

本社・グル
ープ会社と
の応援・受
援に関わる

協議 

業界団体と
の関係強化 

自治体との
連携 

地域の経済
団体（商工
会、商工会
議所等）と
の関係強化 

Total 
715 302 99 297 217 341 236 166 166 133 

100.0% 42.2% 13.8% 41.5% 30.3% 47.7% 33.0% 23.2% 23.2% 18.6% 

5,000 万円以
下 

42 12 4 13 14 22 9 8 10 8 

100.0% 28.6% 9.5% 31.0% 33.3% 52.4% 21.4% 19.0% 23.8% 19.0% 

5,000 万円超
～1 億円以下 

497 182 62 194 157 239 150 108 99 86 

100.0% 36.6% 12.5% 39.0% 31.6% 48.1% 30.2% 21.7% 19.9% 17.3% 

1 億円超～3 億
円以下 

74 40 14 34 18 27 28 17 15 11 

100.0% 54.1% 18.9% 45.9% 24.3% 36.5% 37.8% 23.0% 20.3% 14.9% 

3 億円超～10
億円以下 

62 42 11 34 16 35 25 21 25 15 

100.0% 67.7% 17.7% 54.8% 25.8% 56.5% 40.3% 33.9% 40.3% 24.2% 

10 億円超 
40 26 8 22 12 18 24 12 17 13 

100.0% 65.0% 20.0% 55.0% 30.0% 45.0% 60.0% 30.0% 42.5% 32.5% 

  合計 
取引先企業
との関係強

化 

サプライチ
ェーン全体
での関係強

化 

災害時協定
の締結促進 

BCP の定
期的な見直

し 

会社に生じ
うるリスク
の認識と業
務への影響

の分析 

リスクに対
する基本的
な対応方針

の策定 

特になし その他  

Total 
715 175 110 110 150 153 165 87 6  

100.0% 24.5% 15.4% 15.4% 21.0% 21.4% 23.1% 12.2% 0.8%  

5,000 万円以
下 

42 10 4 3 4 5 4 6 2  

100.0% 23.8% 9.5% 7.1% 9.5% 11.9% 9.5% 14.3% 4.8%  

5,000 万円超
～1 億円以下 

497 114 65 67 80 82 94 74 2  

100.0% 22.9% 13.1% 13.5% 16.1% 16.5% 18.9% 14.9% 0.4%  

1 億円超～3 億
円以下 

74 15 11 14 23 24 21 4 2  

100.0% 20.3% 14.9% 18.9% 31.1% 32.4% 28.4% 5.4% 2.7%  

3 億円超～10
億円以下 

62 20 15 16 22 23 24 1 0  

100.0% 32.3% 24.2% 25.8% 35.5% 37.1% 38.7% 1.6% 0.0%  

10 億円超 
40 16 15 10 21 19 22 2 0  

100.0% 40.0% 37.5% 25.0% 52.5% 47.5% 55.0% 5.0% 0.0%   
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地震対応の際に有効な対策について事前対策の自己評価別にみると、上位３位は全体の傾向と同様で

あるが、４位以降が異なり、「緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の明確化」（全

体では７位）、「所有資産の耐震化・免震工事の実施」（全体では６位）、「重要設備の防災・減災対策」

（全体では８位）、「備蓄品の購入・買増し」（全体では 11 位）、「災害対応担当責任者の決定・周知（全

体では 10 位）、「事業に係る重要な情報や社内システムのバックアップ」（全体では４位）となってい

る。特にランキング上位には従業員の安全対策施設・設備の安全対策に係る内容が多くを占めた。 
 

図表 88 地震対応の際に有効であった事前対策（MA）（Q22 防災対策・事業継続のための事前の備えについ

ての自己評価別クロス）ランキング 
 全体 事前対策自己評価「事前対策はできていた」 

1 従業員（及びその家族）の安全確保 51.6% 従業員（及びその家族）の安全確保 71.0% 

2 
安否確認や相互連絡のための電子システム（災
害時のアプリ、ＳＮＳ等を含む）の導入 

30.7% 
安否確認や相互連絡のための電子システム（災
害時のアプリ、ＳＮＳ等を含む）の導入 

41.3% 

3 設備・資機材等の固定・転倒防止対策 29.9% 設備・資機材等の固定・転倒防止対策 39.9% 

4 
事業に係る重要な情報（電子・紙）や社内シス
テムのバックアップ 

22.4% 
緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方
法、避難経路の明確化 

29.7% 

5 特になし 21.8% 
所有資産の耐震化（新耐震基準（１９８１年に
改正された建築基準法の耐震基準）への対
応）・免震工事の実施 

29.0% 

6 
所有資産の耐震化（新耐震基準（１９８１年に
改正された建築基準法の耐震基準）への対
応）・免震工事の実施 

20.0% 重要設備の防災・減災対策 28.3% 

7 
緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方
法、避難経路の明確化 

20.0% 
防災対策に関する研修・災害対応訓練（安否確
認、帰宅、参集等）の実施 

28.3% 

8 重要設備の防災・減災対策 18.5% 
備蓄品（水・食料・災害用品等）の購入・買増
し 

27.5% 

9 
防災対策に関する研修・災害対応訓練（安否確
認、帰宅、参集等）の実施 

18.5% 災害対応担当責任者の決定・周知 26.8% 

10 災害対応担当責任者の決定・周知 17.0% 
事業に係る重要な情報（電子・紙）や社内シス
テムのバックアップ 

26.1% 

11 
備蓄品（水・食料・災害用品等）の購入・買増
し 

15.8% 
本社・グループ会社との応援・受援に関わる協
議 

23.2% 

12 
本社・グループ会社との応援・受援に関わる協
議 

15.2% 損害保険・共済等への加入 18.8% 

13 損害保険・共済等への加入 14.6% リスクに対する基本的な対応方針の策定 16.7% 

14 非常用発電機の確保 11.0% 非常用発電機の確保 15.9% 

15 燃料の備蓄 9.9% 燃料の備蓄 15.2% 

16 
災害時を想定した代替連絡手段等の確保 （無
線機や災害時優先電話（衛星電話）等） 

9.0% 
会社に生じうるリスクの認識と業務への影響の
分析 

14.5% 

17 取引先企業との関係強化 9.0% 拠点の分散化 13.0% 

18 拠点の分散化 8.7% 自治体との連携強化 12.3% 

19 金融機関との関係強化 8.7% BCP の定期的な見直し 12.3% 

20 自治体との連携強化 8.7% 取引先企業との関係強化 11.6% 
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2) 地震を踏まえ新たに実施した事前対策 
地震を踏まえ新たに実施した事前対策として、いずれの項目もほぼ横並びであるが、「設備・資機材

等の固定・転倒防止対策（15.2%）」、「備蓄品（水・食料・災害用品等）の購入・買増し

（13.5%）」、「安否確認や相互連絡のための災害アプリ、SNS 等の導入（11.5％）」、「会社に生じ

うるリスクの認識と業務への影響の分析（11.3％）」の順である。 
 

図表 89 地震を踏まえ新たに実施した事前対策（MA） 
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3.0%

3.0%

2.6%

2.6%

2.4%

43.4%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設備・資機材等の固定・転倒防止対策

備蓄品（水・食料・災害用品等）の購入・買増し

安否確認や相互連絡のための災害アプリ、ＳＮＳ等の導入

会社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析

BCPの定期的な見直し

リスクに対する基本的な対応方針の策定

緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避難経路の…

従業員（及びその家族）の安全確保

重要設備の防災・減災対策

防災対策に関する研修・災害対応訓練の実施

事業に係る重要な情報（電子・紙）や社内システムのバックアップ

防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士等）取得…

代替仕入先の確保

災害時を想定した代替連絡手段等の確保

災害対応担当責任者の決定・周知

非常用発電機の確保

自治体

その他ライフライン（電気・ガス・水道・通信網）の確保対策

本社・グループ会社との応援・受援に関わる協議

金融機関との関係強化

地域の経済団体（商工会、商工会議所等）との関係強化

取引先企業との関係強化

燃料の備蓄

代替製造・生産先の確保

業界団体との関係強化

代替販売先の開拓・情報収集等

損害保険・共済等への加入

サプライチェーン全体での関係強化

所有資産の耐震化（新耐震基準への対応）・免震工事の実施

災害時協定の締結促進

本社機能・営業所等の代替施設の確保

自社製品の代替輸送手段確保

拠点の分散化

特になし

その他

(n=495)
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図表 90 地震を踏まえ新たに実施した事前対策（その他の内容） 

･ 地震に特化した避難訓練 
･ 建物の耐震強化 
･ 緊急連絡先の再確認 
･ 自治体とのスムーズな連携 
･ 責任者の任命 
･ 再度液状化をさせないための有機土木の考え方に基づいた復旧工事 
･ ジギョケイ 
･ 被災地への支援 

 
3) 今後実施したいが現時点でできていない事前対策 
今後実施したいができていない対策として、「その他ライフライン確保対策（43.6％）」が最も多く、

次いで「自社製品の代替輸送手段確保（39.7%）」、「代替販売先の開拓・情報収集等（39.0%）」、「本社

機能・営業所等の代替施設の確保（38.3％）」の順であり、割合の多い対策には、個社の取組では及ば

ない対策についての支援ニーズが垣間見える。 
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図表 91 今後実施したいができていない事前対策（MA） 
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19.4%

18.9%

18.5%

18.3%

16.4%

13.4%

26.1%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他ライフライン（電気・ガス・水道・通信網）の確保

対策

自社製品の代替輸送手段確保

代替販売先の開拓・情報収集等

本社機能・営業所等の代替施設の確保

代替製造・生産先の確保

防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士

等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設

災害時を想定した代替連絡手段等の確保

BCPの定期的な見直し

燃料の備蓄

会社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析

災害時協定の締結促進

代替仕入先の確保

拠点の分散化

リスクに対する基本的な対応方針の策定

サプライチェーン全体での関係強化

非常用発電機の確保

地域の経済団体（商工会、商工会議所等）との関係強

化

自治体との連携強化

備蓄品（水・食料・災害用品等）の購入・買増し

業界団体との関係強化

取引先企業との関係強化

所有資産の耐震化（新耐震基準への対応）・免震工事

の実施

防災対策に関する研修・災害対応訓練の実施

安否確認や相互連絡のための災害アプリ、ＳＮＳ等の

導入

重要設備の防災・減災対策

本社・グループ会社との応援・受援に関わる協議

金融機関との関係強化

設備・資機材等の固定・転倒防止対策

緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避

難経路の明確化

災害対応担当責任者の決定・周知

従業員（及びその家族）の安全確保

損害保険・共済等への加入

事業に係る重要な情報（電子・紙）や社内システムの

バックアップ

特になし

その他

(n=567)
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図表 92 今後実施したいが現時点でできていない事前対策（その他の内容） 

･ 設備の転倒防止 
･ 老朽化設備の更新 
･ 食料品の備蓄 
･ BCM 体制 
･ リスク解析 
･ BCP 策定 
･ 他事務所と調整中 

 
業種別では、全体の傾向と比較して特徴が表れた業種として、建設業で「本社機能・営業所等の代替

施設の確保」「燃料の備蓄」「事業に係る重要な情報（電子・紙）や社内システムのバックアップ」が、

製造業で「拠点の分散化」「非常用発電機の確保」「その他ライフライン（電気・ガス・水道・通信網）

の確保対策」が指摘された。また、運輸業、郵便業で「本社機能・営業所等の代替施設の確保」「拠点

の分散化」「備蓄品（水・食料・災害用品等）の購入・買増し」「災害時を想定した代替連絡手段等の確

保（無線機や災害時優先電話（衛星電話）等）」と比較的多くの項目の割合が高くなったほか、小売業

とサービス業で「その他ライフライン（電気・ガス・水道・通信網）の確保対策」が指摘された。 
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図表 93 今後実施したいができていない事前対策（MA）（業種別クロス） 

  合計  

従業員（及
びその家

族）の安全
確保 

本社機能・
営業所等の

代替施設の
確保 

所有資産の
耐震化・免

震工事の実
施 

設備・資機
材等の固

定・転倒防
止対策 

重要設備の
防災・減災

対策 

拠点の分散

化 
燃料の備蓄 

Total 
567 104 217 150 110 133 191 199 

100.0% 18.3% 38.3% 26.5% 19.4% 23.5% 33.7% 35.1% 

農業・林業・漁業 
6 2 2 2 2 2 2 2 

100.0% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 

鉱業、採石業、砂利採取
業 

3 0 0 0 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

建設業 
79 17 35 24 16 20 23 32 

100.0% 21.5% 44.3% 30.4% 20.3% 25.3% 29.1% 40.5% 

製造業 
189 32 78 59 41 53 78 76 

100.0% 16.9% 41.3% 31.2% 21.7% 28.0% 41.3% 40.2% 

電気・ガス・熱供給・水
道業 

12 1 4 1 1 1 2 1 

100.0% 8.3% 33.3% 8.3% 8.3% 8.3% 16.7% 8.3% 

情報通信業 
24 4 7 0 0 1 6 5 

100.0% 16.7% 29.2% 0.0% 0.0% 4.2% 25.0% 20.8% 

運輸業、郵便業 
29 4 13 7 9 8 11 10 

100.0% 13.8% 44.8% 24.1% 31.0% 27.6% 37.9% 34.5% 

卸売業 
55 11 21 16 8 12 15 22 

100.0% 20.0% 38.2% 29.1% 14.5% 21.8% 27.3% 40.0% 

小売業 
20 2 6 2 6 6 5 7 

100.0% 10.0% 30.0% 10.0% 30.0% 30.0% 25.0% 35.0% 

金融業、保険業 
11 1 3 5 4 4 3 2 

100.0% 9.1% 27.3% 45.5% 36.4% 36.4% 27.3% 18.2% 

不動産業、物品賃貸業 
28 8 8 4 5 5 9 7 

100.0% 28.6% 28.6% 14.3% 17.9% 17.9% 32.1% 25.0% 

学術研究、専門・技術サ
ービス業 

6 1 2 1 1 0 1 0 

100.0% 16.7% 33.3% 16.7% 16.7% 0.0% 16.7% 0.0% 

宿泊業、飲食サービス業 
16 3 8 4 3 2 7 6 

100.0% 18.8% 50.0% 25.0% 18.8% 12.5% 43.8% 37.5% 

生活関連サービス業、娯
楽業 

19 7 9 5 6 7 8 8 

100.0% 36.8% 47.4% 26.3% 31.6% 36.8% 42.1% 42.1% 

教育、学習支援業 
4 0 0 0 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 
13 4 6 5 3 2 7 7 

100.0% 30.8% 46.2% 38.5% 23.1% 15.4% 53.8% 53.8% 

複合サービス事業 
5 1 3 2 0 0 2 1 

100.0% 20.0% 60.0% 40.0% 0.0% 0.0% 40.0% 20.0% 

サービス業（他に分類さ
れないもの） 

28 3 7 8 4 6 8 8 

100.0% 10.7% 25.0% 28.6% 14.3% 21.4% 28.6% 28.6% 

その他 
20 3 5 5 1 4 4 5 

100.0% 15.0% 25.0% 25.0% 5.0% 20.0% 20.0% 25.0% 

  合計  
非常用発電
機の確保 

その他ライ

フライン
（電気・ガ
ス・水道・

通信網）の
確保対策 

備蓄品
（水・食

料・災害用
品等）の購
入・買増し 

災害時を想
定した代替

連絡手段等
の確保 

（無線機や

災害時優先
電話（衛星
電話）等） 

安否確認や
相互連絡の

ための電子
システム

（災害時の

アプリ、Ｓ
ＮＳ等を含
む）の導入 

事業に係る
重要な情報
（電子・

紙）や社内
システムの
バックアッ

プ 

代替仕入先
の確保 

Total 
567 184 247 166 207 139 76 192 

100.0% 32.5% 43.6% 29.3% 36.5% 24.5% 13.4% 33.9% 

農業・林業・漁業 
6 2 2 2 2 2 1 2 

100.0% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 16.7% 33.3% 

鉱業、採石業、砂利採取

業 

3 0 0 0 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

建設業 79 20 33 21 27 18 15 29 
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100.0% 25.3% 41.8% 26.6% 34.2% 22.8% 19.0% 36.7% 

製造業 
189 72 96 56 73 44 23 68 

100.0% 38.1% 50.8% 29.6% 38.6% 23.3% 12.2% 36.0% 

電気・ガス・熱供給・水
道業 

12 2 1 3 3 2 0 2 

100.0% 16.7% 8.3% 25.0% 25.0% 16.7% 0.0% 16.7% 

情報通信業 
24 2 8 6 7 2 1 10 

100.0% 8.3% 33.3% 25.0% 29.2% 8.3% 4.2% 41.7% 

運輸業、郵便業 
29 9 13 12 15 10 5 9 

100.0% 31.0% 44.8% 41.4% 51.7% 34.5% 17.2% 31.0% 

卸売業 
55 24 26 17 21 15 7 13 

100.0% 43.6% 47.3% 30.9% 38.2% 27.3% 12.7% 23.6% 

小売業 
20 6 10 9 6 4 4 6 

100.0% 30.0% 50.0% 45.0% 30.0% 20.0% 20.0% 30.0% 

金融業、保険業 
11 3 3 0 3 1 0 4 

100.0% 27.3% 27.3% 0.0% 27.3% 9.1% 0.0% 36.4% 

不動産業、物品賃貸業 
28 5 8 5 10 7 3 11 

100.0% 17.9% 28.6% 17.9% 35.7% 25.0% 10.7% 39.3% 

学術研究、専門・技術サ
ービス業 

6 3 3 2 1 3 2 3 

100.0% 50.0% 50.0% 33.3% 16.7% 50.0% 33.3% 50.0% 

宿泊業、飲食サービス業 
16 3 8 6 8 4 3 4 

100.0% 18.8% 50.0% 37.5% 50.0% 25.0% 18.8% 25.0% 

生活関連サービス業、娯
楽業 

19 7 8 9 8 8 4 9 

100.0% 36.8% 42.1% 47.4% 42.1% 42.1% 21.1% 47.4% 

教育、学習支援業 
4 0 0 0 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 
13 8 7 3 7 4 3 6 

100.0% 61.5% 53.8% 23.1% 53.8% 30.8% 23.1% 46.2% 

複合サービス事業 
5 2 1 1 1 2 1 2 

100.0% 40.0% 20.0% 20.0% 20.0% 40.0% 20.0% 40.0% 

サービス業（他に分類さ
れないもの） 

28 9 13 8 7 10 3 10 

100.0% 32.1% 46.4% 28.6% 25.0% 35.7% 10.7% 35.7% 

その他 
20 7 7 6 8 3 1 4 

100.0% 35.0% 35.0% 30.0% 40.0% 15.0% 5.0% 20.0% 

  合計  
代替製造・
生産先の確

保 

代替販売先
の開拓・情
報収集等 

自社製品の
代替輸送手

段確保 

緊急時の避
難に係る安
全確保の手

順、避難方
法、避難経
路の明確化 

防災対策に
関する研

修・災害対
応訓練（安
否確認、帰

宅、参集
等）の実施 

防災関連セ
ミナーの定
期受講、防

災関連資格
（防災士

等）取得の

推奨又は社
員への補助
制度の創設 

災害対応担
当責任者の
決定・周知 

Total 
567 211 221 225 107 143 211 105 

100.0% 37.2% 39.0% 39.7% 18.9% 25.2% 37.2% 18.5% 

農業・林業・漁業 
6 2 2 2 2 2 2 1 

100.0% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 16.7% 

鉱業、採石業、砂利採取

業 

3 0 0 0 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

建設業 
79 27 30 30 18 22 28 10 

100.0% 34.2% 38.0% 38.0% 22.8% 27.8% 35.4% 12.7% 

製造業 
189 74 75 81 30 50 69 35 

100.0% 39.2% 39.7% 42.9% 15.9% 26.5% 36.5% 18.5% 

電気・ガス・熱供給・水

道業 

12 3 4 4 1 1 3 1 

100.0% 25.0% 33.3% 33.3% 8.3% 8.3% 25.0% 8.3% 

情報通信業 
24 10 10 10 3 7 11 7 

100.0% 41.7% 41.7% 41.7% 12.5% 29.2% 45.8% 29.2% 

運輸業、郵便業 
29 13 13 12 9 14 14 8 

100.0% 44.8% 44.8% 41.4% 31.0% 48.3% 48.3% 27.6% 

卸売業 55 18 24 23 14 10 20 10 
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100.0% 32.7% 43.6% 41.8% 25.5% 18.2% 36.4% 18.2% 

小売業 
20 7 6 6 4 4 7 4 

100.0% 35.0% 30.0% 30.0% 20.0% 20.0% 35.0% 20.0% 

金融業、保険業 
11 4 4 5 1 2 5 2 

100.0% 36.4% 36.4% 45.5% 9.1% 18.2% 45.5% 18.2% 

不動産業、物品賃貸業 
28 10 10 10 5 6 9 5 

100.0% 35.7% 35.7% 35.7% 17.9% 21.4% 32.1% 17.9% 

学術研究、専門・技術サ

ービス業 

6 1 3 1 1 2 2 1 

100.0% 16.7% 50.0% 16.7% 16.7% 33.3% 33.3% 16.7% 

宿泊業、飲食サービス業 
16 8 8 8 2 5 8 5 

100.0% 50.0% 50.0% 50.0% 12.5% 31.3% 50.0% 31.3% 

生活関連サービス業、娯
楽業 

19 9 9 9 6 5 9 4 

100.0% 47.4% 47.4% 47.4% 31.6% 26.3% 47.4% 21.1% 

教育、学習支援業 
4 0 0 0 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 
13 9 9 8 2 1 7 3 

100.0% 69.2% 69.2% 61.5% 15.4% 7.7% 53.8% 23.1% 

複合サービス事業 
5 2 1 1 1 1 3 0 

100.0% 40.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 60.0% 0.0% 

サービス業（他に分類さ

れないもの） 

28 10 10 10 5 7 9 4 

100.0% 35.7% 35.7% 35.7% 17.9% 25.0% 32.1% 14.3% 

その他 
20 4 3 5 3 4 5 5 

100.0% 20.0% 15.0% 25.0% 15.0% 20.0% 25.0% 25.0% 

  合計  
金融機関と
の関係強化 

損害保険・

共済等への
加入 

本社・グル
ープ会社と

の応援・受
援に関わる

協議 

業界団体と
の関係強化 

自治体との
連携 

地域の経済
団体（商工

会、商工会
議所等）と
の関係強化 

取引先企業

との関係強
化 

Total 
567 125 93 132 163 167 172 157 

100.0% 22.0% 16.4% 23.3% 28.7% 29.5% 30.3% 27.7% 

農業・林業・漁業 
6 2 1 2 2 1 2 1 

100.0% 33.3% 16.7% 33.3% 33.3% 16.7% 33.3% 16.7% 

鉱業、採石業、砂利採取

業 

3 0 0 0 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

建設業 
79 16 7 17 15 19 20 18 

100.0% 20.3% 8.9% 21.5% 19.0% 24.1% 25.3% 22.8% 

製造業 
189 41 34 43 62 65 63 50 

100.0% 21.7% 18.0% 22.8% 32.8% 34.4% 33.3% 26.5% 

電気・ガス・熱供給・水

道業 

12 1 1 1 2 1 1 0 

100.0% 8.3% 8.3% 8.3% 16.7% 8.3% 8.3% 0.0% 

情報通信業 
24 9 6 7 8 7 9 8 

100.0% 37.5% 25.0% 29.2% 33.3% 29.2% 37.5% 33.3% 

運輸業、郵便業 
29 9 5 7 9 9 10 8 

100.0% 31.0% 17.2% 24.1% 31.0% 31.0% 34.5% 27.6% 

卸売業 
55 10 11 13 21 21 20 22 

100.0% 18.2% 20.0% 23.6% 38.2% 38.2% 36.4% 40.0% 

小売業 
20 5 3 4 5 6 5 6 

100.0% 25.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 25.0% 30.0% 

金融業、保険業 
11 2 2 1 2 4 3 3 

100.0% 18.2% 18.2% 9.1% 18.2% 36.4% 27.3% 27.3% 

不動産業、物品賃貸業 
28 4 3 7 6 6 7 7 

100.0% 14.3% 10.7% 25.0% 21.4% 21.4% 25.0% 25.0% 

学術研究、専門・技術サ
ービス業 

6 1 1 0 1 2 1 1 

100.0% 16.7% 16.7% 0.0% 16.7% 33.3% 16.7% 16.7% 

宿泊業、飲食サービス業 
16 4 2 7 4 4 6 5 

100.0% 25.0% 12.5% 43.8% 25.0% 25.0% 37.5% 31.3% 

生活関連サービス業、娯

楽業 

19 6 5 8 7 6 5 6 

100.0% 31.6% 26.3% 42.1% 36.8% 31.6% 26.3% 31.6% 
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教育、学習支援業 
4 0 0 0 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 
13 5 5 5 6 4 7 6 

100.0% 38.5% 38.5% 38.5% 46.2% 30.8% 53.8% 46.2% 

複合サービス事業 
5 1 0 1 1 1 1 1 

100.0% 20.0% 0.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 

サービス業（他に分類さ
れないもの） 

28 6 5 7 10 7 8 10 

100.0% 21.4% 17.9% 25.0% 35.7% 25.0% 28.6% 35.7% 

その他 
20 3 2 2 2 4 4 5 

100.0% 15.0% 10.0% 10.0% 10.0% 20.0% 20.0% 25.0% 

  合計  

サプライチ
ェーン全体
での関係強

化 

災害時協定
の締結促進 

BCP の定期
的な見直し 

会社に生じ
うるリスク
の認識と業
務への影響

の分析 

リスクに対
する基本的
な対応方針

の策定 

特になし その他 

Total 
567 185 193 206 197 187 148 10 

100.0% 32.6% 34.0% 36.3% 34.7% 33.0% 26.1% 1.8% 

農業・林業・漁業 
6 2 2 3 2 2 3 0 

100.0% 33.3% 33.3% 50.0% 33.3% 33.3% 50.0% 0.0% 

鉱業、採石業、砂利採取
業 

3 0 0 0 0 0 3 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

建設業 
79 24 16 24 23 23 20 3 

100.0% 30.4% 20.3% 30.4% 29.1% 29.1% 25.3% 3.8% 

製造業 
189 59 77 78 71 63 34 4 

100.0% 31.2% 40.7% 41.3% 37.6% 33.3% 18.0% 2.1% 

電気・ガス・熱供給・水
道業 

12 1 1 3 2 4 4 0 

100.0% 8.3% 8.3% 25.0% 16.7% 33.3% 33.3% 0.0% 

情報通信業 
24 8 6 9 10 7 4 0 

100.0% 33.3% 25.0% 37.5% 41.7% 29.2% 16.7% 0.0% 

運輸業、郵便業 
29 10 7 10 13 12 2 1 

100.0% 34.5% 24.1% 34.5% 44.8% 41.4% 6.9% 3.4% 

卸売業 
55 24 22 22 24 21 14 1 

100.0% 43.6% 40.0% 40.0% 43.6% 38.2% 25.5% 1.8% 

小売業 
20 6 7 8 6 8 8 0 

100.0% 30.0% 35.0% 40.0% 30.0% 40.0% 40.0% 0.0% 

金融業、保険業 
11 3 4 1 2 1 4 0 

100.0% 27.3% 36.4% 9.1% 18.2% 9.1% 36.4% 0.0% 

不動産業、物品賃貸業 
28 8 8 8 8 9 14 0 

100.0% 28.6% 28.6% 28.6% 28.6% 32.1% 50.0% 0.0% 

学術研究、専門・技術サ
ービス業 

6 2 1 1 1 1 1 0 

100.0% 33.3% 16.7% 16.7% 16.7% 16.7% 16.7% 0.0% 

宿泊業、飲食サービス業 
16 7 8 7 6 8 5 0 

100.0% 43.8% 50.0% 43.8% 37.5% 50.0% 31.3% 0.0% 

生活関連サービス業、娯
楽業 

19 7 7 9 9 9 6 0 

100.0% 36.8% 36.8% 47.4% 47.4% 47.4% 31.6% 0.0% 

教育、学習支援業 
4 0 0 0 0 0 4 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

医療、福祉 
13 7 7 6 4 4 1 0 

100.0% 53.8% 53.8% 46.2% 30.8% 30.8% 7.7% 0.0% 

複合サービス事業 
5 2 2 2 2 1 0 0 

100.0% 40.0% 40.0% 40.0% 40.0% 20.0% 0.0% 0.0% 

サービス業（他に分類さ
れないもの） 

28 11 11 9 8 8 12 1 

100.0% 39.3% 39.3% 32.1% 28.6% 28.6% 42.9% 3.6% 

その他 
20 4 7 6 6 6 9 0 

100.0% 20.0% 35.0% 30.0% 30.0% 30.0% 45.0% 0.0% 
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資本金額別に今後実施したいが現時点でできていない対策についてみると、１億円超～３億円以下の

中堅規模の事業者では、燃料の備蓄、非常用発電機の確保、備蓄品の買増し、安否確認等のための電子

システム導入、損害保険への加入等、多岐にわたるニーズがみられた。他方、10 億円超の大企業では、

業界団体との連携強化、地域の経済団体との関係強化、災害時協定の締結促進等を中心として、業界、

地域を核とした水平的な連携・関係強化に関するニーズが顕著に示された。このほか、防災関連セミナ

ーの受講ニーズ、金融機関との連携、損害保険・共済への加入等の経済的な連携・対策ニーズ、代替販

売先の開拓や自社製品の代替輸送手段確保等のバックアップ体制についてのニーズ等もみられる。 

 

図表 94 今後実施したいができていない事前対策（MA）（資本金別クロス） 

 合計 

従業員（及
びその家

族）の安全
確保 

本社機能・
営業所等の
代替施設の

確保 

所有資産の
耐震化・免
震工事の実

施 

設備・資機
材等の固

定・転倒防
止対策 

重要設備の
防災・減災

対策 

拠点の分散
化 燃料の備蓄 

非常用発電
機の確保 

その他ライ
フライン

（電気・ガ
ス・水道・
通信網）の
確保対策 

Total 
567 104 217 150 110 133 191 199 184 247 

100.0% 18.3% 38.3% 26.5% 19.4% 23.5% 33.7% 35.1% 32.5% 43.6% 

5,000 万円以
下 

36 8 12 7 5 7 10 10 10 11 

100.0% 22.2% 33.3% 19.4% 13.9% 19.4% 27.8% 27.8% 27.8% 30.6% 

5,000 万円超
～1 億円以下 

414 81 167 118 88 107 149 150 138 186 

100.0% 19.6% 40.3% 28.5% 21.3% 25.8% 36.0% 36.2% 33.3% 44.9% 

1 億円超～3 億
円以下 

48 8 15 11 9 12 17 20 19 21 

100.0% 16.7% 31.3% 22.9% 18.8% 25.0% 35.4% 41.7% 39.6% 43.8% 

3 億円超～10
億円以下 

45 4 13 10 5 5 9 12 12 19 

100.0% 8.9% 28.9% 22.2% 11.1% 11.1% 20.0% 26.7% 26.7% 42.2% 

10 億円超 
24 3 10 4 3 2 6 7 5 10 

100.0% 12.5% 41.7% 16.7% 12.5% 8.3% 25.0% 29.2% 20.8% 41.7% 

 合計 

備蓄品
（水・食

料・災害用
品等）の購
入・買増し 

災害時を想
定した代替
連絡手段等

の確保 
（無線機や
災害時優先
電話（衛星
電話）等） 

安否確認や
相互連絡の
ための電子
システム

（災害時の
アプリ、Ｓ
ＮＳ等を含
む）の導入 

事業に係る
重要な情報
（電子・

紙）や社内
システムの
バックアッ

プ 

代替仕入先
の確保 

代替製造・
生産先の確

保 

代替販売先
の開拓・情
報収集等 

自社製品の
代替輸送手

段確保 

緊急時の避
難に係る安
全確保の手
順、避難方
法、避難経
路の明確化 

Total 
567 166 207 139 76 192 211 221 225 107 

100.0% 29.3% 36.5% 24.5% 13.4% 33.9% 37.2% 39.0% 39.7% 18.9% 

5,000 万円以
下 

36 8 12 5 5 14 14 15 15 6 

100.0% 22.2% 33.3% 13.9% 13.9% 38.9% 38.9% 41.7% 41.7% 16.7% 

5,000 万円超
～1 億円以下 

414 129 153 111 62 140 154 160 165 89 

100.0% 31.2% 37.0% 26.8% 15.0% 33.8% 37.2% 38.6% 39.9% 21.5% 

1 億円超～3 億
円以下 

48 17 16 16 5 16 19 19 18 8 

100.0% 35.4% 33.3% 33.3% 10.4% 33.3% 39.6% 39.6% 37.5% 16.7% 

3 億円超～10
億円以下 

45 8 17 3 1 15 15 15 14 3 

100.0% 17.8% 37.8% 6.7% 2.2% 33.3% 33.3% 33.3% 31.1% 6.7% 

10 億円超 
24 4 9 4 3 7 9 12 13 1 

100.0% 16.7% 37.5% 16.7% 12.5% 29.2% 37.5% 50.0% 54.2% 4.2% 

 合計 

防災対策に
関する研

修・災害対
応訓練（安
否確認、帰
宅、参集

等）の実施 

防災関連セ
ミナーの定
期受講、防
災関連資格
（防災士

等）取得の
推奨又は社
員への補助
制度の創設 

災害対応担
当責任者の
決定・周知 

金融機関と
の関係強化 

損害保険・
共済等への

加入 

本社・グル
ープ会社と
の応援・受
援に関わる

協議 

業界団体と
の関係強化 

自治体との
連携 

地域の経済
団体（商工
会、商工会
議所等）と
の関係強化 

Total 
567 143 211 105 125 93 132 163 167 172 

100.0% 25.2% 37.2% 18.5% 22.0% 16.4% 23.3% 28.7% 29.5% 30.3% 

5,000 万円以
下 

36 9 15 8 8 5 7 11 8 11 

100.0% 25.0% 41.7% 22.2% 22.2% 13.9% 19.4% 30.6% 22.2% 30.6% 

5,000 万円超
～1 億円以下 

414 108 152 80 90 63 99 119 129 127 

100.0% 26.1% 36.7% 19.3% 21.7% 15.2% 23.9% 28.7% 31.2% 30.7% 

48 12 16 7 10 12 12 14 14 15 
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1 億円超～3 億
円以下 

100.0% 25.0% 33.3% 14.6% 20.8% 25.0% 25.0% 29.2% 29.2% 31.3% 

3 億円超～10
億円以下 

45 7 16 5 10 7 9 9 10 10 

100.0% 15.6% 35.6% 11.1% 22.2% 15.6% 20.0% 20.0% 22.2% 22.2% 

10 億円超 
24 7 12 5 7 6 5 10 6 9 

100.0% 29.2% 50.0% 20.8% 29.2% 25.0% 20.8% 41.7% 25.0% 37.5% 

 合計 
取引先企業
との関係強

化 

サプライチ
ェーン全体
での関係強

化 

災害時協定
の締結促進 

BCP の定
期的な見直

し 

会社に生じ
うるリスク
の認識と業
務への影響

の分析 

リスクに対
する基本的
な対応方針

の策定 

特になし その他  

Total 
567 157 185 193 206 197 187 148 10  

100.0% 27.7% 32.6% 34.0% 36.3% 34.7% 33.0% 26.1% 1.8%  

5,000 万円以
下 

36 9 11 15 14 12 13 10 1  

100.0% 25.0% 30.6% 41.7% 38.9% 33.3% 36.1% 27.8% 2.8%  

5,000 万円超
～1 億円以下 

414 117 138 144 160 151 143 109 5  

100.0% 28.3% 33.3% 34.8% 38.6% 36.5% 34.5% 26.3% 1.2%  

1 億円超～3 億
円以下 

48 13 15 16 18 17 17 11 1  

100.0% 27.1% 31.3% 33.3% 37.5% 35.4% 35.4% 22.9% 2.1%  

3 億円超～10
億円以下 

45 11 12 8 10 12 9 12 2  

100.0% 24.4% 26.7% 17.8% 22.2% 26.7% 20.0% 26.7% 4.4%  

10 億円超 
24 7 9 10 4 5 5 6 1  

100.0% 29.2% 37.5% 41.7% 16.7% 20.8% 20.8% 25.0% 4.2%   
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備蓄品の確保状況と評価 

1) 備蓄品の内容と評価／追加意向 
地震前から確保していた備蓄品についてみると、コロナ禍の影響を受け「マスク、手指消毒剤」が最

も高く 74.3%を占めたほか、「水（63.9%）」、「食料（48.4%）」と続く。 
このうち、地震発生時に有効であったものとして、「水（27.6％）」、「マスク・手指消毒剤（22.8％）」、

「食料（18.6％）」と上位３項目が一致している。 
さらに、地震を踏まえ新たに追加した／したい備蓄品として「水（23.1%）」が最も多いが、次いで

「簡易トイレ（22.3%）」、「食料（21.2％）」とライフラインの寸断が長期化した影響を受けた結果

となった。 

図表 95 備蓄品の内容と評価／追加意向（MA） 
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22.3%

14.9%
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燃料(非常用発電機用)

簡易トイレ

衛生用品（生理用品）

その他

特になし

地震前から確保していたもの(n=599) 地震時に有効であったもの(n=355)

地震を踏まえ新たに追加した/したいもの(n=763)
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図表 96 地震前から確保していたもの・地震時に有効だった備蓄品・地震を踏まえ新たに追加した／し

たい備蓄品（その他の内容） 
〇地震前から確保していたもの 
･ 水を入れるだけで発電する携帯電話充電用バッテリー 
･ 非常用発電機 
･ ガソリンと軽油 
･ コンロ 
･ カセットコンロ 
･ ブルーシート 
･ タオル、ビニール袋 
･ 歯ブラシ 
･ 排泄用品 
･ 氷 
･ 防災グッズ配布 
〇地震時に有効だった備蓄品 
･ コンロ 
･ ブルーシート 
･ ヘルメット 
･ 照明 
･ SNS 
〇地震を踏まえ新たに追加した／したい備蓄品 
･ 代替電源関係（５件） 
･ 携帯用充電器（他３件） 
･ 電池 
･ 太陽光発電及び蓄電池 
･ 衛生用品（３件） 
･ 救護具 
･ ドライシャンプー 
･ 歯ブラシ 
･ 安全用品（３件） 
･ ヘルメット（２件） 
･ ライフジャケット 
･ 施設系（２件） 
･ 施設のオフグリッド化 
･ 棚の固定具 
･ 通信系 
･ 防災無線 
･ その他 
･ コンロ 
･ ブルーシート 
･ ポリタンク 
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業種別では、電気・ガス・熱供給・水道業のライフライン企業、情報通信業、金融業、保険業、医療、

福祉等、リスク対策が徹底されている業種で地震前から確保していたものの割合が高い傾向である。 

図表 97 地震前から確保していたもの（業種別クロス） 

 

合計 水 食料 
簡易トイ

レ 

衛生用品

（生理用

品） 

毛布、ブ

ランケッ

ト又は保

温シート 

マスク、

手指消毒

剤 

非常用発

電機 

燃料(非

常用発電

機用) 

その他 

Total 
599 383 290 169 118 212 445 243 186 23 

100.0% 63.9% 48.4% 28.2% 19.7% 35.4% 74.3% 40.6% 31.1% 3.8% 

農業・林業・漁業 
4 3 1 1 2 1 1 1 1 0 

100.0% 75.0% 25.0% 25.0% 50.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 0.0% 

鉱業、採石業、砂利採取

業 

2 0 0 0 0 0 2 1 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 

建設業 
84 54 40 23 13 28 60 43 26 3 

100.0% 64.3% 47.6% 27.4% 15.5% 33.3% 71.4% 51.2% 31.0% 3.6% 

製造業 
192 125 96 53 31 66 151 69 50 6 

100.0% 65.1% 50.0% 27.6% 16.1% 34.4% 78.6% 35.9% 26.0% 3.1% 

電気・ガス・熱供給・水

道業 

16 13 12 7 4 8 14 10 8 0 

100.0% 81.3% 75.0% 43.8% 25.0% 50.0% 87.5% 62.5% 50.0% 0.0% 

情報通信業 
28 19 16 11 10 16 21 21 17 0 

100.0% 67.9% 57.1% 39.3% 35.7% 57.1% 75.0% 75.0% 60.7% 0.0% 

運輸業、郵便業 
34 17 13 11 4 11 25 16 12 0 

100.0% 50.0% 38.2% 32.4% 11.8% 32.4% 73.5% 47.1% 35.3% 0.0% 

卸売業 
54 33 24 13 9 14 39 11 10 6 

100.0% 61.1% 44.4% 24.1% 16.7% 25.9% 72.2% 20.4% 18.5% 11.1% 

小売業 
23 14 7 4 4 7 15 7 7 0 

100.0% 60.9% 30.4% 17.4% 17.4% 30.4% 65.2% 30.4% 30.4% 0.0% 

金融業、保険業 
13 10 10 7 4 7 12 4 3 0 

100.0% 76.9% 76.9% 53.8% 30.8% 53.8% 92.3% 30.8% 23.1% 0.0% 

不動産業、物品賃貸業 
30 17 13 8 4 7 21 10 7 1 

100.0% 56.7% 43.3% 26.7% 13.3% 23.3% 70.0% 33.3% 23.3% 3.3% 

学術研究、専門・技術サ

ービス業 

7 5 4 3 2 2 7 2 2 1 

100.0% 71.4% 57.1% 42.9% 28.6% 28.6% 100.0% 28.6% 28.6% 14.3% 

宿泊業、飲食サービス業 
18 12 10 3 4 9 12 10 10 0 

100.0% 66.7% 55.6% 16.7% 22.2% 50.0% 66.7% 55.6% 55.6% 0.0% 

生活関連サービス業、娯

楽業 

17 6 3 1 2 6 12 5 4 1 

100.0% 35.3% 17.6% 5.9% 11.8% 35.3% 70.6% 29.4% 23.5% 5.9% 

教育、学習支援業 
3 2 2 0 0 1 1 2 2 1 

100.0% 66.7% 66.7% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 66.7% 66.7% 33.3% 

医療、福祉 
14 12 12 9 10 10 13 6 6 1 

100.0% 85.7% 85.7% 64.3% 71.4% 71.4% 92.9% 42.9% 42.9% 7.1% 

複合サービス事業 
5 5 4 1 2 1 3 4 3 0 

100.0% 100.0% 80.0% 20.0% 40.0% 20.0% 60.0% 80.0% 60.0% 0.0% 

サービス業（他に分類さ

れないもの） 

32 23 17 9 7 12 20 11 10 2 

100.0% 71.9% 53.1% 28.1% 21.9% 37.5% 62.5% 34.4% 31.3% 6.3% 

その他 
23 13 6 5 6 6 16 10 8 1 

100.0% 56.5% 26.1% 21.7% 26.1% 26.1% 69.6% 43.5% 34.8% 4.3% 
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2) 備蓄品・非常用発電機・燃料の確保数量 
 備蓄品の確保数量についてみると、「マスク、手指消毒剤」では全従業員分の４日分以上が25.4%を占

め、確保数量も最も多い。次いで、従業員数分の確保が意識されている備蓄品として「水」、「食料」と

続くが、「簡易トイレ」「衛生用品」は限定的である。 
 また、非常用発電機・燃料の確保量についてみると、いずれも「１～２日分」が最も多いが、備蓄し

ていない割合が６割以上を占める。 
 

図表 98 備蓄品の確保数量 

  
 

図表 99 非常用発電機・燃料(非常用発電機用)の確保量 

  
 
 

  

6.8%

4.2%

2.2%

1.8%

4.7%

25.4%

14.4%

13.7%

6.0%

4.3%

5.5%

9.3%

20.2%
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80.3%

64.6%

25.7%
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水

食料

簡易トイレ

衛生用品

毛布、ブランケット又は保温シート

マスク、手指消毒剤

その他

全従業員分の4日分以上 全従業員分の3日分
全従業員分の1～2日分 一部従業員分のみ少量確保している
わからない 備蓄していない

8.0%

7.8%

4.2%

3.2%

14.2%

10.2%

14.2%

9.8%

59.4%

68.9%
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非常用発電

燃料(非常用発電機用)

4日分以上 3日分 1～2日分 わからない 備蓄していない
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資本金額別では、１億円超～３億円以下の企業で全従業員分の３日分以上確保されている割合が最も

高い。これは水に限らず、食料、マスク・消毒液も同様の傾向である。ただし、簡易トイレ、衛生用

品、毛布・ブランケット・保温シートについては３億円超～10 億円以下の企業で全従業員分の３日分以

上確保されている割合が最も高い。 

図表 100 備蓄品の確保数量（水）（資本金別クロス） 

 
図表 101 備蓄品の確保数量（食料）（資本金別クロス） 
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図表 102 備蓄品の確保数量（簡易トイレ）（資本金別クロス） 

 
 

図表 103 備蓄品の確保数量（衛生用品（生理用品））（資本金別クロス） 
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図表 104 備蓄品の確保数量（毛布、ブランケット又は保温シート）（資本金別クロス） 

 
 

図表 105 備蓄品の確保数量（マスク、手指消毒剤）（資本金別クロス） 
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図表 106 非常用発電機の確保量（資本金別クロス） 

 
 

 合計 4 日分以上 3 日分 1～2 日分 わからない 

Total 
243 48 25 85 0 

100.0% 19.8% 10.3% 35.0% 0.0% 

5,000 万円以下 
9 3 2 1 0 

100.0% 33.3% 22.2% 11.1% 0.0% 

5,000 万円超～1 億円以下 
154 26 15 50 0 

100.0% 16.9% 9.7% 32.5% 0.0% 

1 億円超～3 億円以下 
28 10 3 8 0 

100.0% 35.7% 10.7% 28.6% 0.0% 

3 億円超～10 億円以下 
29 3 2 16 0 

100.0% 10.3% 6.9% 55.2% 0.0% 

10 億円超 
23 6 3 10 0 

100.0% 26.1% 13.0% 43.5% 0.0% 
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図表 107 非常用発電機・燃料(非常用発電機用)の確保量（業種別クロス） 
 合計 4 日分以上 3 日分 1～2 日分 わからない 

Q2 主要な業種 
Total 

186 47 19 61 0 

100.0% 25.3% 10.2% 32.8% 0.0% 

農業・林業・漁業 
1 1 0 0 0 

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

建設業 
26 5 5 9 0 

100.0% 19.2% 19.2% 34.6% 0.0% 

製造業 
50 8 3 18 0 

100.0% 16.0% 6.0% 36.0% 0.0% 

電気・ガス・熱供

給・水道業 

8 6 0 2 0 

100.0% 75.0% 0.0% 25.0% 0.0% 

情報通信業 
17 5 3 8 0 

100.0% 29.4% 17.6% 47.1% 0.0% 

運輸業、郵便業 
12 6 0 4 0 

100.0% 50.0% 0.0% 33.3% 0.0% 

卸売業 
10 1 2 2 0 

100.0% 10.0% 20.0% 20.0% 0.0% 

小売業 
7 3 2 1 0 

100.0% 42.9% 28.6% 14.3% 0.0% 

金融業、保険業 
3 0 0 3 0 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

不動産業、物品賃貸

業 

7 2 0 1 0 

100.0% 28.6% 0.0% 14.3% 0.0% 

学術研究、専門・技

術サービス業 

2 0 0 1 0 

100.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 

宿泊業、飲食サービ

ス業 

10 2 1 3 0 

100.0% 20.0% 10.0% 30.0% 0.0% 

生活関連サービス

業、娯楽業 

4 2 0 1 0 

100.0% 50.0% 0.0% 25.0% 0.0% 

教育、学習支援業 
2 1 0 0 0 

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 
6 0 1 3 0 

100.0% 0.0% 16.7% 50.0% 0.0% 

複合サービス事業 
3 1 0 1 0 

100.0% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0% 

サービス業（他に分

類されないもの） 

10 1 1 2 0 

100.0% 10.0% 10.0% 20.0% 0.0% 

その他 
8 3 1 2 0 

100.0% 37.5% 12.5% 25.0% 0.0% 
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図表 108 非常用発電機・燃料(非常用発電機用)の確保量（資本金別クロス） 
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損害保険等加入状況 

1) 保険の加入状況・補償状況 
約８割が損害保険に加入しているが、被災した事業者の約７割が地震保険を付帯していなかった等の

理由で補償対象とならなかったとしている。 
 

図表 109 保険の加入状況（SA） 

 

図表 110 保険の加入状況（その他の内容） 

〇地震保険は未加入（６件） 
･ 地震保険は未加入 
･ 火災保険（地震除く） 
･ 地震による保険は未加入 
･ 通常の火災保険には加入しているが、地震保険には加入していない 
･ 火災、水害保険のみ 
･ 地震未加入 
〇本社等が加入（３件） 
･ 同族会社が加入 
･ 本社で加入 
･ 親会社で加入 
〇加入対象となる建物・設備がない（２件） 
･ 対象物なし 
･ 加入対象無し 
〇不明（３件） 
･ 不明 
･ 詳細不明 
･ 町所有のため詳細不明 
〇その他 
･ 利益補償 
･ 請求していない 
･ 地震対応不可 
･ 経営セーフティ共済保険に加入。 
･ 火災保険 

 

  

損害保険（建

物のみ）に加

入, 14.8%

損害保険（設備の

み）に加入, 3.8%

損害保険（建物

＋重要設備の

み）に加入, 
18.7%損害保険（建物＋

設備一式）に加入, 
39.6%

共済（建物のみ）

に加入, 1.3%

共済（建物＋重要設備

のみ）に加入, 1.8%

共済（建物＋設備一式）

に加入, 1.8%

その他, 2.5%

いずれも未加

入, 15.6%

(n=763)



89 

図表 111 保険による復旧費用の補償状況（SA） 

 
 

図表 112 保険による補償対象とならなかった具体的内容 
〇建物に係る内容（7 件） 
･ 壁や天井の損傷 
･ 壁のひび 
･ 外壁 
･ 床のひび割れ 
･ 建物の損傷 
･ 外壁修繕 
･ 工場軽度ひび割れ等被害 補償対象外 
〇土地に係る内容（３件） 
･ 駐車場（２件） 
･ 土地への被害の為 
〇設備に係る内容（２件） 
･ 工場内設備 
･ 建屋・機械装置 
〇家電に係る内容（２件） 
･ エアコン 
･ テレビの破損は対象外であった 
〇その他 
･ 金庫の移動 
･ 間接的物損 
･ 老朽化 
･ 売り上げ減少に対してなので 
･ 中継局 
･ 修理代が対象外 
･ 当初施工開始に関わる経費 

 
 
  

復旧費用は

概ね補償さ

れた, 
12.2%

復旧費用は一

部補償された, 
19.0%

補償対象とならな

かった, 68.8%

(n=516)
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業種別では、損害保険への加入割合が全体の傾向と比較して高い業種として、建設業、製造業、運輸

業・郵便業、不動産業・物品賃貸業、生活関連サービス業・娯楽業などがある。 
 

図表 113 保険の加入状況（SA）（業種別クロス） 

  

合計 損害保険
（加入対

象：建物
のみ）に
加入して

いる 

損害保険
（加入対

象：設備
のみ）に
加入して

いる 

損害保険
（加入対

象：建物
＋設備

（重要設

備のみ））
に加入し
ている 

損害保険
（加入対

象：建物
＋設備

（一式））

に加入し
ている 

共済（加
入対象：

建物の
み）に加
入してい

る 

共済（加
入対象：

設備の
み）に加
入してい

る 

共済（加
入対象：

建物＋設
備（重要
設備の

み））に加
入してい

る 

共済（加
入対象：

建物＋設
備（一

式））に加

入してい
る 

その他 いずれも
未加入 

Total 
763 113 29 143 302 10 0 14 14 19 119 

100.0% 14.8% 3.8% 18.7% 39.6% 1.3% 0.0% 1.8% 1.8% 2.5% 15.6% 
農業・林
業・漁業 

7 3 0 1 2 0 0 1 0 0 0 
100.0% 42.9% 0.0% 14.3% 28.6% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 

鉱業、採石
業、砂利採

取業 

4 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 
100.0% 25.0% 0.0% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 

建設業 
102 25 2 15 34 3 0 3 3 1 16 

100.0% 24.5% 2.0% 14.7% 33.3% 2.9% 0.0% 2.9% 2.9% 1.0% 15.7% 

製造業 
241 22 6 49 111 1 0 6 1 7 38 

100.0% 9.1% 2.5% 20.3% 46.1% 0.4% 0.0% 2.5% 0.4% 2.9% 15.8% 
電気・ガ
ス・熱供

給・水道業 

19 2 1 3 9 0 0 0 1 2 1 
100.0% 10.5% 5.3% 15.8% 47.4% 0.0% 0.0% 0.0% 5.3% 10.5% 5.3% 

情報通信業 
33 3 2 7 13 1 0 0 2 1 4 

100.0% 9.1% 6.1% 21.2% 39.4% 3.0% 0.0% 0.0% 6.1% 3.0% 12.1% 
運輸業、郵

便業 

40 9 0 12 13 0 0 0 0 1 5 
100.0% 22.5% 0.0% 30.0% 32.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.5% 12.5% 

卸売業 
67 5 7 10 33 0 0 1 1 2 8 

100.0% 7.5% 10.4% 14.9% 49.3% 0.0% 0.0% 1.5% 1.5% 3.0% 11.9% 

小売業 
31 5 1 9 11 0 0 0 1 1 3 

100.0% 16.1% 3.2% 29.0% 35.5% 0.0% 0.0% 0.0% 3.2% 3.2% 9.7% 
金融業、保

険業 

15 1 1 1 8 0 0 0 0 0 4 
100.0% 6.7% 6.7% 6.7% 53.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 26.7% 

不動産業、
物品賃貸業 

44 15 0 3 10 2 0 0 1 2 11 
100.0% 34.1% 0.0% 6.8% 22.7% 4.5% 0.0% 0.0% 2.3% 4.5% 25.0% 

学術研究、
専門・技術

サービス業 

9 2 1 3 1 0 0 1 0 0 1 
100.0% 22.2% 11.1% 33.3% 11.1% 0.0% 0.0% 11.1% 0.0% 0.0% 11.1% 

宿泊業、飲

食サービス
業 

21 2 0 8 7 1 0 0 0 0 3 
100.0% 9.5% 0.0% 38.1% 33.3% 4.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3% 

生活関連サ

ービス業、
娯楽業 

25 7 3 3 9 1 0 1 0 0 1 
100.0% 28.0% 12.0% 12.0% 36.0% 4.0% 0.0% 4.0% 0.0% 0.0% 4.0% 

教育、学習
支援業 

6 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 
100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 

医療、福祉 
16 4 1 0 8 0 0 0 0 0 3 

100.0% 25.0% 6.3% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 18.8% 
複合サービ

ス事業 

7 0 0 1 2 1 0 1 1 0 1 
100.0% 0.0% 0.0% 14.3% 28.6% 14.3% 0.0% 14.3% 14.3% 0.0% 14.3% 

サービス業
（他に分類
されないも

の） 

44 2 2 11 15 0 0 0 2 2 10 
100.0% 4.5% 4.5% 25.0% 34.1% 0.0% 0.0% 0.0% 4.5% 4.5% 22.7% 

その他 
32 5 2 6 12 0 0 0 1 0 6 

100.0% 15.6% 6.3% 18.8% 37.5% 0.0% 0.0% 0.0% 3.1% 0.0% 18.8% 
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資本金額別では、いずれも未加入の割合は 5,000 万円以下の企業が最も多いものの、損害保険でみる

と何らかの形で加入している割合は 5,000 万円超～1 億円以下の企業で最も多く、資本金規模が大きく

なるにしたがって加入率は低減する傾向である。 

図表 114 保険の加入状況（SA）（資本金別クロス） 

 

 合計 

損害保

険（加

入対

象：建

物の

み）に

加入し

ている 

損害保

険（加

入対

象：設

備の

み）に

加入し

ている 

損害保

険（加

入対

象：建

物＋設

備（重

要設備

のみ））

に加入

してい

る 

損害保

険（加

入対

象：建

物＋設

備（一

式））に

加入し

ている 

共済

（加入

対象：

建物の

み）に

加入し

ている 

共済

（加入

対象：

設備の

み）に

加入し

ている 

共済

（加入

対象：

建物＋

設備

（重要

設備の

み））に

加入し

ている 

共済

（加入

対象：

建物＋

設備

（一

式））に

加入し

ている 

その他 

いずれ

も未加

入 

Total 
763 113 29 143 302 10 0 14 14 19 119 

100.0% 14.8% 3.8% 18.7% 39.6% 1.3% 0.0% 1.8% 1.8% 2.5% 15.6% 

5,000 万円以下 
48 7 0 11 12 2 0 1 1 2 12 

100.0% 14.6% 0.0% 22.9% 25.0% 4.2% 0.0% 2.1% 2.1% 4.2% 25.0% 

5,000 万円超～

1 億円以下 

537 97 19 93 219 7 0 10 7 9 76 

100.0% 18.1% 3.5% 17.3% 40.8% 1.3% 0.0% 1.9% 1.3% 1.7% 14.2% 

1 億円超～3 億

円以下 

76 5 5 17 32 1 0 0 1 3 12 

100.0% 6.6% 6.6% 22.4% 42.1% 1.3% 0.0% 0.0% 1.3% 3.9% 15.8% 

3 億円超～10

億円以下 

62 3 3 14 24 0 0 2 3 2 11 

100.0% 4.8% 4.8% 22.6% 38.7% 0.0% 0.0% 3.2% 4.8% 3.2% 17.7% 

10 億円超 
40 1 2 8 15 0 0 1 2 3 8 

100.0% 2.5% 5.0% 20.0% 37.5% 0.0% 0.0% 2.5% 5.0% 7.5% 20.0% 
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所有する施設・拠点の耐震基準の充足状況と今後の耐震化予定 

1) 所有する施設・拠点の耐震基準の充足状況 
 すべての建物で新耐震基準を満たしているのは３項目の合計で 39.5％と約４割である。 
 

図表 115 所有する施設・拠点の耐震基準状況（SA） 

 
 

資本金額別では、旧耐震基準の建物のみで構成される割合は資本金額に反比例して少なくなる傾向で、

資本金額の大きさにしたがって建物の更新がなされていることがわかる。ただし、新旧耐震が混在して

いる場合でも、すべての建物で新耐震基準を満たしている割合は依然少なく、10億円超企業でも 25.0％
に留まる。 
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図表 116 所有する施設・拠点の耐震基準状況（SA）（資本金別クロス） 

 
 

5.0%

8.3%

5.2%

3.9%

3.2%

2.5%

9.2%

12.5%

6.9%

6.6%

19.4%

25.0%

25.3%

18.8%

25.7%

31.6%

27.4%

12.5%

4.1%

0.0%

4.7%

5.3%

1.6%

2.5%

15.1%

12.5%

12.3%

14.5%

24.2%

42.5%

4.1%

0.0%

4.7%

5.3%

1.6%

2.5%

15.1%

12.5%

12.3%

14.5%

24.2%

42.5%

5.6%

4.2%

6.3%

6.6%

1.6%

2.5%

24.8%

31.3%

27.6%

15.8%

17.7%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Total

5,000万円以下

5,000万円超～1億円以下

1億円超～3億円以下

3億円超～10億円以下

10億円超

(n
=7

63
)

(n
=4

8)
(n

=5
37

)
(n

=7
6)

(n
=6

2)
(n

=4
0)

旧耐震基準の建物のみで構成され、現在はすべての建物で新耐震基準を満たしている
新・旧耐震基準の建物双方があり、現在はすべて建物で新耐震基準を満たしている
新耐震基準の建物のみで構成されている
旧耐震基準の建物のみで構成され、現在もすべての建物で新耐震基準を満たしていない
新・旧耐震基準の建物双方があり、現在は一部の建物で新耐震基準を満たしている（一部は満たしていない）
旧耐震基準の建物のみで構成され、現在もすべての建物で新耐震基準を満たしていない
新・旧耐震基準の建物双方があり、現在は一部の建物で新耐震基準を満たしている（一部は満たしていない）
新・旧耐震基準の建物双方があり、新耐震基準を満たすための耐震化等の対策は実施できていない
分からない
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 合計 

旧耐震基

準の建物

のみで構

成され、

現在はす

べての建

物で新耐

震基準を

満たして

いる 

旧耐震基

準の建物

のみで構

成され、

現在は一

部の建物

で新耐震

基準を満

たしてい

る（一部

は満たし

ていな

い） 

旧耐震基

準の建物

のみで構

成され、

現在もす

べての建

物で新耐

震基準を

満たして

いない 

新・旧耐

震基準の

建物双方

があり、

現在はす

べて建物

で新耐震

基準を満

たしてい

る 

新・旧耐

震基準の

建物双方

があり、

現在は一

部の建物

で新耐震

基準を満

たしてい

る（一部

は満たし

ていな

い） 

新・旧耐

震基準の

建物双方

があり、

新耐震基

準を満た

すための

耐震化等

の対策は

実施でき

ていない 

新耐震基

準の建物

のみで構

成されて

いる 

所有する

建物はな

い（建物

は賃貸の

み） 

分から

ない 

Total 
763 38 32 31 70 115 43 193 52 189 

100.0% 5.0% 4.2% 4.1% 9.2% 15.1% 5.6% 25.3% 6.8% 24.8% 

5,000 万円以下 
48 4 2 0 6 6 2 9 4 15 

100.0% 8.3% 4.2% 0.0% 12.5% 12.5% 4.2% 18.8% 8.3% 31.3% 

5,000 万円超～

1 億円以下 

537 28 24 25 37 66 34 138 37 148 

100.0% 5.2% 4.5% 4.7% 6.9% 12.3% 6.3% 25.7% 6.9% 27.6% 

1 億円超～3 億

円以下 

76 3 4 4 5 11 5 24 8 12 

100.0% 3.9% 5.3% 5.3% 6.6% 14.5% 6.6% 31.6% 10.5% 15.8% 

3 億円超～10 億

円以下 

62 2 1 1 12 15 1 17 2 11 

100.0% 3.2% 1.6% 1.6% 19.4% 24.2% 1.6% 27.4% 3.2% 17.7% 

10 億円超 
40 1 1 1 10 17 1 5 1 3 

100.0% 2.5% 2.5% 2.5% 25.0% 42.5% 2.5% 12.5% 2.5% 7.5% 

 
 
2) 耐震化対策の今後の予定・計画 
 一部でも新耐震を満たしていない事業者のうち、今後耐震化等対策の予定・計画があるとしている事

業者は約２割に留まる。 

図表 117 耐震化対策の今後の予定・計画（SA） 

 
 

  

耐震化等対策の

予定・計画がある, 
23.5%

耐震化等対策の

予定・計画はない, 
76.5%

(n=221)
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資本金額別では、10億円超企業では実に過半を上回る 55.0％もの企業で耐震化等対策の予定・計画が

あるとしており、10 億円超企業とそれ以外の企業で大きく乖離する結果となっている。 
 

図表 118 耐震化対策の今後の予定・計画（SA）（資本金別クロス） 

 
 

  
合計 

耐震化等対策の予

定・計画がある 

耐震化等対策の予

定・計画はない 

Q3 令和６年

６月１日現在

の資本金また

は出資金の額 

Total 
221 52 169 

100.0% 23.5% 76.5% 

5,000 万円以下 
10 2 8 

100.0% 20.0% 80.0% 

5,000 万円超～1 億円以下 
149 26 123 

100.0% 17.4% 82.6% 

1 億円超～3 億円以下 
24 8 16 

100.0% 33.3% 66.7% 

3 億円超～10 億円以下 
18 5 13 

100.0% 27.8% 72.2% 

10 億円超 
20 11 9 

100.0% 55.0% 45.0% 
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防災対策・事業継続のための事前の備えの自己評価 

事前対策の自己評価についてみると、約６割が事前の備えができていなかったとしている。 
 

図表 119 防災対策・事業継続のための事前の備えの自己評価（SA） 

 
 
 

図表 120 防災対策・事業継続のための事前の備えの自己評価（SA）（資本金別クロス） 

 

 
 

事前の備えはでき

ていた, 36.4%

事前の備えはでき

ていなかった, 
63.6%

(n=763)
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 合計 
事前の備えはでき

ていた 

事前の備えはでき

ていなかった 

Q3 令和６年６

月１日現在の資

本金または出資

金の額 

Total 
763 278 485 

100.0% 36.4% 63.6% 

5,000 万円以下 
48 15 33 

100.0% 31.3% 68.8% 

5,000 万円超～1 億円以下 
537 161 376 

100.0% 30.0% 70.0% 

1 億円超～3 億円以下 
76 37 39 

100.0% 48.7% 51.3% 

3 億円超～10 億円以下 
62 38 24 

100.0% 61.3% 38.7% 

10 億円超 
40 27 13 

100.0% 67.5% 32.5% 
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（６）災害等リスクの考え方 

災害等リスクの想定 

災害等リスクの想定や定期的な見直しをしている事業者は約３割に留まり、リスク想定そのものがな

い事業者も約２割にのぼる。 
他方、能登半島地震を受け、約６割の事業者がリスク認識に「変化があった」としており、具体の想

定リスクとして、地震が約９割と圧倒的に多いが、地域特性上、雪害（74.3％）が多い点も特徴である。 

図表 121 災害等リスクの想定（SA） 

 

 

図表 122 令和６年能登半島地震による災害等リスクに対する考え方の変化（SA） 

 
  

想定しており、リス

クについて定期的

に見直している, 
26.7%

想定しているが、リスク

について定期的な見直

しはしていない, 52.8%

リスクについて想

定したことはない, 
20.4%

(n=763)

変化があった, 
63.0%

変化はない, 
37.0%

(n=763)
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図表 123 想定すべきハザード・リスク（MA） 

 
 

図表 124 想定すべきハザード・リスク（その他の内容） 
･ 落雷 
･ サイバー攻撃 

 
 
  

89.9%

74.3%

55.4%

40.9%

40.2%

27.1%

39.2%

60.3%

60.2%

57.3%

56.6%

42.6%

31.1%

29.6%

28.3%

25.8%

1.2%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地震

雪害

洪水（津波以外）

津波

風害

土砂災害

上記の災害を複数組み合わせた複合災害

感染症（新型インフルエンザ、新型コロナ等）

通信（インターネット・電話）の途絶

電気、ガス、水道、通信網等ライフラインの途絶

火災・爆発

道路等の交通インフラの途絶

取引先企業の倒産・事業中断

物流網の断絶による仕入品の欠品

外部委託先のサーバー・データセンター等

情報システムの停止

経営幹部の死亡・喪失

想定すべきハザード・リスクを特定できていない

その他

自
然
災
害

そ
の
他
ク
ラ
イ
シ
ス
・
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
な
ど

(n=763)
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災害等リスクの想定について業種別にみると、これまでみたように電気・ガス・熱供給・水道業のラ

イフライン企業、情報通信業、金融業、保険業では、「想定しており、リスクを定期的に見直している」

とする割合が比較的高く、リスク管理能力が高い業種であることがわかる。他方、宿泊業、飲食サービ

ス業では同項目の割合が低く、リスクを踏まえた経営を行えるよう業界全体としての機運を上げていく

ことが求められる。 
 

図表 125 災害等リスクの想定（SA）（業種別クロス） 

  

合計 

想定しており、リ

スクを定期的に見

直している 

想定しているが、

リスクを定期的な

見直しはしていな

い 

リスクを想定した

ことはない 

Q2 主要な業種 
Total 

763 204 403 156 

100.0% 26.7% 52.8% 20.4% 

農業・林業・漁業 
7 0 4 3 

100.0% 0.0% 57.1% 42.9% 

鉱業、採石業、砂利採

取業 

4 0 2 2 

100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 

建設業 
102 27 52 23 

100.0% 26.5% 51.0% 22.5% 

製造業 
241 69 134 38 

100.0% 28.6% 55.6% 15.8% 

電気・ガス・熱供給・

水道業 

19 12 7 0 

100.0% 63.2% 36.8% 0.0% 

情報通信業 
33 11 21 1 

100.0% 33.3% 63.6% 3.0% 

運輸業、郵便業 
40 11 21 8 

100.0% 27.5% 52.5% 20.0% 

卸売業 
67 16 34 17 

100.0% 23.9% 50.7% 25.4% 

小売業 
31 8 16 7 

100.0% 25.8% 51.6% 22.6% 

金融業、保険業 
15 8 6 1 

100.0% 53.3% 40.0% 6.7% 

不動産業、物品賃貸業 
44 5 26 13 

100.0% 11.4% 59.1% 29.5% 

学術研究、専門・技術

サービス業 

9 4 3 2 

100.0% 44.4% 33.3% 22.2% 

宿泊業、飲食サービス

業 

21 4 12 5 

100.0% 19.0% 57.1% 23.8% 

生活関連サービス業、

娯楽業 

25 3 9 13 

100.0% 12.0% 36.0% 52.0% 

教育、学習支援業 
6 1 2 3 

100.0% 16.7% 33.3% 50.0% 

医療、福祉 
16 8 6 2 

100.0% 50.0% 37.5% 12.5% 

複合サービス事業 
7 2 3 2 

100.0% 28.6% 42.9% 28.6% 

サービス業（他に分類

されないもの） 

44 9 24 11 

100.0% 20.5% 54.5% 25.0% 

その他 
32 6 21 5 

100.0% 18.8% 65.6% 15.6% 
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資本金額別では、規模に比例してリスクを定期的に見直している割合が高くなっている。 
 

図表 126 災害等リスクの想定（SA）（資本金別クロス） 

 
 

  

合計 

想定してお

り、リスクを

定期的に見直

している 

想定している

が、リスクを

定期的な見直

しはしていな

い 

リスクを想定

したことはな

い 

Q3 令和６年６月

１日現在の資本金

または出資金の額 

Total 
763 204 403 156 

100.0% 26.7% 52.8% 20.4% 

5,000 万円以下 
48 7 31 10 

100.0% 14.6% 64.6% 20.8% 

5,000 万円超～1 億円以下 
537 117 290 130 

100.0% 21.8% 54.0% 24.2% 

1 億円超～3 億円以下 
76 25 40 11 

100.0% 32.9% 52.6% 14.5% 

3 億円超～10 億円以下 
62 30 28 4 

100.0% 48.4% 45.2% 6.5% 

10 億円超 
40 25 14 1 

100.0% 62.5% 35.0% 2.5% 
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想定すべきハザード・リスクについて業種別にみると、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業のライ

フライン企業、運輸業、郵便業で「雪害」が挙げられるなど、業種により想定すべきハザードの種類が

異なることが示された。こうした観点から、業種別に見落としがちなハザードについての情報発信をす

ることも検討できる。 

図表 127 想定すべきハザード・リスク（MA）（業種別クロス） 

  合計  地震 津波 洪水（津波
以外） 土砂災害 風害 雪害 

上記の災害
を複数組み
合わせた複

合災害 

感染症（新
型インフル
エンザ、新
型コロナ

等） 

火災・爆発 

Total 
763 686 312 423 207 307 567 299 460 432 

100.0% 89.9% 40.9% 55.4% 27.1% 40.2% 74.3% 39.2% 60.3% 56.6% 

農業・林業・
漁業 

7 3 4 1 1 4 4 3 3 4 

100.0% 42.9% 57.1% 14.3% 14.3% 57.1% 57.1% 42.9% 42.9% 57.1% 

鉱業、採石
業、砂利採取

業 

4 4 0 1 2 1 2 1 1 2 

100.0% 100.0% 0.0% 25.0% 50.0% 25.0% 50.0% 25.0% 25.0% 50.0% 

建設業 
102 88 48 59 34 35 74 39 59 47 

100.0% 86.3% 47.1% 57.8% 33.3% 34.3% 72.5% 38.2% 57.8% 46.1% 

製造業 
241 224 81 141 48 106 197 90 150 171 

100.0% 92.9% 33.6% 58.5% 19.9% 44.0% 81.7% 37.3% 62.2% 71.0% 

電気・ガス・
熱供給・水道

業 

19 17 10 11 9 10 17 11 17 16 

100.0% 89.5% 52.6% 57.9% 47.4% 52.6% 89.5% 57.9% 89.5% 84.2% 

情報通信業 
33 31 19 24 14 9 24 18 24 17 

100.0% 93.9% 57.6% 72.7% 42.4% 27.3% 72.7% 54.5% 72.7% 51.5% 

運輸業、郵便
業 

40 37 23 24 16 19 34 21 22 16 

100.0% 92.5% 57.5% 60.0% 40.0% 47.5% 85.0% 52.5% 55.0% 40.0% 

卸売業 
67 60 28 41 12 27 48 28 44 37 

100.0% 89.6% 41.8% 61.2% 17.9% 40.3% 71.6% 41.8% 65.7% 55.2% 

小売業 
31 26 17 17 8 11 21 14 14 14 

100.0% 83.9% 54.8% 54.8% 25.8% 35.5% 67.7% 45.2% 45.2% 45.2% 

金融業、保険
業 

15 13 10 9 7 5 8 8 11 7 

100.0% 86.7% 66.7% 60.0% 46.7% 33.3% 53.3% 53.3% 73.3% 46.7% 

不動産業、物
品賃貸業 

44 41 15 27 6 12 31 12 19 24 

100.0% 93.2% 34.1% 61.4% 13.6% 27.3% 70.5% 27.3% 43.2% 54.5% 

学術研究、専
門・技術サー

ビス業 

9 8 3 6 6 3 5 5 4 4 

100.0% 88.9% 33.3% 66.7% 66.7% 33.3% 55.6% 55.6% 44.4% 44.4% 

宿泊業、飲食
サービス業 

21 18 8 8 8 13 16 6 15 13 

100.0% 85.7% 38.1% 38.1% 38.1% 61.9% 76.2% 28.6% 71.4% 61.9% 

生活関連サー
ビス業、娯楽

業 

25 23 10 12 6 13 21 7 16 12 

100.0% 92.0% 40.0% 48.0% 24.0% 52.0% 84.0% 28.0% 64.0% 48.0% 

教育、学習支
援業 

6 6 3 1 1 2 3 1 3 4 

100.0% 100.0% 50.0% 16.7% 16.7% 33.3% 50.0% 16.7% 50.0% 66.7% 

医療、福祉 
16 15 2 8 3 6 9 7 15 8 

100.0% 93.8% 12.5% 50.0% 18.8% 37.5% 56.3% 43.8% 93.8% 50.0% 

複合サービス
事業 

7 5 3 3 4 4 4 5 4 4 

100.0% 71.4% 42.9% 42.9% 57.1% 57.1% 57.1% 71.4% 57.1% 57.1% 

サービス業
（他に分類さ
れないもの） 

44 38 17 20 12 15 28 11 23 19 

100.0% 86.4% 38.6% 45.5% 27.3% 34.1% 63.6% 25.0% 52.3% 43.2% 

その他 
32 29 11 10 10 12 21 12 16 13 

100.0% 90.6% 34.4% 31.3% 31.3% 37.5% 65.6% 37.5% 50.0% 40.6% 

  合計  
道路等の交
通インフラ

の途絶 

電気、ガ
ス、水道、
通信網等ラ
イフライン

の途絶 

通信（イン
ターネッ

ト・電話）
の途絶 

外部委託先
のサーバ

ー・データ
センター等
情報システ
ムの停止 

取引先企業
の倒産・事

業中断 

物流網の断
絶による仕
入品の欠品 

経営幹部の
死亡・喪失 

想定すべき
ハザード・
リスクを特
定できてい

ない 

その他 

Total 
763 325 437 459 216 237 226 197 9 2 

100.0% 42.6% 57.3% 60.2% 28.3% 31.1% 29.6% 25.8% 1.2% 0.3% 

7 4 4 3 1 2 4 2 0 0 
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農業・林業・
漁業 

100.0% 57.1% 57.1% 42.9% 14.3% 28.6% 57.1% 28.6% 0.0% 0.0% 

鉱業、採石
業、砂利採取

業 

4 1 2 0 0 2 1 3 0 0 

100.0% 25.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 25.0% 75.0% 0.0% 0.0% 

建設業 
102 39 58 58 27 39 28 26 3 0 

100.0% 38.2% 56.9% 56.9% 26.5% 38.2% 27.5% 25.5% 2.9% 0.0% 

製造業 
241 106 141 145 69 91 96 55 1 0 

100.0% 44.0% 58.5% 60.2% 28.6% 37.8% 39.8% 22.8% 0.4% 0.0% 

電気・ガス・
熱供給・水道

業 

19 11 13 12 10 7 7 7 0 1 

100.0% 57.9% 68.4% 63.2% 52.6% 36.8% 36.8% 36.8% 0.0% 5.3% 

情報通信業 
33 19 20 28 17 10 6 9 0 0 

100.0% 57.6% 60.6% 84.8% 51.5% 30.3% 18.2% 27.3% 0.0% 0.0% 

運輸業、郵便
業 

40 26 20 23 15 14 12 17 0 0 

100.0% 65.0% 50.0% 57.5% 37.5% 35.0% 30.0% 42.5% 0.0% 0.0% 

卸売業 
67 24 43 48 18 30 31 22 0 0 

100.0% 35.8% 64.2% 71.6% 26.9% 44.8% 46.3% 32.8% 0.0% 0.0% 

小売業 
31 16 15 17 9 7 11 7 1 0 

100.0% 51.6% 48.4% 54.8% 29.0% 22.6% 35.5% 22.6% 3.2% 0.0% 

金融業、保険
業 

15 7 12 14 9 5 2 5 0 0 

100.0% 46.7% 80.0% 93.3% 60.0% 33.3% 13.3% 33.3% 0.0% 0.0% 

不動産業、物
品賃貸業 

44 11 22 15 6 5 1 8 1 0 

100.0% 25.0% 50.0% 34.1% 13.6% 11.4% 2.3% 18.2% 2.3% 0.0% 

学術研究、専
門・技術サー

ビス業 

9 5 8 8 6 2 2 4 1 0 

100.0% 55.6% 88.9% 88.9% 66.7% 22.2% 22.2% 44.4% 11.1% 0.0% 

宿泊業、飲食
サービス業 

21 7 10 13 2 5 5 4 0 0 

100.0% 33.3% 47.6% 61.9% 9.5% 23.8% 23.8% 19.0% 0.0% 0.0% 

生活関連サー
ビス業、娯楽

業 

25 8 16 18 4 3 2 5 0 1 

100.0% 32.0% 64.0% 72.0% 16.0% 12.0% 8.0% 20.0% 0.0% 4.0% 

教育、学習支
援業 

6 2 3 4 1 0 0 2 0 0 

100.0% 33.3% 50.0% 66.7% 16.7% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 
16 6 12 11 7 2 3 4 0 0 

100.0% 37.5% 75.0% 68.8% 43.8% 12.5% 18.8% 25.0% 0.0% 0.0% 

複合サービス
事業 

7 5 4 4 2 1 3 1 0 0 

100.0% 71.4% 57.1% 57.1% 28.6% 14.3% 42.9% 14.3% 0.0% 0.0% 

サービス業
（他に分類さ
れないもの） 

44 15 19 18 7 4 7 9 1 0 

100.0% 34.1% 43.2% 40.9% 15.9% 9.1% 15.9% 20.5% 2.3% 0.0% 

その他 
32 13 15 20 6 8 5 7 1 0 

100.0% 40.6% 46.9% 62.5% 18.8% 25.0% 15.6% 21.9% 3.1% 0.0% 
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資本金額別では、10 億円超企業のリスク感度が総じて高い傾向で、想定ハザード・リスクの種類が多

く挙げられた。 

図表 128 想定すべきハザード・リスク（MA）（資本金別クロス） 

  合計 地震 津波 洪水（津波
以外） 土砂災害 風害 雪害 

上記の災害
を複数組み
合わせた複

合災害 

感染症（新
型インフル
エンザ、新
型コロナ

等） 

火災・爆発 

Total 
763 686 312 423 207 307 567 299 460 432 

100.0% 89.9% 40.9% 55.4% 27.1% 40.2% 74.3% 39.2% 60.3% 56.6% 

5,000 万円
以下 

48 41 15 20 7 12 36 9 21 21 

100.0% 85.4% 31.3% 41.7% 14.6% 25.0% 75.0% 18.8% 43.8% 43.8% 

5,000 万円
超～1 億円

以下 

537 482 206 297 137 211 390 202 317 302 

100.0% 89.8% 38.4% 55.3% 25.5% 39.3% 72.6% 37.6% 59.0% 56.2% 

1 億円超～3
億円以下 

76 69 29 37 21 31 58 31 52 42 

100.0% 90.8% 38.2% 48.7% 27.6% 40.8% 76.3% 40.8% 68.4% 55.3% 

3 億円超～
10 億円以下 

62 56 34 37 19 28 47 29 41 40 

100.0% 90.3% 54.8% 59.7% 30.6% 45.2% 75.8% 46.8% 66.1% 64.5% 

10 億円超 
40 38 28 32 23 25 36 28 29 27 

100.0% 95.0% 70.0% 80.0% 57.5% 62.5% 90.0% 70.0% 72.5% 67.5% 

 合計 
道路等の交
通インフラ

の途絶 

電気、ガ
ス、水道、
通信網等ラ
イフライン

の途絶 

通信（イン
ターネッ

ト・電話）
の途絶 

外部委託先
のサーバ

ー・データ
センター等
情報システ
ムの停止 

取引先企業
の倒産・事

業中断 

物流網の断
絶による仕
入品の欠品 

経営幹部の
死亡・喪失 

想定すべき
ハザード・
リスクを特
定できてい

ない 

その他 

Total 
763 325 437 459 216 237 226 197 9 2 

100.0% 42.6% 57.3% 60.2% 28.3% 31.1% 29.6% 25.8% 1.2% 0.3% 

5,000 万円
以下 

48 19 24 23 6 13 7 7 4 0 

100.0% 39.6% 50.0% 47.9% 12.5% 27.1% 14.6% 14.6% 8.3% 0.0% 

5,000 万円
超～1 億円

以下 

537 210 302 319 136 167 157 141 5 1 

100.0% 39.1% 56.2% 59.4% 25.3% 31.1% 29.2% 26.3% 0.9% 0.2% 

1 億円超～3
億円以下 

76 34 43 45 25 20 21 18 0 0 

100.0% 44.7% 56.6% 59.2% 32.9% 26.3% 27.6% 23.7% 0.0% 0.0% 

3 億円超～
10 億円以下 

62 35 42 44 25 19 20 19 0 1 

100.0% 56.5% 67.7% 71.0% 40.3% 30.6% 32.3% 30.6% 0.0% 1.6% 

10 億円超 
40 27 26 28 24 18 21 12 0 0 

100.0% 67.5% 65.0% 70.0% 60.0% 45.0% 52.5% 30.0% 0.0% 0.0%  
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２．能登半島地震被災企業の防災対策・事業継続の取組に関するヒアリング調査 

２-１ 実施方法・概要 

（１）調査対象の選定 

「１．能登半島地震被災企業の防災対策・事業継続への取組に関するアンケート調査」で抽出した対

象企業リストをもとに、事前対策の状況や被災状況、業種、企業規模等をもとに３社を抽出し、ヒアリ

ング対象として抽出した。また、別途実施した有識者ヒアリング調査において指摘された１社を追加し、

合計４社を対象として実施した。 
 

（２）ヒアリング項目 

 ヒアリング項目は以下のとおり。 

図表 129 ヒアリング項目 

（１）貴社概要（Q2～Q6 関係） 

・ 概要（主な業種、従業員数、年間売上額等） 

・ 本社・支社・工場等施設立地状況 

・ 主要取引先・主要取引先の立地エリア（取引のエリアと範囲） 

（２）貴社における能登半島地震の被災状況と事業継続への影響と復旧・対応状況（Q8） 

・ 能登半島地震による被災状況（Q8） 

・ 能登半島地震による事業継続への影響（特に、ひと（従業員・家族、顧客、組織）、もの（建物・施設・設備

等）、こと（サプライチェーンや材料の仕入れ、供給面）、カネ（資金面）、情報（企業が保有するデータ、特

にライフラインが寸断され PC が使用できず苦慮した等があれば）の項目別に）（Q9） 

・ 能登半島地震による営業再開状況（Q10～13） 

・ 能登半島地震による復旧総額・費用内訳（Q14） 

・ 能登半島地震による売上高への影響（Q15） 

（３）事前対策の状況と受援状況・計画の評価・今後の対策意向 

・ 被災前の BCP・防災計画の策定状況（Q16、Q18 関係）・策定時期・きっかけ 

・ BCP に基づく職員を対象とした研修・訓練の実施状況 

・ 事前対策の対応状況の評価と理由、（Q17 関係） 

・ 支援を受けた機関・団体の詳細（Q17_3） 

・ BCP のうち特に有効に機能した内容・対応できなかった内容・課題と改善策（Q18 関係） 

・ 今後の BCP・防災計画の改定予定（Q19） 

・ 従前から実施していた事前対策と有効であった対策（Q20 関係） 

・ 備蓄、保険、耐震化等について 

・ 新たに実施した対策（Q20_ｃ）・今後の対策意向 

・ 事前の備えに関する自己評価（Q22） 

・ 能登半島地震によるリスク認識の変化の詳細（Q23～25） 

（４）BCP・BCM の推進に向けて 

・ 被災を受けて実施している取組内容・今後必要と考える取組と対応方策 

・ サプライチェーン内での BCP 強化に係るご意見 

・ 地域内の多様な機関による地域全体での企業の BCP 対策推進・支援に係るご意見 

・ 防災対策や BCP・BCM を推進する上での課題 

・ 国・行政・その他からのあると良い支援 

（５）災害を経験していない企業への教訓・メッセージ 

・ 被災して最も困ったこと、今からでもすぐに取り組むべきこと 
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（６）その他 

・ 災害復旧・復興にあたってのご意見・ご質問、国へのご要望等 

２-２ 実施結果 

ヒアリング調査結果に基づき、生じた課題については要因分析のうえ、必要な解決策を整理した。ま

た、指摘された事項のうち、有効に機能した対策については、広く BCP・計画等に反映すべき点として

取りまとめた。 

図表 130 ヒアリング対象企業一覧 

・A 社 製造業 1,001～5,000 人 

・B 社 製造業 101～300 人 

・C 社 製造業 51～100 人 

・D 社 医療・福祉 101～300 人 

図表 131 ヒアリングで指摘された課題と要因分析・解決策一覧 

ID テーマ 課題（聞き取り事項） 課題の要因分析・評価 
解決方策・BCP 等に反映す

べき視点 

１ 適切かつ充分

なリスク想定

と対策 

･ 想定以上の被害が発生

した（大規模災害の想定

がなかった）（A） 

･ 立地地域は災害が少な

いイメージであり、防災

意識は低かった（C） 

･ 大規模災害のリスク想

定が不十分 

･ 直近の大規模災害で発生

した事象が、自社エリアで

発生するとどうなるかと

いう具体想定を前提とし

た対策の見直しの徹底 

２ ･ 正月・夜間等休暇時の仕

入先との連絡方法につ

いて検討できていなか

った（A） 

･ 営業中に発生していれ

ば被害拡大の懸念あり

（表面処理工程での薬品

流出、金型の落下）（A） 

･ 元日で生産稼働してい

なかったことが幸いした

が、稼働中に発災してい

れば、クレーン吊り下げ

中での落下や、ドリル製

造中の機械損傷、従業員

の負傷の可能性もあっ

た（C） 

･ 時間帯や祝日等ケース

毎のリスクの想定が不

十分 

･ 生じうるリスクについて

洗い出しを行う 

･ 年末年始休暇時や夜間時

発災の連絡方法について

事前に検討する 

･ 他方、稼働中に同様の災

害が発生した場合のリス

クを想定し安全対策を徹

底する（危険物の安全対

策、事務所内の備品や設

備等の固定） 

３ 実効性ある体

制の構築・業

務の優先順位

の検討 

･ 早期復旧の観点から優

先順位を設けた対応計

画を策定していなかった

（A） 

･ 工場設備の損傷に伴う

復旧の優先順位など実

効性ある計画の欠如

（B） 

･ 被災を前提とした実効

性ある対策の欠如 

･ 被災することを前提とし

て、早期復旧するための

業務の優先順位や復旧方

針・復旧順位等について

検討する 

４ 企業内・企業

間応援・受援

体制の構築 

･ 大規模災害を想定した

カンパニー間の応援・受

援を想定しておらず、円

滑に実施できなかった

（A） 

･ カンパニー制で各社の対

･ リスクを前提とした企

業内連携体制（応援・受

援体制）の構築・対応手

順の整理が不十分 

･ 自社内での災害時の応

援・連携対応について手

順と体制を定めておく 

･ 災害発生時、各組織でど

のような情報を共有する

のかを予め定めておく 
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ID テーマ 課題（聞き取り事項） 課題の要因分析・評価 
解決方策・BCP 等に反映す

べき視点 

策本部の情報収集・集

約・適切な対応指示に課

題あり（A） 

･ 図上演習等により意思決

定のための訓練を実施す

る 

５ ･ 道路やライフラインが途

絶した被災店舗に応援

職員を一定期間派遣す

る場合の安全対策や手

順書などが未整備（D） 

･ BCP に規則等を整理す

る必要（アクセスルート

の確保方法、宿泊場所の

確保方法、２次災害防止

の観点から休憩のこま

めな取得、夜間移動を避

ける等）（D） 

･ 組織単独の業務継続の

観点に留まらない業務

継続を支援するための

計画（応援計画）・手順

書が未整備 

･ カンパニー制などや本社・

支社体制の場合、大規模

災害時の組織間の応援・

受援の手続き・内容の明

確化、具体的な手順や安

全確保方策について検討

する 

６ BCP の充実 ･ 大前提として従業員の

生活の確保を含めた業

務継続体制の構築の視

点が抜け落ちていた（B） 

･ 従業員の生活再建を含

めた業務継続体制の構

築の視点の欠如 

･ BCP の重要な資源であ

る「従業員」の生活再建を

前提として、被災した従業

員を対象とした支援内容

や必要な情報発信・発信

方法について検討する 

７ ･ ライフラインが長期にわ

たって途絶した場合の

確保方策について、検討

できていなかった（B） 

･ 行政に給水車を手配し

てもらう必要が生じた

（B） 

･ ライフラインが長期にわ

たって途絶するというリ

スク想定の欠如 

･ 途絶した場合の影響（工

場の停止）・対策が不十

分 

･ 事業継続に関係するライ

フラインが途絶した場合

を想定し、関係機関（行政

やライフライン事業者等）

と事前に対応を協議する 

８ サプライチェ

ーンの BCP

対策 

･ サプライチェーン（外注

先、部材の納品先）のリ

ストアップもできていな

かった。供給網に係る情

報がまとまっていなかっ

た（C） 

･ 被災を受け、調達先の複

数化が必要（C） 

･ サプライチェーンの観

点での BCP 対策が不

十分 

･ サプライチェーン維持の

観点から、災害時にサプ

ライヤーの状況を一早く

把握するための体制と方

法を整理しておく 

9 備蓄対策の徹

底 

･ 備蓄は本社にしか設置し

ていなかったため、円滑

な提供ができなかった

（A） 

･ すぐさま必要になるも

のは店舗・工場に配置

する必要 

･ 親会社がリードし各店舗

での備蓄対策を進めると

ともに、保管しきれない

ものは本社で一括保管・

管理する等の役割分担を

行う 

10 全従業員向け

の防災意識啓

発 

･ BCP の内容は一部の役

職員のみに限定されて

いた（B）（C） 

･ 現場・従業員を巻き込ん

だ BCP の周知が不十分 
･ BCP は経営情報に関わ

る内容であることから一

部役職員以上にのみ開示

されるケースも多いが、

BCPを運用するためのリ

ソースは社員であること

から、社員の生活再建の

ために必要な支援や情報

発信などについても記載

を検討すると共に訓練等
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ID テーマ 課題（聞き取り事項） 課題の要因分析・評価 
解決方策・BCP 等に反映す

べき視点 

を通じた内容理解を深め

る必要がある 

図表 132 ヒアリング結果から得られた有効な対策一覧 

ID テーマ 有効な対策（聞き取り事項） 
BCP・計画等に反映すべ

き視点 
留意事項・必要となる

環境整備 
１ BCP の 充

実（ヒト・モ
ノ） 

･ ライフラインやアクセス道路が
寸断された場合の制約や、社
員１人１人の生活継続に資す
る情報（市町村情報、安否確認
方法・電話番号など）をとりま
とめ、全員が閲覧できるよう
にした（B） 

･ BCP を運用するための
リソースとしての「社員」
の生活安定・維持は基本 

･ 安否確認方法の徹底に
加え、市町村が発信して
いる情報の取りまとめ
やライフライン情報、会
社からの支援制度等の
発信について優先的業
務として位置づける 

－ 

2 BCP の 充
実（ヒト） 

･ ホームページでの一早い情報
発信（B） 

･ 被災社員への支援として義援
金の配布を行ったほか、当時
県や市からばらばらに発信さ
れていた被災者支援関連情報
を会社で取りまとめて従業員
及び家族向けに社内掲示板な
どで発信（B） 

･ BCP の一環として情報
発信を位置づけ、情報発
信体制・発信方法・発信
内容を定めておく 

･ 自社の被災状況や復
旧目途についてホー
ムページ上で情報公
開することは取引先
との信頼関係にも繋
がる 

･ スピーディーな対応
を実現する上では、
現場への権限委譲が
重要 

3 BCP の 充
実（ヒト） 

･ 頻回な安否確認訓練により安
否確認は円滑に機能（D） 

･ 安否確認について、シス
テムを導入していればシ
ステムに基づく訓練を定
期的に実施 

･ 導入していない場合は
管理職による連絡・取り
まとめを徹底し訓練する
ことを推奨 

･ アンケートにおいて

も被災企業からは、

従業員の安否確認ほ

ど重要事項はないと

の指摘多数 

4 サプライチ
ェ ー ン の
BCP 対策 

･ サプライチェーンの BCP 対策
として、被災地域を選ぶとエリ
ア内サプライヤーが表示され、
影響の程度等の情報を網羅的
に体系化できるシステムを導
入（A） 

･ サ プ ラ イ チ ェ ー ン の
BCP 対策の観点から取
引先のリストアップ、地
域分類等は実施しておく
ことが望ましい 

･ 余裕があれば、左記のよ
うなシステム導入するこ
とも検討することが望ま
しい 

－ 

5 企業内 ・企
業間応援 ・
受援体制の
構築 

･ 多様な団体からの多岐にわた
る物品等の受援は金沢本社で
請け負い現地直送としたこと
で円滑に実施（D） 

･ 被災地の負担軽減の観
点から、業界団体をはじ
め多様な応援の申し出
を本社側で一括して受
ける対応が有効 

－ 

6 備蓄対策の
徹底 

･ 親会社の方針により各店舗で
の備蓄対策を進めていたほ
か、保管しきれないものは本
社で保管する等の役割分担が
適切になされていた（D） 

･ グループ会社や親会社
等、関連企業が資金面で
も知見面でも後押しし、
対策を進めることの有
効性 

･ 発災時本社管理分の
備蓄品を円滑に提供
する体制を構築して
おくことが重要 

７ 事前対策の
徹底 

･ 各工場、事務所の安全対策を
徹底していた（C） 

･ 様々な状況を想定して
工場・事務所の安全対策
を行うことが従業員の
命を守ることつながるこ

－ 
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ととして、対策を徹底 
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３．企業・組織の事業継続におけるサプライチェーン強化や地域連携の好事例に関する調査 

３-１ 実施方法 

過去の被災エリアにおける取組を中心として公開文献（各種ウェブサイト、論文、新聞記事等）を対

象とした文献調査を行い、サプライチェーン強化事例、地域連携事例の２種別に事例を抽出した。 
 

図表 133 対象文献一覧 

・経済産業省中国経済産業局「事業継続力強化計画モデル事例集～被災経験から見えてきたこと

～」（令和 4 年 3 月） 

・経済産業省九州経済産業局「大切なビジネスを守る BCP 事例集」（令和５年２月） 

・経済産業省関東経済産業局「事業継続力強化計画モデル事例」 

・農林水産省「自然災害等のリスクに備えるためのチェックリストと農業版 BCP」（令和 3 年 1

月） 

・静岡県「災害対応・BCP 事例集」（令和元年 10 月） 

・中小企業庁「BCP 等の取組事例集～支援機関（自治体、商工団体、金融機関、士業等）向け中

小企業 BCP 支援ガイドブック付録」（2018 年３月） 

・中小企業庁「リスクファイナンスの取組事例」（平成 30 年 12 月） 

・経済産業省「令和２年度産業経済研究委託事業（デジタルトランスフォーメーション等を通じた

製造業のサプライチェーンマネジメントの強化に向けた技術動向調査）調査報告書」（令和３年

２月） 

 

図表 134 ヒアリング調査対象事例抽出の視点 

種別 視点 

サプライチ

ェーン強化 

・取組難易度への配慮 

・業種別特性への配慮 

・代替手段の確保（他地域・他者での生産代替、部品共通化、迂回輸送確保など） 

・分散化によるリスク管理（製造拠点・調達先・物流拠点・輸送経路の分散化、在

庫確保） 

・最新技術の活用（サプライチェーンの情報管理・可視化、トレーサビリティの向

上など） 

地域連携 ・地域の自治体/商工会議所/金融機関/保険会社等との連携（BCP 策定支援、保険

加入の促進、協定締結、インセンティブの付与（リスクファイナンス・SDGs 地

域金融）など） 

・地域におけるリスク可視化・共有、分散・コスト削減の取組 
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３-２ 実施結果 

（１）事例選定の考え方 

サプライチェーン強化事例の選定・整理にあたっては、サプライチェーンの構造や特性が業種によっ

て異なることから（下図）、業種別のサプライチェーン構造の特性に留意する必要がある。具体には、

以下の考え方に則って整理・選定した。 
 

図表 135 業種別のサプライチェーン特性の違い（左：製造業、右：農林水産品関連産業） 

  

資料）中小企業庁「製造業のサプライチェーンについて」（平成 30 年６月）（弊社過去実績関連資料）、弊社作成資

料 

 
 サプライチェーンの強化においては、財（モノ）の供給網が災害時等にも途切れないようにする

ことが主目的となる。 

 サプライチェーンの中心に自社を置くと、原材料・部品等の「調達」、商品・製品の「生産等」、
商品・製品の「出荷」の３つの側面に分けて捉えることができる。また、対象となる業種は、財
（モノ）を扱う業種として、主に農林水産業、製造業、卸売業、小売業、（建設業）となる。 

 「調達」については、製造業では原材料・部品・生産設備等が対象となるが、農林水産業では飼
肥料・資材・燃料等が対象となる。 

 「生産等」については、卸売業や小売業は生産工程を伴わず、商品を調達した後、保管・荷捌
き・流通加工等を行った上で、同じ商品をそのまま出荷する。 

 「調達」については、経済産業省委託調査報告書において、製造業を対象としたリスクと見直し
の取組の全体像が次のとおり整理されている。 
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図表 136 製造業のサプライチェーンにおけるリスクと見直しの取組の全体像（仮説） 

 

資料）経済産業省「令和２年度産業経済研究委託事業（デジタルトランスフォーメーション等を通じた製造業のサ

プライチェーンマネジメントの強化に向けた技術動向調査）調査報告書」（令和３年２月） 

 
以上を踏まえ、サプライチェーンに関するリスクと事業継続方策（例）については、以下のとおり

整理し、事例の抽出・分類を実施する。 
 

図表 137 サプライチェーンに関するリスクと事業方策（例） 

 リスク 事業継続方策（例） 

調達 調達先の出荷停止（直接被災） － 調達先の分散化 

部品等の共通化 

部品等の内製化 

代替調達先の確保 

調達先の出荷停止（上流被災※） サプライチェーンの可視化 

物流網の寸断 代替物流網の構築・確保 

生産等 自社施設（生産設備）の被災 自社施設の強靭化 生産拠点の分散化 

代替生産拠点の確保 

在庫の適正化 

従業員の被災 － 

ライフラインの停止 

（電気・ガス・水道・通信等） 

代替ライフラインの確保 

（非常用電源等） 

出荷 自社施設（物流施設）の被災 自社施設の強靭化 生産拠点の分散化 

物流網の寸断 代替物流網の構築・確保 
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３-３ 事例集対象の選定 

 対象一覧は以下のとおり。 

図表 138 ヒアリング対象企業一覧 

ID 企業・団体名 業種・雇用者数 事例種別 選定の視点等 

1 
株式会社トヨックス 

（富山県黒部市） 

製造業（ホース） 

３００名  
サプライチェー

ン 

・ 能登半島地震により地震・液状化の直
接被害、事務所・店舗等の被災、自社
工場の被災 

・ 事前対策として代替仕入先の確保を
実施 

・ 地震発生後の対応に課題有り（BCP
内容が不十分とのこと）としている
（Q17_1）ほか、取引先企業からの支
援を受けている（Q17_3） 

2 
リケン株式会社 

（東京都千代田区） 

製造業（自動車部

品） 

1,206 人 

サプライチェー

ン 

・ 有識者より推薦 
・ 2020 グローバルニッチトップ企業

100 選に選出 
・ 能登半島地震により自社工場の被災、

ライフライン被害 
・ 地震翌日の 1 月 2 日から被害状況、

生産状況を自社ウェブサイトにて継続
的に発信 

３ 九州経済産業局 

支援機関（国）／九

州域内における半

導体サプライチェー

ンの面的支援 

サプライチェー

ン 

・ 九州半導体人材育成等コンソーシアム
を主催し、九州域内の半導体関連企業
を集め、2 つの WG 人材育成・サプラ
イチェーン強靱化に取り組んでいる 

４ 
可児工業団地 

（岐阜県可児市） 

製造業（産業団地）

／産業団地の組合

による事業者間連

携 

地域連携 

・ 令和元年に全国中小企業団体中央会
の専門家支援のもと連携事業継続力
強化計画策定 

・ 令和２年「団地内の災害に強い可児工
業団地を目指す委員会」にてコロナ禍
でのリスクを協議し、令和３年度には、
一連の活動を振り返り、災害時におけ
る地域産業の早期再開に向けた地域
内のリソース調整・マッチング機能を
強化する等、面的取組を強化している 

５ 京都府 支援機関（自治体） 地域連携 

・ 有識者による紹介 
・ 京都府担当者が中心となり府内企業

の防災意識を高めるための会議体参
画を各社に依頼し、「京都 BCP」とし
て京都全体に BCP の考え方を周知
し、大規模広域災害等の危機事象時に
京都の活力を維持・向上させるために
地域全体で連携する取組を実施 

６ 
呉広域商工会 

（広島県呉市） 

支援機関（商工会・

商工会議所）／商工

会を中心とした域

内事業者のBCP等

策定支援 

地域連携 

・ 西日本豪雨による被災で加盟企業の
2 割が被災したことを契機として、商
工会・事業者が一体となって、令和２
年３月６日事業継続力強化支援計画を
策定 

・ 小規模事業者に対し災害リスクの認識
を促し、事前対策の必要性を周知する
等のほか、有事の支援に向け、呉市と
の被害情報報告ルート構築＆組織内
における体制整備＆平時からの連携
関係の構築等が特徴 

７ 
熊本県 

（熊本県熊本市） 

支援機関（自治体）

／広域自治体を中

心とした域内事業

者のBCP等策定支

援 

地域連携 

・ 熊本地震後、国と県とが連携し BCP
策定支援人材の育成を開始 

・ 中小企業の BCP 策定に向けて、策定
障壁の低い「入門クラス」の BCP 普及
を重視しており、入門編研修会を主催
する等、実効性を担保する工夫も実施 
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４．被災企業の課題等を踏まえた対策・促進策の提案 

 調査結果を踏まえ、企業の今後のＢＣＰ・ＢＣＭ体制強化の方向性やあり方を整理し、対応・促進策

として取りまとめた。 

具体には、４-１ で、対応・促進策をリソース・テーマ別に一覧整理したうえで、各主体（企業個社

／グループ会社・本社・取引企業／国・行政）別に、取り組むべき内容を整理した。 

 さらに４-２ では、能登半島地震により顕在化した課題と対応策をセットにする形で、具体の提言内

容の詳細を記載した。なお、４-３ 、４-４ でそのバックデータや背景情報を再掲している。 

 

４-１ テーマ別対応・促進策の整理（対策・促進策一覧） 

 本業務で示唆された対応・促進策についてリソース・テーマ別に整理した。なお、４-２ との対応関

係は「対応関係等」の欄を参照のこと。 

図表 139 リソース別対応・促進策の一覧 

ID 

関連す

るリソー

ス 

テーマ・項

目 

対応・促進策（案） 
ポイント/留意事

項等 

対応関係

等 企業単体 
グループ会社・

本社・取引企業 

国・行政等によ

る支援 

１ 全般 BCP ・防災

計画等の策

定推進 

・計画等の策

定 

・取引先・グル

ープ会社に

よる計画等

策定要請 

・計画等策定ノ

ウハ ウ の 共

有・提供 

・資本金１億円

以下の企業

を対象とした

計画策定ス

キル・ノウハ

ウの提供・専

門家派遣等、

策定支援体

制の整備 

・共通対策項

目・業種別重

点対策項目

から成るミニ

マム BCP の

提示 

・企業の資本金

規模によって

計画策定有無

の状況が明確

に分かれたこ

とに加え、計

画策定有無が

災害発生時の

対応や迅速な

復旧ができた

か否かを大き

く左右したこ

と/リスクの特

定と対策を実

施していたか

否かが対応成

否に直結して

いること等か

ら、多様な方

策で規模に見

合った計画を

策定すること

が重要。 

4-2 課題

と対応策

（１） 

２ BCM 体制

の構築：リス

クの正確な

特定と 

・リスク想定・

見直し体 制

の構築 

・取引先・グル

ープ会社に

よるリスク・

リスクシナリ

オに基づく対

策の紹介・促

進 

・リスク想定・

見直し 体制

構築の要請 

・リスク想定方

法・見直し体

制の紹介 

・リスク想定の

重要性の周

知 

・リスク想定・

見直し 徹底

の要請（対大

企業、業界団

体） 

4-2 課題

と対応策

（3）・（4） 

3 従業員と組

織が一丸と

・従業 員 への

対策周知 

・教育・研修・

訓練支援・連

・実効性ある教

育・研修・訓

・経営情報に係

る BCP は全

4-2 課題

と対応策
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ID 

関連す

るリソー

ス 

テーマ・項

目 

対応・促進策（案） 
ポイント/留意事

項等 

対応関係

等 企業単体 
グループ会社・

本社・取引企業 

国・行政等によ

る支援 

なった防災

対策・防災

意識啓発 

・教育・研修・

訓練の実施 

・全従業員が

閲覧可能な

防災マニュア

ルや簡易版

BCP の作成 

携実施 練内容の紹

介 

・専門家派遣 

ての内容を従

業員に公開す

る必要は無い

が、安全対策

や意識啓発に

係る部分は全

職員に公開し

意識啓発する

必要。 

（2） 

３ ヒト （従

業員・家

族 ・ 顧

客 ・ 組

織） 

安全対策の

徹底 

 

・オ フ ィ ス 家

具・機器や工

場等の機材

転倒防止・安

全対策 

・避難体制の

構築 

・建物更新時

の耐震化 

・地震保険の

付帯 

・様々なリスク

シナリオの提

示・事例共有 

・リスクシナリ

オに基づく安

全対策例の

紹介 

・耐震化につい

ての普及・啓

発 

・地震 保 険へ

の加入促進 

・様々なリスク

シナリオの提

示・事例共有 

・耐震化支援

制度の整備 

・耐震化につい

ての普及・啓

発 

・地震 保 険へ

の加入促進 

・被災企業から

様々な最悪の

シナリオを想

定し、安全対

策を検討する

ことの重要性

について指摘

あり。 

 

4-2 課題

と対応策

（3） 

 システム導

入による防

災対策の高

度化 

・安否確認シス

テム の導 入

（未導入の場

合は管理職

による連絡・

取りまとめ） 

・安否確認シス

テムの紹介・

導入推進 

・安否確認シス

テムの紹介・

導入推進 

・多くの被災企

業が従業員の

安否確認の重

要性を指摘。 

4-2 課題

と対応策

（7） 

４ BCP の 充

実（優先業

務の設定） 

・優先業務の

設定と BCP

への反映 

・優先業務設

定の考え方

の提示・事例

共有 

・対策推進の

要 請 （ 対 企

業 、 業 界 団

体） 

・個社の取組が

基 本 に な る

が、BCP の根

幹ともなる要

素であること

から、関係機

関・企業・業界

をあげて取り

組むことが重

要。 

4-2 課題

と対応策

（4） 

5 BCP の 充

実（復旧方

針の設定） 

・復旧方針・復

旧順序の設

定と BCP へ

の反映 

・復旧方針設

定の考え方

の提示・事例

共有 

・対策推進の

要 請 （ 対 企

業 、 業 界 団

体） 

6 BCP の 充

実（従業員

の生活環境

確保） 

・従業員の生

活環境確保

の観点での

BCP の見直

し 

・見直し方法の

提示・事例共

有 

・対策推進の

要 請 （ 対 企

業 、 業 界 団

体） 

7 災害時のグ

ル ー プ 企

業・取引企

業間の応援

受援体制の

向上 

－ ・被災企業の

応援方法・内

容 ・ 役 割 分

担・代替可能

業務（多様な

応援 申し出

の調整、安否

確認の代行

等）等の検討 

・応援時の安

全対策 

･ 対策推進の要

請（対大企業、

業界団体） 

・被災企業の意

見を踏まえ追

加。一定規模

以上の企業が

対象。 

4-2 課題

と対応策

（５） 

8 モノ（建 備蓄対策 備蓄の拡充（食 ・個社 対 策で － ・水、食料に加 4-2 課題
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ID 

関連す

るリソー

ス 

テーマ・項

目 

対応・促進策（案） 
ポイント/留意事

項等 

対応関係

等 企業単体 
グループ会社・

本社・取引企業 

国・行政等によ

る支援 

物 ・ 設

備・資機

材・ライ

フ ラ イ

ン） 

料・医薬品、簡

易トイレ等）・配

置場所の適正

化（店舗・工場

等への配置も進

める） 

不足するも

ののカバー・

本社等によ

る一括保管・

管理 

え、長期ライフ

ライン途絶時

を想定した対

策として、簡

易トイレを追

加する必要 

・また、発災時

に円滑に提供

す る 観 点 か

ら、本社一括

管理ではなく

必要最低限の

備 蓄 を 各 店

舗・工場に配

置することが

有効 

と対応策

（6） 

9 安全対策 ・工場等設備・

機械の転倒

防止対策 

・安全対策徹

底の要請 

・被災企業の

事例紹介 

・多様なシナリ

オに基づく安

全対策事例

の紹介 

・安全対策徹

底の要請（対

大企業、業界

団体） 

・被災企業から

様々な最悪の

シナリオを想

定し、安全対

策を検討する

ことの重要性

について指摘

あり。 

4-2 課題

と対応策

（３） 

10 BCP の 充

実（ライフラ

イン対策） 

・行政等との事

前協議・協定

締結 

・連携先の紹

介・調整 

・連携先の紹

介 

・従来の拠点・

生産等の代替

性確保に加え

てライフライン

の代替性確保

についても留

意 

4-2 課題

と対応策

（4） 

11 コ ト （ サ

プライチ

ェーン ・

仕入れ） 

サプライチ

ェーン対策 

・サプライチェ

ーンのリスト

アップ等見え

る化 

・調達先の複

数課 

・サプライチェ

ーン構成企

業への防災

対策要請 

・サプライチェ

ーン間の連

携協力支援・

関係性構築

支援 

－ 4-2 課題

と対応策

（4） 

12 システム導

入による防

災対策の高

度化 

・サプライチェ

ーン管理シス

テムの導入 

・システムの紹

介・導入推進 

・システムの紹

介・導入推進 

－ 4-2 課題

と対応策

（7） 
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４-２ 能登半島地震により顕在化した課題と対策の方向性 

 能登半島地震により顕在化した課題と対応策について、アンケート調査結果、ヒアリング調査結果等

に基づき、５つの対応の柱を抽出し、柱毎に課題詳細と対策の方向性について整理した。 
なお、「対策の方向性」については示唆が得られた内容の抽出根拠を「課題・解決策 ID8」などと記載

している。この ID は「４-４ （１）能登半島地震による課題と解決策」掲載表の ID と対応している。

また、「対策の方向性」内の「取組例」は「４-４ （２）能登半島地震被災企業が指摘する有効な対策一

覧」より抜粋し掲載した。 
 

（１）ＢＣＰ・防災計画等の策定推進 

課題の詳細 

･ 能登半島地震を受け自らの事前対策が不十分であったと認識している企業は６割にのぼる。また、過

半に近い企業が BCP・防災計画等の計画をいずれも策定しておらず、事前対策の不十分さが露呈した。 
･ 未策定企業のうち、具体のスケジュールを持って今後計画策定を予定している企業は１割に満たない

（4.0％）。また、依然として策定意向なしとする企業も４割存在する。 
･ なお、計画等策定済企業のうち約７割が計画に基づき対応できた（十分対応できた、ある程度対応で

きたの合計）と評価しており、計画策定が対策を進める第一歩となっていることも指摘できる。 

 
 

 

事前の備えはでき

ていた, 36.4%

事前の備えはでき

ていなかった, 
63.6%

(n=763)

31.1%

33.6%

46.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BCPを策定していた

防災計画等を策定していた

いずれも策定していなかった

(n=763)
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対策の方向性 

1) 資本金１億円以下の企業を対象とした計画策定スキル・ノウハウの提供 
･ 能登半島地震を身近に経験しながらも、計画未策定企業の大半が引き続き計画策定の予定がないと回

答するなか、現状のままでは対策そのものが頭打ちとなる状況が危惧される。このため、特に事前対

策が不十分と評価した企業が多くを占めた資本金１億円以下の企業に対して、策定スキル・ノウハウ

を提供することが求められており、支援体制を整備する必要がある。 

 
 

 
2) 取引先・グループ会社による防災対策の促進 
･ BCP や防災対策に積極的に取り組む企業・団体等を対象としたヒアリングによれば、対策を後押しし

た要因の１つとして、日常的なビジネスの連携先である取引先やグループ会社等からの要請を指摘す

る声が少なくない。 
･ また、能登半島地震時に営業を停止した被災企業が受けた支援先は、本社・グループ企業、取引先企

業、業界団体等の割合が高い。 
･ 中小企業個社での対策が頭打ちであるなか、業界団体や本社・グループ会社、経済団体、工業団地、

行政、取引先企業等、日常的なビジネスの繋がりを起点とした様々な関与者が中小規模の企業に対し、

防災対策を促すよう呼びかけていくことも有効である。 

63.1%

42.0%

24.8%

17.5%

13.8%

6.5%

3.9%

2.0%

23.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策定に必要なスキルやノウハウがない

策定する人材の確保が難しい

策定に係る費用が確保できない

策定に際し適切な相談先・関係者がわからない

策定に対する経営者や現場の意識が低い

仕入先・販売先との調整が難しい

国、地方自治体、業界団体のガイドライン等が自組織に即し

ていない

その他

特にない

(n=355)
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3) 共通対策項目・業種別重点対策項目から成るミニマム BCP の提示 
･ 中小企業の限られたリソース状況を踏まえると、網羅的な計画を策定するのではなく、対策しておく

べき最低限の共通項目と、少なくとも事業継続に直接影響する業種別項目について、明示化し、各社

で対策を検討しておくよう促せるような最低限の計画、すなわち「ミニマム BCP」を提言する。 
･ 共通項目については、能登半島地震において共通して特に有効に機能した対策として挙げられる「従

業員及びその家族の安全確保」「災害対策本部の設置と情報収集」の２項目が挙げられる。被災企業が

１ヶ月以内の早期に被災前の水準まで回復できた理由として挙げている項目も「従業員に大きな被害

がなく被災前と同じ体制で事業を再開できた」「経営層に大きな被害がなく情報伝達・指揮命令系統が

機能した」の２項目であることからも、まずは特に資本金規模の小さい中小企業を対象として推進し

ていくことが重要である。 
･ また、業種別重点対策項目については、アンケート結果をみると、例えば製造業は自社工場の被災、

運輸業・郵便業では主要幹線道路等アクセス道路の途絶、小売業及び宿泊業・飲食サービス業では事

務所・店舗等の被災が、それぞれ特に影響が大きいと評価されており、各々の業種における業務継続

を想定した場合にクリティカルとなる事項について、頭出しを行い対策や代替案を検討しておくこと

が重要である。 
 

9.5%

6.3%

7.4%

5.3%

2.2%

3.0%

1.2%

0.8%

1.2%

76.7%

12.5%

7.8%

9.4%

5.5%

1.3%

3.1%

1.0%

1.0%

2.1%

69.2%

39.2%

29.4%

25.5%

21.6%

17.6%

13.7%

9.8%

2.0%

2.0%

21.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

本社・グループ企業

取引先企業等

自治体

業界団体

地域の経済団体（商工会、商工会議所等）

金融機関

サプライチェーンを構成する企業等

災害時協定を締結している企業

その他

支援等は受けていない

(n=760) Total
(n=383) 年末年始休暇明け（仕事始め）に営業を開始できた（営業を停止していない）
(n=51) 年末年始休暇明け（仕事始め）に営業を始められなかった（営業を停止した）
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96.2%

83.5%

70.8%

68.9%

63.7%

57.5%

54.7%

51.4%

45.8%

43.4%

37.3%

36.3%

33.5%

20.8%

2.8%

85.4%

67.0%

56.1%

59.4%

43.9%

43.9%

43.4%

36.3%

32.5%

26.9%

28.8%

19.3%

22.6%

13.2%

1.4%

3.8%

67.5%

42.5%

21.7%

21.7%

17.0%

13.2%

11.8%

5.7%

5.7%

4.2%

2.8%

4.7%

1.9%

0.9%

0.5%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員（及びその家族）の安全確保

災害対策本部の設置と情報収集

意思決定者の参集

意思決定者による指揮命令系統の確保

備蓄品（水・食料・災害用品等）の確保と活用

企業・組織の中枢機能の維持・確保

優先順位毎の重要業務の実施・継続

重要データの保全・情報システムの維持

仕入先・販売先等、関係者との連絡手段の確保

予備燃料や非常用電源の確保・活用

二次災害防止対策

目標復旧時間の設定・実行

サプライチェーンの維持・確保

資金調達・確保

その他

上記いずれにもあてはまらない

(n=212)

BCP等で定めていた項目 対応できたBCP等の項目 特に有効に機能したBCP等の項目（３つまで）

100.0%

83.3%

44.4%

33.3%

33.3%

33.3%

33.3%

16.7%

16.7%

16.7%

11.1%

11.1%

5.6%

5.6%

5.6%

5.6%

0.0%

0.0%

5.6%

83.3%

61.1%

16.7%

22.2%

16.7%

11.1%

11.1%

5.6%

5.6%

5.6%

0.0%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員に大きな被害がなく被災前と同じ体制で事業を再開できた

経営層に大きな被害がなく情報伝達・指示命令系統等が機能した

事務所・店舗・工場・倉庫内の設備等について転倒防止対策を行っていた

事務所・店舗・工場・倉庫等の耐震化・新耐震基準への対応を実施していた

本社・グループ企業からの支援があった

安否確認や相互連絡のための災害時アプリ、ＳＮＳ等を導入していた

事業に係る重要な情報（電子・紙）やシステムにバックアップを取っていた

施設・設備維持のための燃料や非常用発電機の購入等の対策を行っていた

従業員のための水・食料・災害用品等の備蓄品を充分に確保していた

事務所・店舗・工場・倉庫等の分散化を図っていた

加入している業界団体等からの支援があった

損害保険・共済等によって速やかに施設・設備等の

調達・購入ができた

防災用無線や災害時有線電話等、複数の通信手段を導入していた

自社製品の代替輸送手段を確保していた

事務所・店舗・工場・倉庫等の代替拠点を設定していた

代替販売先の開拓・情報収集をしていた

地域のステークホルダー（自治体、商工会等）からの支援があった

取引先企業からの支援があった

他社の施設・設備を利用できた

代替仕入先を確保していた

金融機関からの支援があった

サプライチェーンを構成する企業からの支援があった

災害時協定を締結している企業（取引先、同業他社等）からの支援があった

災害時協定を締結していない企業（取引先、同業他社等）からの支援があった

その他

(n=18)

早期回復できた理由 特にあてはまるもの
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  合計 事務

所・店

舗等の

被災 

自社工

場の被

災 

自社倉

庫等の

被災 

資機

材・機

械・設

備等の

損傷 

仕入先

の被災 

販売先

の被災 

物流委

託先の

被災 

サプラ

イチェ

ーン構

成企業

の被災 

従業員

等の被

災 

長期間

にわた

るライ

フライ

ンの途

絶 

物流

網・流

通網の

途絶 

主要幹

線道路

等アク

セス道

路の途

絶 

地域全

体への

風評被

害 

その他 

Total 
437 153 85 41 87 47 60 10 18 85 21 21 28 21 20 

100.0% 35.0% 19.5% 9.4% 19.9% 10.8% 13.7% 2.3% 4.1% 19.5% 4.8% 4.8% 6.4% 4.8% 4.6% 

製造業 
156 31 71 18 41 22 20 3 8 18 5 6 1 2 3 

100.0% 19.9% 45.5% 11.5% 26.3% 14.1% 12.8% 1.9% 5.1% 11.5% 3.2% 3.8% 0.6% 1.3% 1.9% 

運輸業、

郵便業 

27 7 0 6 3 1 0 1 0 5 0 5 9 4 3 

100.0% 25.9% 0.0% 22.2% 11.1% 3.7% 0.0% 3.7% 0.0% 18.5% 0.0% 18.5% 33.3% 14.8% 11.1% 

小売業 
24 13 2 2 2 3 5 1 1 10 2 0 0 1 0 

100.0% 54.2% 8.3% 8.3% 8.3% 12.5% 20.8% 4.2% 4.2% 41.7% 8.3% 0.0% 0.0% 4.2% 0.0% 

宿泊業、

飲食サー

ビス業 

14 5 0 0 5 1 1 0 0 2 0 0 1 4 1 

100.0% 35.7% 0.0% 0.0% 35.7% 7.1% 7.1% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 7.1% 28.6% 7.1% 
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（２）すべての従業員を対象とした防災意識啓発・周知 

課題の詳細 

･ BCP 等の計画を策定している企業のうち約２割が、「従業員に周知されていなかった」「計画内容が不

十分」「計画の実行に関する訓練・研修が不十分」であったことにより、既存の BCP・防災計画では

災害に対応できなかったとしている。また、被災企業のヒアリングにおいても、経営情報に関わる

BCP の内容を全従業員が知っている必要はないものの、会社としての危機発生時の復旧方針や対応方

針を共有しておくことの重要性が指摘されている。 

 

対策の方向性（課題・解決策 ID10） 

1) 全従業員参加型の訓練・研修の実施 
･ 年１回は危機事象が発生したとの想定のもと実働訓練や図上訓練を行うなど、全従業員参加型での訓

練や研修を行うことが有効である。 
 

2) 全従業員が我が事として読める BCP の作成・公開 
･ BCP の内容として、事業継続の観点から BCP 運用の根幹となる社員の生活再建に必要となる支援内

容や社員向けの情報発信内容についての記載を検討することが望ましい。また、BCP のうち、経営情

報に関わらない部分や情報を特定し、全社員に公開することを検討する。 
 

（３）正確なリスク事象の特定と多様な「最悪のシナリオ」に基づく対策の徹底 

課題の詳細 

･ 被災企業のヒアリングによると、正しいリスク認識の欠如とそれに伴う多様な状況への対応不足にか

かる事項として、以下の課題が指摘された。 
・大規模災害のリスク想定が不十分、かつ想定以上の被害が発生した。 

・立地地域は災害が少ないというイメージが先行し、適切な防災対策意識に欠けていた。 

・時間帯や祝日等、ケース毎のリスクの想定が不十分であった。 

（ヒアリング記録より） 
･ また、アンケート調査でも全ての建物で新耐震基準を満たしているのは約４割に留まり、今後の更新

が急務となっているが、資本金規模に比例して耐震化計画の予定有無に差がみられ、中小規模企業の

梃子入れが必要である。 
 

61.7%

55.3%

53.2%

25.5%

17.0%

2.1%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BCP・防災計画等の内容が従業員に周知されていなかった

BCP・防災計画等の内容が不十分だった

BCP・防災計画等の実行に関する訓練・研修が不十分だった

BCP・防災計画等における想定を上回る被害を受けた

BCP・防災計画等で想定したリスクと異なる事象による被害

を受けた

その他

わからない

(n=47)
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･ 共済も含めると約８割が何らかの保険に加入しているが、能登半島地震では、地震保険を付帯してい

ない等の理由により約７割が補償対象外となった。 

 
 

対策の方向性（課題・解決策 ID1、2） 

･ まず、事業の中断をもたらす全ての状況を想定し、生じうるリスクについて正しく洗い出しを行った

上で、直近の大規模災害で発生した事象を調査し、自社で同様の災害が発生するとどうなるかといっ

た具体想定のもと、対策の見直しを徹底することが重要である。 
･ また、アンケート結果からも分かるように、自然災害等のリスクを想定し、定期的に見直す体制の構

築と計画策定の相関関係は非常に高いことからも、国や行政において中小企業の防災対策に係る啓発

を行う際は、まず自社を取り巻くリスクの特定と定期的な見直し体制構築の重要性を周知することか

ら始めることも有効と考えられる。 

 

復旧費用は

概ね補償さ

れた, 
12.2%

復旧費用は一

部補償された, 
19.0%

補償対象とならな

かった, 68.8%

(n=516)

31.1%

33.6%

46.5%

61.8%

50.5%

10.8%

25.6%

35.2%

48.1%

5.1%

7.1%

89.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

BCPを策定していた

防災計画等を策定していた

いずれも策定していなかった

(n=763) Total
(n=204) 想定しており、リスクについて定期的に見直している
(n=403) 想定しているが、リスクについて定期的な見直しはしていない
(n=156) リスクについて想定したことはない
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･ その際、「元日で生産稼働していなかったため従業員のケガ等はなかった」といった状況を「稼働中な

らばクレーン吊り下げ中の落下や機械損傷、従業員のケガが生じていた」といったように最悪のシナ

リオに置き換えて安全対策を検討することが有効であり、このように「最悪のシナリオ」に基づいて

対策状況を検証・改善していくことが有効である。 
･ また、新耐震基準の充足に向け、建物更新時の耐震化についての必要性の周知や支援制度の整備、地

震保険への加入促進についてもあわせて実施することが有効である。 
【企業の取組例】 

・従業員の命を守るため、様々な最悪のシナリオや状況を想定して工場・事務所の事前の安全対策を徹底 
 

（４）ＢＣＰの点検と充実 

課題の詳細 

･ 被災企業のヒアリングによると、早期復旧、従業員対応及びサプライチェーンの観点から、以下の課

題が指摘された。 
■早期復旧 

・早期復旧の観点から優先順位を設けた対応計画を策定していなかった。 

・工場設備の損傷に伴う復旧の優先順位など実効性ある計画がなかった。 

 

■従業員対応 

・従業員の生活の確保を含めた業務継続体制の構築の視点が抜け落ちていた。 

 

■ライフライン確保 

・ライフラインが長期にわたって途絶した場合の確保方策について、検討できていなかった。 

 

■サプライチェーンの維持・確保 

･サプライチェーン（外注先、部材の納品先）のリストアップもできていなかった。供給網に係る情報がまと

まっていなかった。 

･被災を受け、調達先の複数化が必要と再認識した。 

（ヒアリング記録より） 
 

対策の方向性（課題・解決策 ID3、6～8） 

1) 業務の優先順位と復旧方針の設定 
･ 被災することを前提として、早期復旧するための業務の優先順位や復旧の優先順位等について示した

復旧方針について検討し、BCP に記載しておくことが有効である。 
【企業の取組例】 

・優先業務として、以下の設定例あり。 

○被災時、自社被災状況の対外情報発信に関する業務 

○市町村が発信している情報の取りまとめやライフライン情報、会社からの支援制度等の従業員への発信

に関する業務 

・復旧方針として、いつまでに何を復旧するかの大方針とともに、どの部門・部署・工場のどのエリアから復旧

するかまで具体的に検討する 
 
2) 従業員の生活環境の確保/継続の視点を踏まえた BCP の拡充 
･ BCP の重要な資源である「従業員」の生活環境を確保・継続することを前提として、被災した従業員
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を対象とした支援内容や必要な情報発信内容・発信方法について整理しておくことが重要である。 
【企業の取組例】 

・ライフラインやアクセス道路が寸断された場合の制約を記載しておく 

・社員１人１人の生活継続に資する情報（市町村情報、安否確認方法・電話番号など）をとりまとめ、全員が閲

覧できるようにした 
 
3) ライフライン対策の観点での BCP 点検と対策 
･ ライフライン確保の観点から現状の BCP の点検を行うとともに、長期途絶時の確保に向けた事前対策

の徹底が有効である。 
【企業の取組例】 

・上下水道途絶時を想定し、給水車の手配等について行政と事前に対応を協議 
 

4) サプライチェーン維持の観点での BCP 点検と対策 
･ サプライチェーン維持の観点から現状の BCP の点検を行うとともに、災害時にサプライヤー等関係業

者の状況を一早く把握するための体制と方法を整理しておくことが有効である。 
･ 事業承継について、 

【企業の取組例】 

・サプライチェーンの BCP 対策として、地域を選ぶとエリア内サプライヤーが表示され、災害による影響の程

度等の情報を網羅し、可視化できるシステムを導入 

・取引先のリストアップ、地域別分類の実施 
 

（５）大規模災害を想定した企業内連携体制・実行体制構築の推進 

課題の詳細 

･ 被災企業のヒアリングによれば、以下、グループ企業間の応援や応援をする側の目線に立った安全対

策の未整備等について課題が指摘された。 
 
・大規模災害を想定したカンパニー間の応援・受援を想定しておらず、円滑に実施できなかった。 

・道路やライフラインが途絶した被災店舗に応援職員を一定期間派遣する場合の安全対策や手順書など

が未整備だった。 

（ヒアリング記録より） 
 

対策の方向性（課題・解決策 ID4、5） 

･ カンパニー制や本社・支社体制を取っている場合、大規模災害時の組織間の応援・受援の手続き・役

割分担の明確化、業務内容の明確化、具体的な手順や安全確保方策について事前に検討しておくこと

が有効である。 
･ あわせて、応援側のマニュアル等を整備しておくことも有効である（アクセスルートの確保方法、宿

泊場所の確保方法、２次災害防止の観点での留意事項等）。 
【企業の取組例】 

・被災地の負担軽減の観点から、業界団体をはじめとした多様な応援の申し出受入・調整を本社で一括して対

応した 
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（６）グループ企業・本社・取引先企業等による備蓄対策の推進 

課題の詳細 

･ 被災企業のヒアリングによれば、工場や店舗に備蓄品を配置しておらず、必要なときにすぐさま手に

入らなかったこと等が指摘された。 
 
・備蓄は本社にしか設置していなかったため、円滑な提供ができなかった 

（ヒアリング記録より） 
 

対策の方向性（課題・解決策 ID9） 

･ 備蓄について、グループ企業・本社等がリードして対策を進める必要がある。その際、発災時に円滑

に物資を活用する観点から、本社一括管理ではなく必要最低限の備蓄を各店舗・工場に配置するとと

もに、本社では個社では不足する備蓄品の一括購入・保管・管理をするといったように、個社の限界

をカバーするような役割分担も有効である。 
 

（７）システムの導入による防災対策の高度化 

課題の詳細 

･ 被災企業のヒアリングによれば、安否確認システムにより従業員の安否確認が円滑に実施できること

が復旧スピードに直結することのほか、サプライチェーン構成企業についてリストアップをしていな

かったことにより膨大な数の企業と連絡・調整が必要になったこと等が指摘された。 
 
・サプライチェーン（外注先、部材の納品先）のリストアップもできていなかった。供給網に係る情報がまと

まっていなかった 

・システムによる従業員の安否確認は日々実施し習熟しておくことが極めて重要 

（ヒアリング記録より） 
 

対策の方向性 

･ 災害発生時には人手が少ない中で膨大な業務に対応する必要がある。こうした状況下では、従前から

システムを導入することにより効率化・高度化を図っておくことが極めて有効である。特に膨大とな

る業務として従業員の安否確認、サプライチェーン企業の状況把握、情報共有・連絡が挙げられ、こ

れら業務をシステム化し、従前から習熟しておくことが有効である。 
【企業の取組例】 

・地域を選ぶとエリア内に立地しているサプライヤーが GIS 上で表示され、災害発生による影響程度を体系

的に把握できるシステムを導入。 

・安否確認システムは月 1 回の頻回な訓練により全従業員が習熟 
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（８）その他 

被災地経済の継続に貢献した企業への支援のあり方の検討 

･ 被災企業のヒアリングでは、閉店した他社薬局の影響もあり、被災地での医療機能を維持・継続させ

るために個社が持ち出しで地域に継続的に医薬品提供を継続したが、店舗の被災規模が甚大ではなか

ったことから、「なりわい再建支援補助金」等の対象からも外れ、所謂支援損となっている企業の存

在も明らかとなった。 
･ また、観点は異なるが、被災地域において避難者を受け入れた宿泊施設事業者からも持ち出し分のコ

スト補填に係る要望が出ており、被災地の復興に寄与した／貢献を継続している企業への支援制度に

ついても、幅広に検討してはどうか。 
 
■医薬品関係（医療・福祉業） 

・ 被災地での事業継続に対する支援枠組が現状無い。被災地域での営業の継続のための復旧対応は基

本的に利益は出ず、従業員は使命感で働いている。働いたスタッフの支援をしたいが、持ち出しも多く

賞与などは出せていない。 

（ヒアリング記録より） 
 
■宿泊業 

・昨今特に電気代が高くなっており、有事の際に被災者の受け入れに関しては問題ないが、売上が出な

い状況が続けば光熱費などランニングが捻出出来ず、事業継続どころか避難所としても継続は困難な

ため、そんな宿泊先に向けたランニングの面倒をみる補助制度が欲しい。 

・ 

（アンケート自由回答より） 
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４-３ 能登半島地震の総括 

（１）被害概況 

･ 北陸４県（新潟県、富山県、石川県、福井県）への影響として、約４割の企業が、事務所・店舗・工

場・倉庫・設備等の損傷等、何らかの直接被害を受けた。その内訳として、「事務所・店舗等の被災」

が過半を占め、次いで「従業員等の被災」、「資機材・機会・設備等の損傷」の順に多い。 

 
 

 
･ 業種別にみると、直接被害を受けた業種として宿泊業・飲食サービス業（52.4％）、製造業（50.2％）、

小売業（45.2％）、運輸業・郵便業（45.0％）の順である。 
･ 直接被害に伴い営業停止に追い込まれた事業者は１割であるが、従業員への被害がなかったこと等の

理由により、そのうち８割が１ヶ月以内に営業を再開している。 

 

営業を停止してい

ない, 88.3%

営業を

停止し

た, 
11.7%

 

 

(n=437)

仕事始めから１週

間以内, 31.4%

仕事始めから１週

間超～２週間以

内, 23.5%

仕事始めから２週

間超～１ヶ月程度, 
19.6%

仕事始めから

１ヶ月超～３ヶ

月以内, 17.6%

仕事始めから３ヶ

月超～５ヶ月以内, 
3.9%

現在も再開できて

いない, 3.9%
(n=51)
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（２）対策状況 

防災計画等策定状況 

･ 約６割の企業が BCP・防災計画等の計画をいずれも策定しておらず、能登半島地震を受け自らの事前

対策が不十分であったと認識しているなど、事前対策の不十分さが露呈する結果となった。対策が十

分と評価する企業の割合は資本金規模に比例して多く、特に資本金１億円以下の企業への梃子入れが

必要である。 

 
 

･ 他方、計画等策定済企業のうち約７割が計画に基づき対応できた（十分対応できた、ある程度対応で

きたの合計）と評価するなど、対策を行動に移している企業とそうでない企業に乖離が生じている。 

 
 

･ 未策定企業の内、具体のスケジュールを持って今後計画策定を予定している企業は１割に満たない

（4.0％）。また、依然として策定意向なしとする企業も４割存在する。 
･ 未策定企業の計画策定のハードルとして、策定スキル・ノウハウの欠如が約６割を占める。 
  

31.1%

33.6%

46.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BCPを策定していた

防災計画等を策定していた

いずれも策定していなかった

(n=763)

事前の備えはでき

ていた, 36.4%

事前の備えはでき

ていなかった, 
63.6%

(n=763)



131 

 

 
 

耐震化状況 

･ 全ての建物で新耐震基準を満たすのは約４割であるが、資本金規模による顕著な差はみられない。た

だし、今後の耐震化対策計画の予定には差がみられ、資本金規模に比例して耐震化が計画されており、

中小規模企業の梃子入れが必要である。 

 

5.0% 9.2% 25.3% 4.2%4.1% 15.1% 5.6% 6.8% 24.8%(n=763)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=763)

旧耐震基準の建物のみで構成され、現在はすべての建物で新耐震基準を満たしている

新・旧耐震基準の建物双方があり、現在はすべて建物で新耐震基準を満たしている

新耐震基準の建物のみで構成されている

旧耐震基準の建物のみで構成され、現在は一部の建物で新耐震基準を満たしている（一部は満たしていない）

旧耐震基準の建物のみで構成され、現在もすべての建物で新耐震基準を満たしていない

新・旧耐震基準の建物双方があり、現在は一部の建物で新耐震基準を満たしている（一部は満たしていない）

新・旧耐震基準の建物双方があり、新耐震基準を満たすための耐震化等の対策は実施できていない

所有する建物はない（建物は賃貸のみ）

分からない
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備蓄状況 

･ 約７割の企業が備蓄を実施。 
･ 地震前から確保していた備蓄品として、コロナ禍の影響を受け「マスク、手指消毒剤」が最も高く

74.3%を占めたほか、「水（63.9%）」、「食料（48.4%）」の順である。 
･ このうち、地震発生時に有効であったものとして、「水（27.6％）」、「マスク・手指消毒剤（22.8％）」、

「食料（18.6％）」と上位３項目が一致している。 
･ さらに、地震を踏まえ新たに追加した／したい備蓄品として「水（23.1%）」が最も多いが、次いで

「簡易トイレ（22.3%）」、「食料（21.2％）」とライフラインの寸断が長期化した影響が反映された。 

 
 

保険加入状況 

･ 共済も含めると約８割が何らかの保険に加入しているが、能登半島地震では、地震保険を付帯してい

ない等の理由により約７割が補償対象外となった。 

74.3%

63.9%

48.4%

40.6%

35.4%

31.1%

28.2%

19.7%

3.8%

22.8%

27.6%

18.6%

9.3%

12.1%

7.6%

8.2%

5.1%

2.8%

57.2%

11.5%

23.1%

21.2%

14.9%

18.2%

11.9%

22.3%

14.9%

2.1%

59.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

マスク、手指消毒剤

水

食料

非常用発電機

毛布、ブランケット又は保温シート

燃料(非常用発電機用)

簡易トイレ

衛生用品（生理用品）

その他

特になし

地震前から確保していたもの(n=599) 地震時に有効であったもの(n=355)

地震を踏まえ新たに追加した/したいもの(n=763)
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今後実施したいが出来ていない対策 

･ 「その他ライフライン確保対策（43.6％）」が最も多く、次いで「自社製品の代替輸送手段確保

（39.7%）」、「代替販売先の開拓・情報収集等（39.0%）」、「本社機能・営業所等の代替施設の確保

（38.3％）」と、個社の取組では及ばない代替方策についての支援ニーズが多い。 

 

復旧費用は

概ね補償さ

れた, 
12.2%

復旧費用は一

部補償された, 
19.0%

補償対象とならな

かった, 68.8%

(n=516)

43.6%

39.7%

39.0%

38.3%

37.2%

37.2%

36.5%

36.3%

35.1%

34.7%

34.0%

33.9%

33.7%

33.0%

32.6%

32.5%

30.3%

29.5%

29.3%

28.7%

27.7%

26.5%

25.2%

24.5%

23.5%

23.3%

22.0%

19.4%

18.9%
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その他ライフライン（電気・ガス・水道・通信網）の確保

対策

自社製品の代替輸送手段確保

代替販売先の開拓・情報収集等

本社機能・営業所等の代替施設の確保

代替製造・生産先の確保

防災関連セミナーの定期受講、防災関連資格（防災士

等）取得の推奨又は社員への補助制度の創設

災害時を想定した代替連絡手段等の確保

BCPの定期的な見直し

燃料の備蓄

会社に生じうるリスクの認識と業務への影響の分析

災害時協定の締結促進

代替仕入先の確保

拠点の分散化

リスクに対する基本的な対応方針の策定

サプライチェーン全体での関係強化

非常用発電機の確保

地域の経済団体（商工会、商工会議所等）との関係強

化

自治体との連携強化

備蓄品（水・食料・災害用品等）の購入・買増し

業界団体との関係強化

取引先企業との関係強化

所有資産の耐震化（新耐震基準への対応）・免震工事

の実施

防災対策に関する研修・災害対応訓練の実施

安否確認や相互連絡のための災害アプリ、ＳＮＳ等の

導入

重要設備の防災・減災対策

本社・グループ会社との応援・受援に関わる協議

金融機関との関係強化

設備・資機材等の固定・転倒防止対策

緊急時の避難に係る安全確保の手順、避難方法、避

難経路の明確化

災害対応担当責任者の決定・周知

従業員（及びその家族）の安全確保

損害保険・共済等への加入

事業に係る重要な情報（電子・紙）や社内システムの

バックアップ

特になし

その他

(n=567)
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４-４ 被災企業ヒアリングに基づく課題と解決策／有効な対策 

（１）能登半島地震による課題と解決策一覧 

 

図表 140 ヒアリングで指摘された課題と要因分析・解決策一覧（再掲） 

ID テーマ 課題（聞き取り事項） 課題の要因分析・評価 
解決方策・BCP 等に反映

すべき視点 

１ 適切かつ充分

なリスク想定

と対策 

･ 想定以上の被害が発生

した（大規模災害の想定

がなかった） 

･ 立地地域は災害が少な

いというイメージであ

り、防災意識は低かった 

･ 大規模災害のリスク想

定が不十分 

･ 直近の大規模災害で発生

した事象が、自社エリアで

発生するとどうなるかと

いう具体想定を前提とし

た対策の見直しの徹底 

２ ･ 正月・夜間等休暇時の仕

入先との連絡方法につ

いて検討できていなか

った 

･ 営業中に発生していれ

ば被害拡大の懸念あり

（表面処理工程での薬品

流出、金型の落下） 

･ 元日で生産稼働してい

なかったことが幸いした

が、稼働中に発災してい

れば、クレーン吊り下げ

中での落下や、ドリル製

造中の機械損傷、従業員

の負傷の可能性もあっ

た 

･ 時間帯や祝日等ケース

毎のリスクの想定が不

十分 

･ 生じうるリスクについて

洗い出しを行う 

･ 年末年始休暇時や夜間時

発災の連絡方法について

事前に検討する 

･ 他方、稼働中に同様の災

害が発生した場合のリス

クを想定し安全対策を徹

底する（危険物の安全対

策、事務所内の備品や設

備等の固定） 

３ 実効性ある体

制の構築・業

務の優先順位

の検討 

･ 早期復旧の観点から優

先順位を設けた対応計

画を策定していなかった 

･ 工場設備の損傷に伴う

復旧の優先順位など実

効性ある計画の欠如 

･ 被災を前提とした実効

性ある対策の欠如 

･ 被災することを前提とし

て、早期復旧するための

業務の優先順位や復旧方

針・復旧順位等について

検討する 

４ 企業内・企業

間応援・受援

体制の構築 

･ 大規模災害を想定した

カンパニー間の応援・受

援を想定しておらず、円

滑に実施できなかった 

･ カンパニー制で各社の対

策本部の情報収集・集

約・適切な対応指示に課

題あり 

･ リスクを前提とした企

業内連携体制（応援・受

援体制）の構築・対応手

順の整理が不十分 

･ 自社内での災害時の応

援・連携対応について手

順と体制を定めておく 

･ 災害発生時、各組織でど

のような情報を共有する

のかを予め定めておく 

･ 図上演習等により意思決

定のための訓練を実施す

る 

５ ･ 道路やライフラインが途

絶した被災店舗に応援

職員を一定期間派遣す

る場合の安全対策や手

順書などが未整備 

･ BCP に規則等を整理す

ることが望ましい（アク

･ 組織単独の業務継続の

観点に留まらない業務

継続を支援するための

計画（応援計画）・手順

書が未整備 

･ カンパニー制などや本社・

支社体制の場合、大規模

災害時の組織間の応援・

受援の手続き・内容の明

確化、具体的な手順や安

全確保方策について検討

する 
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ID テーマ 課題（聞き取り事項） 課題の要因分析・評価 
解決方策・BCP 等に反映

すべき視点 

セスルートの確保方法、

宿泊場所の確保方法、２

次災害防止の観点から

休憩のこまめな取得、夜

間移動を避ける等） 

６ BCP の充実 ･ 大前提として従業員の

生活の確保を含めた業

務継続体制の構築の視

点が抜け落ちていた 

･ 従業員の生活再建を含

めた業務継続体制の構

築の視点の欠如 

･ BCP の重要な資源であ

る「従業員」の生活再建を

前提として、被災した従業

員を対象とした支援内容

や必要な情報発信・発信

方法について検討する 

７ ･ ライフラインが長期にわ

たって途絶した場合の

確保方策について、検討

できていなかった 

･ 行政に給水車を手配し

てもらう必要が生じた 

･ ライフラインが長期にわ

たって途絶するというリ

スク想定の欠如 

･ 途絶した場合の影響（工

場の停止）・対策が不十

分 

･ 事業継続に関係するライ

フラインが途絶した場合

を想定し、関係機関（行政

やライフライン事業者等）

と事前に対応を協議する 

８ サプライチェ

ーンの BCP

対策 

･ サプライチェーン（外注

先、部材の納品先）のリ

ストアップもできていな

かった。供給網に係る情

報がまとまっていなかっ

た 

･ 被災を受け、調達先の複

数化が必要 

･ サプライチェーンの観

点での BCP 対策が不

十分 

･ サプライチェーン維持の

観点から、災害時にサプ

ライヤーの状況を一早く

把握するための体制と方

法を整理しておく 

9 備蓄対策の徹

底 

･ 備蓄は本社にしか設置し

ていなかったため、円滑

な提供ができなかった 

･ すぐさま必要になるも

のは店舗・工場に配置

する必要 

･ 親会社がリードし各店舗

での備蓄対策を進めると

ともに、保管しきれない

ものは本社で一括保管・

管理する等の役割分担を

行う 

10 全従業員向け

の防災意識啓

発 

･ BCP の内容の周知は一

部の役職員のみに限定

されていた 

･ 現場・従業員を巻き込ん

だ BCP の周知が不十分 
･ BCP は経営情報に関わ

る内容であることから一

部役職員以上にしか内容

が知らされていないケー

スも多いが、BCP を運用

するためのリソースは社

員であることから、社員

の生活再建のために必要

な支援や情報発信などに

ついても記載を検討する

と共に訓練を通じた内容

理解を進める必要がある 
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（２）能登半島地震被災企業が指摘する有効な対策一覧 

 

図表 141 ヒアリング結果から得られた有効な対策一覧（再掲） 

ID テーマ 有効な対策（聞き取り事項） 
BCP・計画等に反映すべ

き視点 
留意事項・必要となる

環境整備 
１ BCP の 充

実（ヒト・モ
ノ） 

･ ライフラインやアクセス道路が
寸断された場合の制約や、社
員１人１人の生活継続に資す
る情報（市町村情報、安否確認
方法・電話番号など）をとりま
とめ、全員が閲覧できるよう
にした 

･ BCP を運用するための
リソースとしての「社員」
の生活安定・維持は基本 

･ 安否確認方法の徹底に
加え、市町村が発信して
いる情報の取りまとめ
やライフライン情報、会
社からの支援制度等の
発信について優先的業
務として位置づける 

－ 

2 BCP の 充
実（ヒト） 

･ ホームページでの一早い情報
発信 

･ 被災社員への支援として義援
金の配布を行ったほか、当時
県や市からばらばらに発信さ
れていた被災者支援関連情報
を会社で取りまとめて従業員
及び家族向けに社内掲示板な
どで発信 

･ BCP の一環として情報
発信を位置づけ、情報発
信体制・発信方法・発信
内容を定めておく 

･ 自社の被災状況や復
旧目途についてホー
ムページ上で情報公
開することは取引先
との信頼関係にも繋
がる 

･ スピーディーな対応
を実現する上では、
現場への権限委譲が
重要 

3 BCP の 充
実（ヒト） 

･ 頻回な安否確認訓練により安
否確認は円滑に機能 

･ 安否確認について、シス
テムを導入していればシ
ステムに基づく訓練を定
期的に実施 

･ 導入していない場合は
管理職による連絡・取り
まとめを徹底し訓練する
ことを推奨 

･ アンケートにおいて

も被災企業からは、

従業員の安否確認ほ

ど重要事項はないと

の指摘多数 

4 サプライチ
ェ ー ン の
BCP 対策 

･ サプライチェーンの BCP 対策
として、被災地域を選ぶとエリ
ア内サプライヤーが表示され、
影響の程度等の情報を網羅的
に体系化できるシステムを導
入 

･ サ プ ラ イ チ ェ ー ン の
BCP 対策の観点から取
引先のリストアップ、地
域分類等は実施しておく
ことが望ましい 

･ 余裕があれば、左記のよ
うなシステム導入するこ
とも検討することが望ま
しい 

－ 

5 企業内 ・企
業間応援 ・
受援体制の
構築 

･ 多様な団体からの多岐にわた
る物品等の受援は金沢本社で
請け負い現地直送としたこと
で円滑に実施 

･ 被災地の負担軽減の観
点から、業界団体をはじ
め多様な応援の申し出
を本社側で一括して受
ける対応が有効 

－ 

6 備蓄対策の
徹底 

･ 親会社の方針により各店舗で
の備蓄対策を進めていたほ
か、保管しきれないものは本
社で保管する等の役割分担が
適切になされていた 

･ グループ会社や親会社
等、関連企業が資金面で
も知見面でも後押しし、
対策を進めることの有
効性 

･ 発災時本社管理分の
備蓄品を円滑に提供
する体制を構築して
おくことが重要 

７ 事前対策の
徹底 

･ 各工場、事務所の安全対策を
徹底していた 

･ 様々な状況を想定して
工場・事務所の安全対策
を行うことが従業員の
命を守ることつながるこ
ととして、対策を徹底 

－ 
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５．参考 

５-１ アンケート調査票 
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